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第 1輩序論

第 1節論文の構成

第 1項問題意識

21世紀以降における平和構築支援はグローパルな展開を必要とし、

国家間の紛争が減少している反面、民族問の紛争や内戦及び宗教的対

に起因する紛争等が増加している。紛争を予防・解決する手段とし

て、軍事的な手段や、予防外交、軍縮、

限界が主じ始めている。現在は、紛争の要閣となる貧富の格差や、機

会不平等を解決する側面から、平和構築手段として、開発援助が果

すべき役割が提要視されている。飽方、開発援助は支援対象者や地域

十分に検討して選定しないと、却って紛争を場長する恐れがあるこ

とも近年指摘されている。

自本の平和構築支援は 政治的な配慮、が大きいアジアを中心に実施

されてきたが(カンボディア、東ティモール、アフガニスタン等)、世

界の平和構築の趨勢や進展を考意すると、アアリカ、中高米、中東等

の呂本から遠隔した地域にも支援の目を向けていくことが望まれてい

る。関地域では物価高騰、通貨下器等の不安定要素と棺侠って、執政

が独裁的傾向(親族占有)をもっ政権、政治家・官憲の腐敗や汚職、

教育制度の廃退、差別、人権侵害等の平和構築支援にあたり支障と

る問題を抱えている国が多い。

遠隔地域の、日本の平和構築支援の在り方については現状を

研究した上で、日本として可能性のある具体的な取り組みについて検

する必要があると考える。とりわけ中南米地域は、 1990年代終末か

ら現在にかけて平和構築プロセスが比較的堅調に推移しており、中

も和平合意を造成し内政的安定を進捗させたグアテマラ エルサルバ

ドル、ニカラグァ等は f中米モチ、ノレj と称され平和構築の成功ケース

として挙げられている。

日本は、 1990年代中頃から中米地域において政府開発援助 (ODA:

Official Development Assistance) を通じた積掻的な経済開発協力

摘してきた。それは中米諸国の内戦が終息に向かうにつれ規模を拡
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大し、 20世紀末から 21世紀にかけて、例えば対グアテマラについて

はトップドナー固となり世界でも有数のブレゼンスを発揮している。

和捧築支援の調査・研究にあたり、グアテマラをケーススタディと

して提え、日本がグアテマラ平和構築支援に関わった軌跡を追うとと

もに、平和構築における和平プロセスの現状と ODAが如何に関連

るのか検証し問題点や課題を明らかにすることで、今後の平和講築支

援における ODAの方向性と具体的施策を検討していきたいと考える。

また、最近吉本の ODAについてそのあり方が関われている。「戦

や地或の紛争など絶え間ない紛争に対してその予防や平和構築、新し

い世界秩序の構築に先進国がどのように関わるのかが問われてい ωo

日本の ODAも規模を誇る時代は終わり、その質が厳しく関われる

代に入ったと古わねばならない j と渡辺 (2003年〉が指摘 1)してい

るところ、日本の ODAはグアテマラの和平プ口セスを腰調に推移さ

せる効果があったのだろうか。

中米地域では、 1990年代に中米和平の達成に向け大きな前進が見ら

れた。ニカラグァでは、チャモロ政権が 91年中頃より治安悪化の原

となった元コントラの再武装関争問題を解決するなど思内融和を図っ

てきた。エルサルパドルでは 92

められたスケジュールに射つ

に和平合意調印をした。間合意に定

、 連エルサルバドノレ監視団

(ONUSAL;Mision de Observadores de las Naciones Unidas en El 

Salvador)の監視の下、ゲヲラの武装解除及び市民生活への復帰の他、

政府軍の改革、政治・司法・経済面での諸改革、文民警察の新設等が

められてき~。

グアテマラは中米最後の和平合意閣となったが、内戦終結後ゲリラ

等の反体制勢力の活動は消滅したものの、一般的暴力犯罪が増加した

商での国内治安の悪化が著しく、孤崎 (2009年〉の報告 2)によれば、

の大きな要閣としてグアテマラの臆史的背景から次のように説明し

ている。

グアテマラの内戦の要閣として、『大農罷を多数占宥する白人オルガ

ノレキア(寡頭支配層)が強力な政治的経済的権力を 4世紀以上にわ

2 



って維持してきた特性を持ち、先住民に対するレイシズムと搾取の

史が内戦にも色濃く反映主れ、 1970年代末から 80年代初頭にかけて

左翼ゲリラと先住民が結合する大規模な動員に発展したが、オノレガル

キアと軍部はジェノサイド戦略を持って先‘住民居住地域一帯を徹底的

破壊した。 1961年から 96年に宝る国内武力紛争期において、死者

20万人、行方不明者 4万 5千人に遣する犠牲者のうち死者の 90%が

非戦関員、 83%がマヤ先住民と言われている 3)0 ~として経済的対立や

族的対立が社会的暴力講造在生起させたと説明している。

た、同氏はグアテマラの構造的な暴力の存在を指摘するにあたっ

てr政局統計では先住民比率は約 52%であり、加害責任の 93%が国
と諸治安機関、 3%がグアテマラ民族革命連合(URNG;Unidad 

まevolucionariaNacional Guatemalteca)、残りは不明と公表された。

2000年 2 月歴史究明委員会 (CEH:Comisionpara el Esclare欄

cimiento Historico)は軍部の戦略を fジェノサイドj と認定した。国

グアテマラ検証団 (MINUGUA;Mision de Verificacion de las 

N aciones U nidas en Guatemala) の 2004年 12丹の最終報告によれ

ば f先住民族のアイデ、ンティティーと権利協定J、「社会経済及び農業

問題に関する協定j の履行が著しく遅れており、新たな紛争の火種と

して懸念されると評留がなされている。~と報告している川。

グアテマラは、紛争終結後の 10年間で殺人件数が倍増するなど、治

安状態が中南米で最悪の水準に陥ったうえ、殺人事件の 99%が免責さ

れる司法制度の機能不全への不満が高まっており、グアテマラの平和

構築における人権侵害と治安田復問題は深刻な課題となってきた 5)。

内戦中は閣内の治安は政府軍や自警団 (PAC:Patrullas de 

Autodefensa Civil)により厳しく統制 6)されていたが、和平合意後は

政府軍やゲリラの戦闘は鎮静したものの一般犯罪は急激に増加する傾

向を見せ始めた。 MINUGUAの最終チームが撤収した 2004年から増

加額向は著しくなり、 2008年-----2009年をピークとしてその後も減少

する気配がない。治安の悪化は経済開発や観光開発の足掛となり、現

政権も治安田復を喫緊の課題として捉えているへ

3 



このようなポスト紛争地域の新たな問題に対し世界銀行は、 21世紀

の紛争と暴力は 20世紀の型には当てはまらない開発問題であるとし、

力の反復的な連鎖がもたらす挑戦課題と位置づけている。特にグァ

?ラ、エルサノレパドル、南アフリカなど、暴力的な政治関争を経て

政治・平和にかかわる合意を成功裏に達成した諸国は、今も高い水準

の暴力的な犯罪に直面しており、それが開発にとって制約になってい

ると指摘してい 8) 。

グアテマラの和平プロセスは冷戦の終溝に伴う平和構築モデルとし

て、ユカラグァやエルサルパドルの和平合意に続く中米最後の紛争地

域の安定化を狙いとして進められた。また、内戦時における戦闘では

政府軍や PAC等の先住民に対する虐殺・暴行等の人権俊害に対して、

国際社会からの厳しい批判に晒されることで、米州地域や欧州地域の

要因及び国擦機関等の圧力を含めた働きかけにより、段階を踏みな

がら和平プロセスを進捗させていった経緯がある。

このグアテマラ特有の暴力の蔓延は、和平合意後もグアテマラ社会

に内在し続けており、警察力の未配置地域の存在や警察官の倫理・能

力欠如は市民に不信を抱かせ、法の支配の要である裁判所や検察等の

未整備が農村地区のリンチ(私的制裁)を派生させている 9)。

かかる状況の中で、和平合意に基づいた 7項目の主要プ口グラム 10)

は、グアテマラ政府の確実な責任の履行と、グァテ γ ラ復興を援助

る国際社会の両輪が噛み合って初めて進捗していく状況にある。一方、

和平合意の履行状況に関し、 1990年代末から 2000年代前半の関はポ

スト内戦の監視の意味で国民も関心があったが 2000年代半ば墳から、

和平の定着とともに冷戦後の新たな世界的経済枠組みや中米・カリ

地域共通の課題に対して関心が務り、内戦終結後の体制構築への関心

は次第に薄れていった感がある。

グアテマラ内戦が終結し和平合意がなされてから 16年が経過し 1'-0 

日本は、グァテ γ ラに対するトップドナーとしての責任を十分果たし

得ただろうか、日本の対グァテマ

減少し、 2006年には無償援助を終

4 
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合窓前後にどのように変化してきたのか、また能の援助主要諸国並び

に国捺機関との連携はなされていたのか、政府の優先課題である治

の改善に如何に関与してきたのか、暴力を引き起こす社会的圧力を低

減させるうえで今後 ODA動向はこれにどう対処してきたのか、また

どこに向かっていくのか、その過程の中に暴力の蔓延に対処するよき

処方議は見いだせないのか、展望と課題を明らかにしていきたい。

第 2項 本論文の目的、構成

在グアテマラ日本大使館の HPによれば、グアテマラの情勢は、2011

の段踏でも和平プ口セスが韓行されておらず、治安情勢の悪化や

困問題の深刻化が指摘されている。 2国間で実施されてきた ODA政策

協議については、定期的に実施されていることへの評価はあるが、平

和講築への真正面からの貢献については実質的な議論はなされてきて

おらず、あくまでドナーグループの一員として応分の容与を果たすと

いう姿勢に終始してきたと指摘することも可能である。グアテマラに

内在する人権侵害や治安田復対策に資する日本のアプローチは経済開

の促進を図る中で治安回復を確保し、投資を呼び込んでさらなる

済開発をもたらす好循環を形成するというものであり、設行して警察

の組識的な発展を進め市民に寄り添う新しい警察像を探るという形を

とったが、これが効果を発揮することができたのか検証する時期に

いる。

(1)本論文の目的

内戦が終結し和平が訪れ 米地域は、後興支援のための経済開発

が行われているが、グアテマラ エルサルバドル等の内戦経験国は、

犯罪の増加や広範に活動する組織犯罪等による、新たな脅威が市民生

活や社会経消の安定を阻害している。グアテマラで和平合意後、臨際

社会の援助が始まったが、一方で暴力的一般犯罪は増加しており、

開発の促進に影響を与えている。内戦終結から社会の安定発展に

るプロセスで、治安改善は重要であり、その成否がグアテマラ社会成

長への鍵を握っている。
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本論文では、平和構築支援の調査・研究にあたり、グアテマラの平

和構築プ口セスをケーススタディとして捉え、グアテマラの平和構築

と治安・暴力の相関関係を考察するとともに、グアテマラの治安回復

問題に ODAが如何に関与すればいいのかその問題点や課題を明らか

にし考えていきたい。

(2) 本論文の構成

第 1章では、序論としてまず問題意識の概要を説明したが、続いて

和構築の概念について整理する。更に、復興支援の新形態である

PRTに着目しその実情をアフガニスタンの例により確認する。また日

本のこれまでの平和構築への取り組みについて整理する(第 3項)。

第 2章は、先行務究とグアテマラの現況を整理し本論文の意義と位

置づけを説明する。併せて、農村地域の治安対策を振り返り、グアテ

マラにおいて妥主性の高い対策を仮説として提示する。

3章は、事例研究として日本のグアテマラに対する平和構築と経

済開発のアブ訂…チを確認するとともに、現地調査結果に基づいて、

他の援助国及び国際援助機関等との関連を明らかにする。

4章では、治安改善への貢献を内包した形による新経済開発そ

ノレを日本が提示できる平和構築支援モデルとしてその特徴を分析し

の安当性を検証する。

第 5章では、結論として全体を総括し今後を展望する。

第 2節平和構築

第1項 平和構築の概念

( 1)世界の平和構築の推移

先ず、平和構築とは何かを確認することにしたい。国際社会で平和

構築 (peace.building) の用語が一般化したのは、ブト口ス・ガリ国

際連合第 6代事務総長の報告「平和の課題J(1992年、以下「ガリ報

j とする。)以蜂のことである ω。

ガリ報告において、平和携築は、予防外交、平和創造、平和維持を

補完する活動と位置づけられ、紛争終結後に「紛争再発を防ぐため…、
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平和を強聞にする組織を支援し、平和への機会を高める活動j である

と定義された。ガリ報告における平和構築の特徴は、それが給争後の

しかも平和維持活動の後の活動とイメ…ジされたことで 内容的には

経済、社会、文化、人道問題に取り組む持続的活動だと説明している。

その後、従来の国連の平和維持活動(以下 PKOとする。)のあり方

が見註される中で、冷戦後の紛争に対して間違が平和構築も含む包

的で一貫性ある対応をとることを企図して f国連平和活動に関する

員会報告J(2000年、以下「ブラヒミ報告jとする。)が公表されたは)。

ブラヒミ報告は、平和構築を f平和の基礎を組み立て直し、その

礎に基づき単に戦争がないという以上の状態を構築する手段を提供

る措置j と定義している。ブラヒミ報告の特徴は、平和維持活動と平

和講築活動が開時並行的に統合的に行われるべきこと、平和構築の具

体的内容として、先兵士の社会統合、選挙支援、響察改革等を通じ

法の支配の強化が重要視されたことであり、 2000年以降の平和講築の

接々な局面で重要な項目として挙げられている。

2004年には、国連改革のうちの平和や安全保障分野について検討す

る事務総長の諮問機関である f脅威、挑戦及び変革に関するハイレベ

ル君主邑会j の報告 fより安全な世界一我々の共有する責任-J が提出

された。間報告は、平和講築の概念を従来よりも拡大して、紛争発生

以前の予防活動から紛争終結後の復興開発までを合む長期的なものと

捉えた。 2005年 3月には、同年 9丹の国連首脳会合に向けて、アナン

国連第 7代事務総長が「より大きな自由を求めてj と題する報告をど発

した 1針。

間報告は平和構築に関する定義を明示してはいないものの、平和

築活動の力点を紛争後に置いて、それが f紛争から永続的な平和への

移行Jを意味するものと捉えた。また、間報告は、国連内に、平和構

を一賞して扱う機関として平和構築委員会(PBC;Peacebuildin客

Commission) を創設するよう提苦したり 2006年 6月に平和構築委

会の第 1回会合が聞かれて、その活動が本格的に始まった。

国連において平和講築とは、 f紛争後の段階において、永続的な平和
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を達成するために、平和維持活動と密接に関わりながら、復興支援も

視野に入れた、一貫性を持った統合された活動J と捉えられている。

国際社会において平和構築の概念が醸成される中で、日本でも国際

協力の一翼を担ってきた国際開発機構 (JICA;JapanInternational 

Cooperation Agency) が 2001年に平和構築のガイドライン作成に

手し始めている。 JICAの平和構築の概念は、図 1に示されるように

紛争予防、紛争和解、そして復興支援までを網羅する全体的なアプロ

…チであり、和平達成において従来から重複されている軍事的枠組み

や、 PKO、予防外交、車縮 調停などの政治的枠組みに開発援助を加

た 3本の柱による包括的な取り組みとしている。

図 1 JICAによる平和構築の概念

平和構築支援の枠総み

¥1'和襟築x
瞳武器規範i

市典〉強立行政法入国際協力機構 f平和講築支援Jl2003年 11月かち筆者作成

平和講築の概念を、紛争発生の可能性を最小限化し、発生した紛争

の拡大を防止し、紛争によるダメージを復興し、その地域の持続的関

に結びつけていくプロセスであり、平和構築の究棲的な目的は、途
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保持部門改革 (SSR;SecuritySector Reform)、武装解除/動員解除

/社会復場、小担武器規制、平和教育、行政制度の整備、

民主化支援、人権捧護、メヂィア支援、貧国削減、経済の適正配分

(これらの支援は、紛争再発予紡の観点から、復興・開発支援に

おいても実施される)

これまでに、多くの機関がそれぞれ平和構築の定義や概念を発表し

ているが、それらの定義を国際的に普遍化したものに統ーするには

っていない。前述の国連事務総長による「武力紛争予防J報告書にお

いては、平和構築は「紛争を超えて、平和の基盤を再構築するための

活動であり、戦争の不在以上の基盤を構築するための手段を提供す

ことである J と定義されている。

冷戦終結後、紛争の性質が変化してきたことに伴い、軍事的活動や、

防外交、調停などの攻治的枠組み等の伝統的な取り組みに加え、、

平和構築支援において開発援助の果たす役割が重要になってきている。

和構築支援の全体的な枠組みとその中での開発援助の位置づけを図

したものが表 1である。

(2) 平和構築(支援)活動の諸段措

平和構築とは、紛争の原因と結果の両方に同時並行的に対処するた

めの諾計画から成り、しかも、国内外の多様なアクターの参加する複

雑な作業にならざるを得ない。平和構築活動の最終的な目標は、篠田

(2000年〉による平和講築活動の定義を参考にすれば、紛争の再発を

防ぐ平和の制度化のための構造をつくり上げることと宮えよう。し

がって、日本や国際社会が行う平和構築支援活動も、その最終目標で

ある平和の制度化の構造づくりの観点から組み立てられなければなら

ない。

等 (2007年)によれば、平和構築は概念モデル的に 3つの段階で進

捗するものとしている 14)。第 1段階は「安定化段階 (TheStabilization 

Phase) Jであり、第 2段階は「移行段階 (TheTransition Phase) J 

であり、第 3段階は f定着段階 (TheConsolida tion Phase) J とし

いる。
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1段階は f安定化段賠 (TheStぬilizationPhase) Jである。紛

の倣対行為が停止した震後の段階で、この段階の活動の蕉点は安全

な環境の確立と緊急人道援助計画を通じた紛争の直接的被害の処理で

あり、人道関連機関などで妓われる「人道緊急事態j に対応する段階

に相当する。安定化段階の後期には、中長期的な間後・復興活動の

めの準備作業(復興ニーズ調査や国際援助供与国会議開催など)も並

行して進むことになる。

和構築の移行モデル

段階区分 l 焦 点 | アクタ…の状況
第 1段階 |安全な環境の確立と i国内の諸アクタ|外部アクター

f安定化 |緊急人道援助計画を!ーが自らの生き!が安定化段階

段階J I通じた紛争の直接的 i残りと組織再編 lで主要な役割

被害の処

第 2段踏 i新たな正統性ある
f移行段階J I永続的な社会・政治

秩序を構築

第 3段階

f定者段階J を支

O永続的平和の構

を作為

出典〉等雄一郎「平和構築支援の課題j から

の l外部アクタ

から責任を移

行

内アクタ…自 i外部アクター
身で計画・調整|は、技術支援提

任 i供

この段階では 国内の諸アクターが自らの生き残りと組織再編に

念することが予想され、必然的に、外部アクターが安定化段階で主要

な役割を担うことになる。ただし、外部アクターは、平和構築の基盤

を根付かせるために、国内アクターの参加と彼らとの協議をあらゆる

機会を捉えて行わなければならない。

和構築の第 2段階は f移行段階(TheTransition Phase) Jである。

一般的には、暫定政府の託命に始まり、可能な限り短期のうちに、新

法を定める移行政府を選定するための選挙または正統化手続きを行
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い、新憲法の制定とその規定に基づいた新政府を成立させる過程を通

じて、完全な主権を有する正統政府が権力を掌握することになる。

移行段階の焦点は、新たな正統性ある永続的な社会・政治秩序を構築

できるかどうかである。それは、機能する官僚制、法の支配及び永続

的な社会経済システムの 3つによって裏付けられた秩序でなければな

らない。内外のアクターの関係は、持者の連携の進展度合いを反映し

たものでなければならず、次第に国内アクターの賢任を重くして、

終的に外部アクターから責任を移行するものでなければなちない。

3段階は「定着段階 (TheConsolidation Phase) Jである。定着

段階の狙いは、新たに選出された政持と市民社会とを、以下のような

広範な諸計画によって支えて、永続的平和の構造をっくり出すことで

ある。すなわち、和解と国民創出 (nation-building) の促進、社会・

経済的な後興の推進、治安機関改革による法の支配の徹底などを目指

した諾計画である。

定着段階の初期または中期に、国連平和活動の軍事部門は撤収を開

始し、平和構築支援活動における軍事部門のブレゼンスは低下するこ

とになる。一方、定着段階の最重要課題は、関連平和活動から国連の

カントリ

たがって

ームと国内アクターに責任を委譲することである。し

段階で、は、国内アクター自身で計繭・調整の全責任を

えるように、その龍力開発に力点を置き、外部アクターの役割は、

技術支援提供にまで低下させる必要がある。定着段階を迎えても、紛

争当事者の和解が進捗しなければ、平和構築のプ口セスは完全に終

したとは昔えない。

グアテマラにおいて平和の構築は、周辺紛争国の和平合意が逐次

成されたこと、同国の内戦における人権浸審を憂慮する国際社会から

の圧力が背景として挙げられる。グアテマラ平和構築の活動段階は、

第 1段段階(安定化段階)については、冷戦の終駕とともに内戦の対

構造が緩慢になったこと、グアテマラの内戦における人権侵害が国

際的な批判を浴び、グアテマラ政府に対する圧力が高まり、政府国

もこれを無視できなくなった背景もあり、和平を作為する国際社会及
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び関係諸国の協力のもと、和平のための事前協議が護数回にわたって

段階的に進捗したことが功を奏し、約 2年程度でスムーズに第 2段階

(移行段階)へ進行することができた。

2段階においては、和平プ口セスの中で憲法制定の国民投繋が可

決したことで、引き続き当時の政権が正当性を得て統治を継続さ

憲法の改正への道筋を明確にし、反政府勢力に対して合法化して政治

加を認める姿勢がとられた。第 3段階(定者段階〉についても方針

の公表は比較的スムーズであった。しかし、内戦時において甚大な人

権浸替を受けた農村部の住民(殆どが先住民)と政府(軍)や自警団

との和解や治安機関改革については十分なコンセンサスが得られてお

らず、軍の農村部におけるジェノサイドを指導した元軍高官や現場の

実行指揮官等に対する裁判が進行していない状況であり、更に内戦の

時期よりも特に一般犯罪や組織犯罪の対処が遅れて、国の制度の安

遅延させているのがグアテマラの特徴であり、和解と国民創出の促

進が進まないことで農村部の復興支援や都市部の治安の定着が未だ達

成でいないのが課題である。平和構築プロセス末期の定着段階で長時

を要している状況にある。

第 2項 平和構築モデルにおける地方復興支援チ…ム

(PRT;Provincial Reconstruction Team) 

次に国連平和支援活動における民車協力(CIMIC;Civil“military 

co.operationの形態として新しい PRTについてアフガニスタンの事

例を主体に確認する。平和構築モデルに PRTが取り入れられたのは最

のこととされているが、実は半世紀以前のベトナム戦争における米

のモデル村や、英国のマレー統治作戦の住民政策がルーツとなって

おり、農村開発を合有させた軍事作戦であ'る。モヂ、ノレ村は軍のゲリラ

減殺の一環として作戦持動として用いられたが、 PRTは吏に経涜開

的要素を専門家によって行わせている。

述の穣田によれば、 f間際平和支援活動 (PSO;PeaceSupport 

Operations) における民軍関孫j は、平和構築支援活動を合む国際
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和支援活動において、近年増加してきた文民組織と軍の協力関係(r民

軍協力 (CIMIC)J)について代表される 15)。民軍関係、が近年緊密化し

た背景事情を考察した後、米軍と北大西洋条約機構 (NATO;North

Atlantic Treaty Organisation )軍の民軍関係に関する軍事原則(ド

クトリン)及び、国連と赤十字国際委員会 (1C RC :In te rna tional 

Committee of the Red Cross) の民軍関係、のガイドラインによれば、

平和支援活動の安全確保の観点から、国連や ICRCもシビリアン・コ

ントロールの確保を条件に、平和構築支援活動での軍の活用に必ずし

も否定的ではないが、軍の活用にあたっては、平和構築の 3つの段階

ごとの特徴を踏まえた対応が必要だとされる。 PRTはこの促進を図る

活動として導入されたと考えられる。

(1) PRTとは

地方復興支援チームとは、国際紛争や内戦などにより荒廃した国土

の復興を進め、平和を定着させるための新しいチーム形態である。紛

争終結後も治安情勢が悪く、文民だけで活動するのが危険な地域では、

復興支援活動を行うために、 PRTと呼ばれる軍隊と文民の合同チーム

が活動している。このチームの軍事部門は、主に現地の治安維持を図

り、文民部門(主に援助関係省庁の職員)は、地元の要望を調査しな

がら復興活動の計画や調整などを行っている。

PRTの歴史は、米国などの軍事攻撃によりターリバーン政権が打倒

された後のアフガニスタンに始まる。米国と NATO諸国が中心となり、

2002年末から現在まで活動している。また、フセイン政権が打倒され

た後のイラクにおいても、米国を中心に 2005年 11月から活動してき

た実績がある 16)。

アフガニスタンの PRTについては、日本(陸上自衛隊等)の参加

を望む声が以前から出ていた。米国は、イラク南部のサマワで人道復

興支援活動を行っていた陸上自衛隊が、引き続き南部地域で PRTを

担当すること、あるし、は PRTに文民を派遣することを繰り返し打診し

ていた。日本政府は、主として法的問題を理由に自衛隊の参加は困難

との姿勢を崩さず、文民派遣についても、 JICAが安全上の問題を理由
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に難色を示したことを受けて、 PRTへの参加を見合わせて ν~。

しかし、 2007年 1月、 NATO本部を訪問した当時の安能首相は、

ガニスタンにおける NATOの PRTの人道活動と、日本の支援活動

との協力を強化する意向を表明した。この際、 PRTへの自衛隊あるい

は文民の参加問題が議論される可能性は十分に出てくることが予想さ

れた。しかし、これまで国内では PRTに対する関心や認知度は低く、

の材料となる文献資料も少ないことから、 PRT参加の検討が表

化するまでに至らなかったが。

( 2) 国家再建と PRT

該政府が閣内を実質的に統治できず、秩序の混乱や暴力の発生が

みられる、いわゆる「破綻国家J(failed state)の再建を行う際には、

①民主的政府の形成、②治安の回復、③経済復興・開発の推進という、

3つの課題に取り組む必要があると言われる。特に、②なくして③を

行うことは不可能である。 PRTの活動は、①命③の全てを目的とし

いるが、とりわけ、治安の悪い地域で復興活動な行う(②と③に同時

に取り組む)点で特徴がある。治安が毘復して復興が進めば、住民は

な民主的な中央政府の存在を実感して支持するようになり、政府

の統治が安定することになる。

アアガニスタンでは、①と③は、主に国連アアガニスタン支援ミッ

ション (UNA班A;UnitedNations Assistance Mission in 

Afghanistan)、②は、米国を中心とする主要障が担当している。②に

関して昔えば、話本は多国籍輩や PRTには参加していないが、テロ対

策特別措償法に基づいて、インド洋において海上監視活動を行ってい

米国などの離船に補給支援を行っている。また、アブガニスタン政

府の行う、元兵士の武装解除・動員解除・社会復嬉(DDR;Disarmament，

Demobilization and Reintegration) の活動を積極的に支援してきた。

(3) PRTの経鋒

(ァ) アフガエスタン

PRTを発案し実行に移したの丘、米国である。当初米国は、アフ

ガニスタンの復興には関与しない方針であったが、残存するターリパ
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…ン勢力の掃討作戦を行うために必要な現地住民の支持を得る目的で、

2002年 4丹、ブッシュ大統領はアフガニスタン復興への関与を表明し

。その後、統合地域チーム (JointRegional Team) と名づけられ

民軍共同のチームをアフガニスタン各地に派遣するアイディアが出さ

れ、この構想、を強く支持したアフガニスタン移行政権のカルザイ議

(のち、正式政権の大統領)の要望により、単に部隊の地方展開では

なく、政府支援、治安回復、復興が主目的であることを示す名称に改

められた。これが f地方復興支援チームJ(PRT)である。

2002年 12月、米国がアフガニスタン東部パクティヤ州ガルデズに

最初の PRTを設置し、その後、担当国や活動地域が拡大された 18)。

当初は、 f不朽の告由作戦J(0日F;OperationEnduring Freedom)参

加盟の PRTが多数であったが、徐々に国際治安支援部隊

(ISAF;International Security Assistanc"e Force)の担当諸国に引き

継がれた。 2006年 10月には、 ISAFがアフガニスタン全士の治夫維

持指揮権を米軍から引き継いだことに伴い、 25ヶ所に展開してい

PRTは全て ISAFの指揮下に入った。しかし、担当国の間で、組織や

活動のあり方はかなり異なっていた。この点は後で詳しく説明する。

なお、事後的にではあるが、 PRTには一定の法的根拠が付与されて

いる。 ISAFの活動期間を延長することを定めた国連安保理決議 (1563

号、 2004年 9月 17日)のなかで、 NATO諸国の主導による PRTの

活動を拡大することに歓迎の意が示された。また、アフガニスタン支

援のためのロンドン会議で採択されたアフガニスタン協定

(Afghanistan Compact、2006年 2丹 1日)では、 2010年末まで、

PRTは安全と安定を促進してアフガニスタンの統治能力を増進させ

るとされた。

(ィ) イラク

PRT'土、イラクにおいても活動している。 2005年 11月に、北部

のニネヴェに最初の PRTが設置された。 2006年 3月現在、 4ヶ所に

展開中であり、英国やイタリアも 1ヶ所ずつ担当し、最終的には 18

州全部に設置する方向で進められた。また、 18ヶ所の PRTのうち、 8
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ヵ所を米国、4ヶ所を同盟国、6ヵ所をイラクが担当する計画となった。

この際、米国はイラクの南部地域のパスラで、日本が PRTを担

きなし寸ミ繰り返し打診していたが、当時日本政府はこれを見送りパ

スラの PRTは英国の担当となった経緯がある 19)。

〈ゥ) PRTへの批判

一方、 PRTの活動に対しては、主に既に紛争地域で人道援助活動

を行ってきた NGO関係者慎jから批判が寄せちれている。主なポイン

トは、以下の 4つのとおりである。

①軍が復興活動を行うことにより、人道援助団体の活動と混同さ

れる。そのため NGOの中立性が疑われ、武装勢力などから攻

対象とされうる。

②人道援助は本来 NGOの領域であり、そこに軍が進出すること

活動領域の区別があいまいになる。軍の役割は安全な環騒の提供

であり援助ではない。

③ PRTの復興活動はばらまきで、現地のニーズを反映していない。

また非効率的で、人道団体の援助と議議する。

④軍事自的のために、 PRTの援助活動を利用しているの

これらをみると、特に軍が復興活動を行うことへの批判が強いこと

が分かる。しかし、全ての NGOが PRTに反対しているわけではなく、

その立場も必ずしも一貫しておらず、 PRTが行う治安部門の改革に

してき亥当しない点もある。

(心各国の PRTの状況

(ァ)米国

米隠 PRTの 1チームの人員規模は、 50人から 60人程度である。

ーム構成員の大半は軍人であり、軍事部門には、部隊警護、管理、

報、医療、兵枯などがあり、さらに民事部按 (CivilAffairs Team) 

が含まれている。文民は 1割弱程度で、国務省、国際開発庁 (USAID:

United States Agency for International Development)、農務省の職

ある。PRTの指揮官は軍人で、文民を含めた PRTの構成員は PRT

指揮官の指痔下に置かれている。また、軍主導のもとに民軍各部門が
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されている。

復興活動の特徴は、現地住民の「ん心を掌握する J(winning hearts 

and minds) ために、学校や診療所の建設といった、小規模だが成

が見えやすい事業として即効プ口ジェクト、(QIPs :Quick Impact 

Project) に力点を置いていることである 20)0 この背景には、 NGOな

どの反対により、 PRTが人道支援や復興活動を包括的に調整すること

をあきらめ、QIPsの実施に草点を移したという経緯もあった。しかし、

事組織が復興活動を行うことに対する NGO側からの批判は根強く、

彼らとの関係、にも影響を及ぼしているひ

QIPsは、 90年代始めにバルカン半島において、現地に展開する部

隊の活動や響護に資するために導入開始された。アフガニスタンでも

目的が同様であったことから、 QIPsが PRTの中心的な活動に探えら

れ、復興活動のノウハウを持つ民事部隊がその担い手とされた。目的

と手段において、軍の論理が前面に出ているのが特徴である。ただし、

QIPsには USAIDからも資金が出されている。派遣された USAID職

員が、 PRTや現地住民と相談して適切なプロジェクトを選定している

ので、 QIPsにおける USAIDの役割も大きい。

米国が QIPsに重点在置いた理由は、 PRTを設慢した地域が、アフ

ガニスタンの東部と南部であり そこではタリパンの残存勢力に対

る掃討作戦が継続されていたからである。戦闘が収まらない地域では、

軍事の論理が優先されることはむしろ自然とも言える。一方、比較的

治安が安定した地域では、 PRTへのアブローチも異なってくる。

米国の PRTでは、文民の役割が不十分であるとの指摘がある。国務

省職員は、現地指導者などとの信頼関係の講築に積極的な役割を果た

しているようだが、採用人数が少ないうえ、短期で募集されて割線不

足のまま派遣されていた。充分に訓練された経験豊かなスタップを派

遣し、文民要員の役割を高めるべきだとの指播がなされている。

この点に関しては 2006年に改善の動きが見られた。 1つ目は、派遣

前の文民に対して 45日間のトレーニングが開始されたことであり、 2

つ日は、文民を主要な構成員とする PRTがパンジャーノレ州に設置され
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たことである。復興事業に用いられる資金は複数あり、それぞれ長短

があるようである。 PRTの指揮官が自主裁量で使用できる資金は少な

く、複数の異なる資金源に対し調整や申請をする必要がある。

ーゴゴ、 USAIDの資金で行なわれている QIPsは、 2003年度以降、 1

億 3，730万ドル(約 150億円)程度であり、 2006年度までに 600以

上のプ口ジェクトが完了させた。従来 USAIDの資金は多額で、主に

路や矯などのインフラ整備事業に使用されているが、全体の 5パー

セントしか PRTでは使用されず、残りは国連機関を通じて使用先が決

され支出されている。関連機関が行う事業には USAIDの職問 YT55

与できないことになっている。 USAID は移行イニシアティブ室

(OTI:Office for Transition Initiatives) を設置し、政治的安定、平

和と民主化の進展、市民の政治参加を支援する目的のために使用され

る資金を確保しており、このなかにはメディア支援も含まれている。

米国防総省の海外人道災害公共援助(OHDACA:Overseas 

Humanitarian， Disaster， and Civic Aid) は、主に軍による治安維持

能力在向上させるために、軍の活動を自に見えるようにして、現地住

民の支持を獲得することを目的とした援助資金である。学校建設は可

能だが、政府建物の建設は不可というように用途が限定されている。

米国防総省の指揮官緊急対応プログラム(CERP:Commander's 

Emergency Response Program) は、 PIミTの指揮官が人道援助や復興

に迅速に対応するための援助資金である。当初の資金源は、発見

されたイラク・パース党の不正資金を押収したものである。 CERPの

規模は小さいが、 USAIDや OHDACAに比べて素早く弾力的に利用

きるので有益と言われている。 2 万ドル以下のプ口ジェクトに限定さ

れており、現地の要望に応じて学校、診療所、給水などの小規模

を行っている。

米国は、インフラの整備が治安維持のカギであると認識して、 QIPs

に重点を置いた活動を行ってきた。しかし、現地の状況を十分考産せ

ずに、物を作ることのみを急いだといった点も指摘されている。 QIPs

以外には、治安維持のためのパトロール活動会行っており、 2004年頃
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からは、現地の治安部門(国軍や瞥察)の育成・改革(SSR:Security 

Sector Reform)や、現地政府の統治能力向上のための支援に重点を移

している。

(ィ)

英関 PRTの 1チームの人員規模は、100人前後である。軍事部門は、

数の連絡チーム (PRTの統率とパトロ…ノレ)、部隊防護、兵結、現

地産用者などから成っている。文民は 1割程度で、外務省や国際開発

(DFID:Department for International Development) の職員であ

る針。このほかに、米国国務省、農務省、 USAIDなどの代表も加わ

っている。 PRTの指揮官は軍人だが、文民部門は比較的自由に活動し

ている。活動報告も指揮官ではなく、所属する組織に産接行っている。

文民部門の自律性を基礎として、民軍が協力して PRTを運営している。

また、 NGOなどとの関係は比較的良好である。

復興活動の特徴は治安維持活動であり、地域の治安維持を目的とし

たパトロール活動や、国軍や警察の育成や改革 (SSR) にカを入れて

いることにある。英国の PRTは、アフガニスタン中央政府の権威の地

拡大と復興の促進という 2つの目的を、主に治安環境の改善によっ

て津成しようと考えてい0.，10

パトロ…ノレ活動では、機動視察チーム (MobileObservation Team) 

に特徴がある。これは、 5""'6人から成る軽武装のチームで、各地域に

短期間滞在して、現地の情勢視察や現地住民との対話を行い、 PRTの

活動を周知し、情頼関係を築く努力を行っている。

治安維持に関しては、 2003年に、対立していた二つの武装集団の間

に入って対話させ紛争を回漉した経験があり、武装勢力とは戦闘を避

け交渉を重視する姿勢で臨んでいる。

治安部門改革の分野は多様で、軍や警察の育成以外にも、 DDR、法

備、麻薬対策などにも各々取り組んでいる。例えば DDRに関して

は、 UNAMAの地域事務所と緊密に連携しながら武装解除作業を監視

している。

復興活動と省庁関連携において、 PRTの 部門は誼接復興事業
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を監督、調整、実行していない。 DFIDの資金により小規模の後興

は行うが、その際には、既に現地で NGOが行っている事業との

複を避け、様々な当事者と対話しつつ事業促進の努力をしている。

DFIDの活動は独立性が高く、 PRTだけではなく UNAMAやアフガ

ニスタン政府とも復興プロジェクト選定の相談をしている。 USAID'こ

比べ、対応が早いとの評価もあるが、 DFIDが力点を置いている SSR

関連の復興事業と、 USAIDの資金によるインフラ整備事業との協力関

係が不明確であると指摘されている。

復興活動の資金には、国際紛争予防プール (GCPP:GlobalConflict 

Preven tion Pool)という仕組みがある。これは、外務省、国防省、 DFID

が共関で管理する資金で、 2001年 4月に三省庁間での戦略の共有や

金の有効利用を目的として設立されたものである。 2002年 6月には、

SSR支援、統治能力向上、地元メディア支援の 3つを重視した「アフ

ガニスタン戦略j が採用され、 2003年以降、複数のプ口ジェクトに資

が提供されている。 GCPPには、外務省や国防省が主導する短期的

なアプロ…チ(予防外交や軍事介入など)と DFIDが主導する長期的

なアプロ…チ(複興支援)とを連携させる役割がある。 PRTは、安全

な環境を提供することで、 GCPPの活動に貢献している。

庁間連携の試みとしては、 2004年 9月に外務、国防、 DFIDが共

閉して した紛争後復興ユニット (PCRU:Post Conflict 

Reconstruction U nit)がある。 PCRUは紛争後の「安定化J活動の

貫性を高めることを目的とし、統合された計画や評価を行い、短期間

でスタップを現地に派遣する能力があるとされている。 2005年には、

カンダハールやヘルマンドにチームを派遣して、現地の安定化計画

施している。

以上のことから、英国は米国とは異なり、治安田援を PRT活動の中

心に位置づけている。また、 PRTの基本的な考え方として、決まった

式はなく、それぞれが現地の治安、経済、社会状況などに合わせる

加とが必要だとしている。例えばマザリシャヲブの英国 PRTは成功し

ているが、地地域にそのまま適用することはリスク管理上実施してい
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ない。英軍は現地人とのこコミュニケーションを重視し、信頼関係を好

させており、地方住民は PRTと軍とのfRJJIJがつかず支持が低い状況

であるが、都市住民は PRTの展開により治安が改善されたと認識し

支持が高いとの指請がある 治安確保、省庁関連携、 UNAMAや NGO

との関係などの観点から、総じて英国の PRTは、成功諜に進んでいる

と考えられる。

(ゥ) ドイツ

ドイツ PRTの 1チームの人員規模は、 200入から 300人で、米英

に比べ大規模である。特徴は、厳格に民軍各部門が分臨され正む、心、ー

と及び文民の;割合が多いことである。華人の指棒官とそれと同格の文

民代表(外務省代表)が 1人ずつ置かれている。文民部門の自律性は

いが、民軍間の連携はあまり密接ではない。

事部門は、管理、部隊防接、兵話、医療などに分かれている。

民は全体の約 1割強緯度であり、外務省、内務省、経済開発協力

(BMZ:Bundesministerium fur wirtschaftliche Zusammenarbeit 

und Entwicklung)の職員であるが。このほか、開発政策の讃整をす

るための代表ポストも置かれている。文民の割合が多いため、復興

動において長期的かっ組織的対応が可能であるとの見方がある。

ドイツ政府のアフガニスタン政策の原則では、 PRTの任務は、

UNAMAの強化、 SSRの支援、復興支援活動の遂行の 3つが挙げられ

ている。

ドイツの民軍阿部門の活動と関係、において、軍事部門はパト口一ノレ

活動により住民との信頼関係を醸成することに主眼を置いている。

方、復興支援に携わる文民を防護する任務は、必ずしも強調されてい

ない。また、文民部門との取り決めに従い井戸掘りや矯の修後等の、

部隊防護に資するための短期で小規模な事業も行っている。しかし、

期に及ぶ復興事業は行っていない。

の役割が限定されており、活動範囲が半径約 30kmと限定されて

いて危険な地域を回避している。例えば、クンドゥズは一大麻薬生産

地帯でありながら、本国政府からは麻薬対策の軍事作戦を制限され
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いる。麻薬対策は、内務省と BMZが担当している針。

PRTの文民部門の活動を調整しているのは、外務省職員であり、

UNAMAとの意見交換も行っている。 BMZ職員は、各省及び他の支援

組織との開で復興事業の調整を行っている。各省は、自らのスタップ

やプロジェクトの費用を負担しており、民軍両部門間でほ、毎週実務

レベルで会合が関かれている。

ドイツの PRTは、軍事部門の活動が消極的なために、治安の改善や

現地住民との信頼関係構築といった面での効果が、英国に比べてやや

小さい感がある。

(ニ乙)ニュージーランド(以下 NZと表す〉

NZPRTの 1チームの人員規模は約 100名であり、組識面では、米

と同様に、軍主導で統合されている。 PIミTのトップである指樟官は

軍人(陸軍大佐)である。軍事部門には、パトロール隊長(少佐)、部

隊警護、輸送、衛生、通信、通訳などで構成されるパト 3 ールチーム

が 5つあり、それぞれがパーミヤンの各地区在担当している。このほ

かに、米軍の民事部隊も加わっている 24)。

文民部門は、米関の国務省、 USAID、農務省及び英国の DFIDの職

員が若干名所属している。 NZの間際援助開発庁(NZAID;New 

Zealand's International Aid & Development Agency) の代表者はい

ない。

米国の PRTは、必要に応じてアフガン全土に展開している戦闘部隊

や兵結部隊などから支援を受けることができるため 50名程度であっ

たが、 NZの場合は、一定規模の戦闘や兵括部門を擁した自己完結型

の部隊を編成する必要があったため、 100人程度の人員を必要とし~。

ただし、必要不可欠な兵枯面では米軍の協力在受けている G また、派

遣人員は、活動が国難な冬には 90名程度、夏には 120名程度に増加

させるなど、弾力的に運用している。 PRTの基地は、 NZ国訪ャ、

察訓練センタ一、物資保管庫の 3つの部分から成っている。

2003年 NZ政府は、米英両国からアアガニスタンへの PRT派遣に

ついて打診を受け、首相・内閣府、外務貿易省、統合軍本部、国防
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による作業チームでの検討がなされた。現地に派遣された領察チーム

の調査を踏まえて、 PRTに 100人規模の部隊を 12ヶ月間派遣すべき

との提言が出され、向年 9月にバーミヤンの PRTを米国から引き継ぐ

ことになっ~。

復興活動の特徴は治安維持活動であり、 NZは PRTの使命として、

SSR、統治の改善、社会資本整備、教育、経済開発の 5つを挙げてい

るが、これらを達成するための留意事項として最も重視しているのが、

現地住民と良好な関係の講築である。

動面での中心は、各地域のパト口ールである。熟練した兵士で構

成された各チームは、現地情勢を把握し、地兄住民との対話を通じて

信頼関係を構築するという、 PRTの耳目となる活動を行っている。

ノくーミヤンの治安は比較的安定しているため、これまで武装勢力など

からの大規模な攻撃を受けたことはなく、戦闘による死傷者は出てい

ない。ただし、常に攻撃される場合を想定して警戒し、応戦できる態

を整えている。

た、 2名の警察官がパーミヤンの PRTに派遣されており、同地に

ある警察トレーニングセンターでアフガニスタンの警察官訓練を行っ

ている。これは治安部門改革への協力の一環である。現地へ派遣され

る瞥察官は、軍による事前のトレーニングを受けている。

NZPRTは、現地の要望を開き、かっアフガニスタン全土のプ口ジェ

クトを決定する UNAMAと緊密な協議を行いながら、どの事業を行う

かを調整し決定している。活動上の困難な点として現地に残る賄賂の

習噴や契約の不履行などを挙げている。

復興事業は、 NGOと協力 調整をしながら行っており、内容は司令

に報告されているものの、 PRT指揮官は前面に出ず、米国国務省の

担当者に対して国連機関や NGOと共間作業をするよう勧めるといっ

形で関与している。復興事業は軍が執行しているが、資金は NZAID

から出ているので、その監督を受けている。復興事業の多くは、地元

企業や間際企業などに発注され、 PRTの工兵部隊も協力している。安

な環境確保には成功しているが、復興活動に関しては課題がある。
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多くの分野で復興事業を行う必要があるが、全体的な復興計画がない

め優先順位をつけるのが難しく、今後は現地において農業、教育な

どの各専門家の関与が必要であるとしている。

PRTが行う復興事業には、主に NZAIDが資金を提供している。当

初 2，000万 NZドル(約 15億円)を提供しており、 2006年以降の 3

年間で、さらに 1.500万 NZドルを拠出した。 NZAIDは、現地に代表

を常駐させていないが 1年に 1度職員を訪問させて情報交換やモ

タリングをしている また、派遣する国防軍のローチーシ 3 ンやトレ

ーニングに関しでも、適宜助古を与えている。復興事業に関しては、

防省や菌防車と常に相談や提案を行っている。

た、 NZの PRTの支援のもとに、常駐している米国の USAIDの

代表及び陸軍民事部隊が、米国が有する資金を利用して事業を行っ

いる状況にあるが、 NZ国防省は、復興活動において NZAIDは重要な

柱であるので、将来的には現地に代表を送り、米英の PRTのように本

国の援助機関の代表が常駐し、省庁間の連携や意思陳通をより円滑に

することが重要と考えている。

NZ政府は、 PRT派遣の意義は、 NZの利己的な国議追求ではなく、

破綻出家の支援という国際的な課題の解決に参画することにあるとし、

未だ公式かっ独立の評価はなされていないが、国防省や統合軍の認、

では、治安状況の改善という点で成功を収めており、圏内外から概ね

肯定的な評舗を得ているとしている。現段階では、長期的な視点や政

治、軍事、経済、法秩序などの複数の基準が必要なため、各地域の

情や本国政府から受ける制約などが異なるので、米英など他国の PRT

との比較は難しいとしている。

方、 NGO関係者の見解は、 NZの PRTは、現地の文化的多様性

に敏感であり、また米国のように復興事業のバラマキをしていない

め、比較的成功しているという印象である。しかし、 f紛争後の平和維

持に際し、軍の存在は安全な環境を提供するために必要であるが、そ

れは一時的であるべき j という NGO側の基本的な主張とは異なるの

で、涼則論としては賛成できない。国際開発協議会と NZAIDは定期
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的に意見交換をしており、意見の違いはあるが良好な関係であ ""'0

NZの PRTは、活動面では英国との共通点が多く、治安回復の面

成果を挙げている一方、復興事業の実擁プロセスでは課題も見受けら

れる。パーミヤンの PRTにいた米国国務省の代表は、 NZ箪は文民と

共同する経験が豊富なため、米国よりも効率的だと評価している。

NZの担当者は、 PRTの活動で重要なのは、現地の'情勢に合わせた

対応をとることと、政府だけでなく現地社会との開係を重視すること

であり、 NZのモデルは、他地域にそのまま適用できるものではない

としている。この点は、英国と開様の考え方である。

(5) P哀T今後の課題と E本の検討

PRTは、各層とも試行錯誤を重ねながら進行中の活動であるため、

現段階で評錨を行うのは時期尚早である。一方、今後改善すべき課

として、次のような点が指摘されている。

①民軍関及び関係省庁間で活動目的や情報を共有し、連携を強化

③文民との協力に対する軍人の意識改革が必

③派遣する文民の募集やトレーニングのシステムを改善と能力向上

④復興活動に関しては、国際機関や NGOとの対話や協力を重視

⑤期的な QIPsよりも、現地社会の能力向上のための長期的な取り組

みを重視

@活動における資金の柔軟性、長期計画、文民専門家の関与が必

⑦情報公開や活動評価のシステムを撃情

日本の国際協力における PRTへの取り組みは、法的問題及び実現性

の点から見ると、現状では自衛隊や警察による PRTへの参加や支援は

国難であると言われている。

告衛隊が PRTに参加する場合、その活動のなかに、現地の武装勢力

や盗賊などの違法行為を取り締る治安維持任務も含まれる。任務遂行

中に攻撃された際には、応戦する必要に迫られるが、これは憲法第 9

条が禁じる f武力の行使J~こ該当するおそれがあるので、困難とされ

ている。また、旭国主導の PRTに後方支援を行うことも、現行のテロ

対策特別措置法の趣旨から外れるため、検討の余地はあるものの、関
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難とされている。

川上(2007) は、「日本にとって一番受け入れられやすいのはドイ

ツ型であろう。自衛隊は文民の任務への関与は最小限に押さえ、一方

文民は軍に縛られることなく自由に活動する。いずれの型の場合も

PRTの軍事部門は「自軍を護る j任務に限定されているので、自衛隊

が大規模な戦闘行為を行う必要はない。文民は NGOや国連機関とも

密接に連携をとることが可能となるので、復興活動はおそらくスムー

ズに効率よく進むと考えられる。 J と日本の PRT参加の形を提案して

いる。

一¥文民(警察官や援助担当者)を抱国軍主導の PRTに派遣して、

現地の警察官の教育・訓練や復興活動の支援などを行うことは、国際

協力の一環として可能かとも思われる ただし、日本の警察が自らパ

トロールや捜査・逮捕といった活動を行うことは、警察庁が治安状況

の悪い国における治安維持活動は困難であると認、識していることから

払拭される環境が必要と考えられる。

PRTは従来の復興支援活動に加えて、安全確保〈治安維持)や

も任務として加えることや、武器使用の基準を緩和することなどが記

述されているといわれる。仮に将来、このような内容の法律が成立し

たならば、 PRT参加の是非についても検討される可能性があると思わ

れる。

日本政府は、いかなる場合が護法で禁じられている集団的自衛権の

行使に当たるのかについて、個別具体的な事例を研究する姿勢である。

具体的には、公海上で自衛隊と共同行動中の米国艦艇への攻撃や、海

外で国際協力活動中の自衛隊と共に活動している他国軍への攻撃に対

して、自衛隊が反撃することなどが挙げられている WO

日本が自衛隊あるいは文民を PRTに派遣することが現実問題とな

ったならば、現地調査と計画策定が重要となる。 PRTのあり方は、現

地憎勢と派遣問の考え方に大きく左右されている。そのため、 NZの

ように現地調査チームを派遣して綿密な調査を行い、派遣の可否判断

などを行うことが求められる。次に、派遣人員の規模や組織、関係機
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関の連携、資金拠出などの計画を する際には、他国の模倣ではな

く、現地調査の結果に息づいて自国の経験とビジョンから検討するこ

とが重要である。 PRTの原則的な目的は各国共通であるが、そこに至

る手法と実績の部分において、当該国の平和構築支援活動の真価が関

われる。

第 3項 平和講築の日本の取り組み

(1)日本が捉えた初期の平和構築

冷戦後の国際社会では、民旗・宗教・歴堤た yの違いによる対立か

ら地域・国内紛争が多発しており、その被害者の大学粉門 二~ y'卒、を

む一般市民である。紛争は、難民や国内避難民を発生させ、人道問

題や人権慢害問題を引き起こす G また、長年の開発努力の成果を

し、英大な経済的損失を生み出すことから、紛争は避けねばならず

和と安定は開発と発展の前提条件といえる。

際社会では、 2005年、アナン悶連事務総長(当目的報告を踏ま山、

国連総会と安全保捧理事会では、平和構築委員会の設立が共同決議さ

れた。この委員会では、紛争状態の解決から復旧、復興および国づく

りに至るまでの一貫したアプローチに基づき、紛争後の平和構築と復

旧のための統合戦略の助言や提案を目的として活動している。

政府開発援助大織や中期政策においては、平和の構築を重点課題の

っとして掲げており、そのプロセスにおいて継ぎ目なく支援を行い

平和と安定を確保することを目指している。具体的には、紛争下にお

ける難民支援や食糧支援などの人道支援や、選挙支援など和平(政治)

プロセスに向けた支援を行い紛争の終結を促すことであ <:>.1 0

紛争終結後は、平和の定着に向けて、元兵士の武装解除・動員解除・

社会複帰への取組、治安部門の再建など、国内の安定・治安の確保の

ための支援を段階的に実施するとともに、難民や国内避難民の婦還、

定住への取績を進め、基礎インフラの複旧を行うなど、復興への道

筋をつけ、さらに定着した平布を確立し、次の紛争が起こらないよう、

国家、経済、社会の再建に向けて、行政・司法・警察機能の強化、経
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済インフラや制度支援、保鍵や教育といった社会セクターへの取組を

進めていくことが董要である。関 3は、日本が考える平和構築支援の

フローをイメージしたものである。

日本は、継ぎ目のない支援を行うため、国際機関経由の支援と、無

協力、技術協力、円借款という二国間の支援を組み合わせて対

処している。 2007年度には、インドネシアに対して、紛争予防・平和

構築無償資金協力として同閣のアチェにおける紛争被害地域再生のた

め、既存の清報・カウンセリング・紹介サーピスセンターを活用し、

研修やカウンセリング、支援計画作成の支援を国際移住機関経由で

施し f 0 

関 3 日本の平和構築支援アローイメージ

合誌による平和増築支援

(-.?鱒態〉

持
続
可
能
拡
開
発

議1.菱総〈安定化〉

出典) ODA白書 2013年度版から筆者作成

た、レバノン北部のパレスチナ難民キャンプであるナブノレ・エル・

ノミ…リド難民キャンプでは、関連パレスチナ難民救済事業機関を通じ
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て、帰還難民の生活環境の改善や地域社会の能力構築にを目指し、シ

ェノレターなどの住宅支援やプレハブ校舎の建設など会実擁し~。

そのほかにも、日本は、これまでイラク、アフガニスタン、スーダ

ン、カンボジア、スリランカ、コソボ、東ティモール、ネパーノレなど

において平和の構築への具体的な取組安行ってきており、今後とも、

同分野に政府開発援助を活用した取組を積極的に行うとしている。

(2)主要な平和構築支援状況

アブガニスタンへの支援による和平・復興への取組が世界全体の平

和と安定、さらには、テロの棋絶・防止にもつながるという考えに

づ夫、日本は一貫して支援を継続してきた。 2002年には、 fアブガー

スタン復興支援国際会議(東京会議)Jを主擢し、 45億ドル以上の

際社会からの支援を確保した上、最大 5億ドルの支援を表明したのそ

の後の様々な会議において、追加支援を表明し、 2008年 7月末までに、

総額約 14.5億ドルの支援を行っている。2008年度の動向として、2008

G月のアフガニスタン支援国会合(パリ会合)では、当面の間の支

援として、新たに 5.5億ドノレの支援を表明し、ブレッジ総額は 20穏ド

ルとなっ 26) 。

日本のアフガニスタン支援は、政治プ口セス・ガパナンス、治安の

維持、復興の 3つの柱から成り立っており、政治プ口セス・ガバナン

スに対する支援については、国家の枠組みを形成する基本システムの

回復を目的にしている。例えば、暫定政権への行政経費支援や、 2004

年 10月の大統領選挙とそれに続く 2005年 9月の議会選挙における

視支援などが挙げられる。治安の改善に対する支援については、 DDR、

地雷対策、警察支援など、平和の定着に必要な治安回復のための支援

を行っており、特に DDRプ口セスは、日本が主導的な立場で協力し、

2005年には、約 6万人の元兵士の武装解除・動員解除が、また 2006

には動員解除された元兵士の社会複帰支援が終了し、 2007年度現在

においては DDRの枠組外であった非合法武装集団の解体を支援した。

復興支援は、緒方貞子アフガニスタンに関する総理特別代表(当時)

の 2002年のアフガニスタン訪問を踏まえた提言(緒方イニシアティ
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)を踏まえて実施しており、現在のアフガエスタンは、緊急人道

援を要する段階から復旧・復興支援の段階を経て、本格的な開発支援

を必要とする段階に移行しつつあり、アフガニスタン悶家開発戦略に

沿って着実に実施している。日本は、アフガニスタンの持続的開発の

ため、同国の主要基盤産業であり、最大の従事者数を抱える農業の活

性化を目指した地方総合開発およびインフラ整備を行っている。

また、長年の戦乱により破壊された国の教育システムの再生に向け

、2006年度以降、 JICAを通じて識字教育の強化を行っている。 2007

年度には、紛争予防・平和構築無償資金協力として、ユネス立を通じ、

アフガニスタンの 9県を対象に識字能力強化のため〆九識字教材開ノー

字センターなどの建設、識字用トレーナーの育成などを玄坂したり

和構築の現場で求められるものは、多議化し複雑になってきてい

る。これらに対応するため、日本は 2007年度から、現場で活躍でき

る日本やアジアの文民専門家を背成する「平和講築人材育成事業j を

施しているが。

一方で、 2008年 8丹、日本の NGOに所属する邦人職員が殺害され

るなど、アフガニスタンでは、予断を許さない治安状況が続いている。

このような状況においても、日本は国際的な役割を果たすべく、援助

係者の安全確保に特に注意しつつ、同国に対する様々な支援活動

千子っている。

(3)国別による日本の平和構築への取組み

(ァ) アフガニスタン

5本は、これまで一貫してアフガニスタンへの支援を実施しており、

2001年 10月以降の支援総額は約 49億 3点。。万ドルに上る。

2012年 7Ji 8 日、日本は、「アフガニスタンに関する東京会合j を

アアガニスタンと共催した。東京会合においては カルザイ・アフガ

ニスタン大統領、播ノミンギムン基文国連事務総長、クリントン米国務

長官(当時)をはじめとする約 80の国および国際機関等の代表が参

加する中、治安権援移譲後の f変革の 10年J(2015年，._2024年)に

わたるアフガニスタンと国際社会の新たなパ…トナーシップを示す
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f東京宣言j を発表した 28)。日本は、アフガニスタンiこ対し、 2012

り概ね 5年間で開発分野および治安維持能力の向上に対し、最大

約 30億ドノレ規模の支援を行うことを表明した。また、アフガニスタ

ンと周辺諸国との地域協力を促進する観点から、アフガニスタンの周

国に対し、総額約 10億ドノレ規模の支援を行うことを表明した。

(ィ) パキスタン

2001年の米国間時多発テロ後に国際社会と協調し ロ対策を

うことをパ持スタンが表明して以来、日本はパキスタンに対して積極

的な支援を行っている。 2009年 4月には、東京において日本政府と世

界銀行とが共同でパキスタン支援国会合を開催し、日本は同国に対し

2年間で最大 10億ドノレの支援を表明した。さらに、同年日月には「

口の脅威に対処するための新戦略Jを発表し、パ持スタンの持続的で

した発展のために、経済成長、マクロ経済改革や貧困削減、アフ

ガニスタンとの国境に位置し、国内外武装勢力の温床となっているハ

イパル・パブトゥンハ…州(IB北西辺境州)および連邦直轄部族地域

の人々の生活の安定などを葉点分野とし、 10億ドルを超える支援を着

実に実擁した。

(ゥ) イラク

日本は、 2003年 10月にマドリードで開催された復興支援悶際会議

に先立ち、当面の支援として 15億ドルの無償資金協力による支援を

表明し、同会議においてはこれに加え、中期的な復興需要に対して円

借款により最大 35億ドノレまでの支援を行うことを表明した。無償資

金協力についてはこれまでに表明額を超える約 16.7億ドル分を実施

し、円借款についても 19案件で計 41億ドル分の交換公文 (E/N)に

名しており、 2003年の 50億ドルの国際公約を達成した。これらに

加え、技締協力で約 5.000人以上のイラク人に対して研修を行ってき

たほか、 2008年には計約 6γ 億ドルの対イラク公的債務を削減する救

済を完了した。

日本政府は、イラクが f戦後復興Jの段階から「自立発蝿Jの段階

滑に移行するよう、 f経済成長のための産業の援興と多角化J"r経
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済基礎インフラの強化j、「生活基盤の整備j に麓点を置きつつ支援を

行っていく考えを表明している。

(ェ) パレスチナ

日本は、 ODA大編の重点課題である「平和の構築Jの観点も踏ま

えつつ、パレスチナに対する支援を中東和平における貢献策の重要な

のーっと位龍付け、特に 1993年のオス口合意以降、米国、欧州

合 (EU;EuropeanUnion)などに次ぐ主要ドナーとして、パレスチナ

に対して総額約 13.5億ドルの支援を?実施している。具体的には、 E

本は、東エルサレムを含なヨルダン川西岸地亙の社会的弱者やガザ地

区の紛争被災民等に対して、その悲惨な生活状況を改善するために国

際機関や NGO等を通じた様々な人道支援を行うとともに、民政の安

定・向上、行財政能力の強化、持続的経済成長への促進のためにパレ

スチナ自治政府を積極的に支援し、将来のパレスチナ国家建設に向け

た準備とパレスチナ経済の自立化を目指した取組も行っている。

また、 2006年 7月以降は、将来のイスラヱルとパレスチナが平和

的に共符し、共に栄えていくための日本独自の中長期的な取組とし一

日本、イスラエル、パレスチナおよびヨルダンの 4者による域内協力

によ号、ヨルダン渓谷の社会経済開発を進める「平和と繁栄の回腕j

構想を提唱し、現在その具体化に向げて、ジェヲコ市郊外の農産加工

地建設に取り組んでいる。間農産加工田地は、ヨルダン)11西岸地域

で作られた農産物を加工し、パレスチナ内外に流通させることを目的

としており、将来的には約 7，000人の雇用を創出することが見込まれ

し、る。

〈ォ) スーダン・南スーダン

日本の対アフリカ外交にとって、平和講築は重要課題の一つである。

中でも、南北スーダンの安定はアフリカ全体の安定に直結することか

ら、両国はアアリカにお汁る平和の定着支援の重点患のーっとして位

置付けられている。日本は、 2005年以降スーダンおよび甫スーダン両

国に対し 11憶ドル以上の支援を実捺している。今後、 DDRの支援と

いった平和の定着に関する支援を継続するとともに、平和の定着を荷
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国の国民が実感し 再び内戦に逆戻りすることがないよう基礎生活分

野等に対する支援を行うとしている。

具体的には、スーダンに対しては、紛争被災地域を中心に、人間の

基本的ニーズ (BHN;basichuman needs)の充足の確保および食料生

産基盤の整備を重視した支援を行っている。南スーダンに対しては、

上述に加え、インフラ整備やガバナンス(統治)分野を重視した支援

を行っている また 2012年から南スーダンにおいて、国連南スーダ

ン共和国ミッション (UNMISS;United Nations Mission in the 

Republic of South Sudan )に派遣されている自衛隊施設部隊が活動

中であり、南スーダンの安定と国づくりに日本が一体的に取り組むた

め、同部隊の行う活動と連携した ODA案件を実施している。

(ヵ) 中南米地域

中南米諸国の多くは、日本にとって、民主主義や市場経済などの価

値観を共有する重要なパートナーである。地理的に日本とは離れてい

るが、日本人移住者とその子孫である日系人を「架け橋」に、伝統的

に友好的な関係を築いている地域でもある。同地域は東南アジア諸国

連合 (ASEAN;Association of South -East Asian Nations) とほぼ同

じの 5.5億人の人口を擁し、域内総生産は 2.95兆ドルと ASEANの

2.8倍にもなる大きな市場となっている。

中米統合機構 (SICA;Central American Integration System)や南

米南部共同市場 (MERCOSUR;Mercado Comun del Sur)、カリブ共

同体(CARICOM;CaribbeanCommunity )、アンデス共同体

(CAN ;Andean Community) といった地域統合の動きや諸外国との

間での自由貿易協定の締結によって、この地域の存在感を高めている。

また、近年の資源価格の高騰とも相まって、鉄鉱、銅鉱、銀鉱、原油、

天然ガスなどの鉱物資源やバイオ燃料や食料資源の供給地としても注

目を浴びている。

中南米諸国の平均所得は、政府開発援助対象国の中では比較的高く、

自由経済を維持している一方で、貧困や国内での貧富の格差が著しい

のが同地域の特徴である。アマゾン川流域などに広がる熱帯雨林に代
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表される豊かな自然が存在することから、地球規模の課題である環

境・気候変動問題への取組も重要となっている。

日本は政府開発援助を通じて、経済関孫の強化などの への支援、

地域統合の促進を合む広域的な支援、南南協力支援などを行っている

29)。経済関係の強化としては、中高米地域の持続的な経済発展を支援

るため、インフラ整備や裾野産業振興、中小企業育成、職業訓練な

どの分野で協力を行ってきた。 2007年度においては、エクアドルの職

業訓練強化のための技術協力プ口ジェクトを採択した。さらに、 2005

年 4月に発効した自本・メキシコ経済連携協定 (EPA)に関連した中

小企業・裾野産業支援などが進められている。また、この地域の歴

的な課題となっている貧困と所得格差の改善のため、保鍵医療、教育、

水と衛生、農村開発などの社会開発分野での支援も実施していc:.Jo

中南米地域では、アマゾンの森林減少のほか、オゾンホールの拡大、

変動によるアンデス氷河の減退やノ¥リケーンなどの自然災害の多

発といった環境問題も深刻化しつつあり、これらに禽止めをかけ、ま

た影響を緩和するため 公害対策や自黙環境保全 防災などの面での

援を展開している。例えば、オゾン麗観測強化プ口ジェクトや日本

の雛瀦喬星のデータを利用したアマゾンの違法伐採の取締監境能力強

化、中米でのコミュニティの訪災能力向上のための支援などを行って

いる。また、パナマでは、パナマ湾沖化といった大都市の公害対策も

している。

平和講築分野では、ハイチやコ口ンピアなどで政情不安や閣内武力

抗争が継続しており、平和の定着に向け、コミュニチィ開発や食糧援

助、国内避難民や投降兵士家族への職業訓練などの支援を行ってい ω。

効果的・効率的な援助政策の実施のため、中階米地域に共通した開発

課題について複数国に利益となる広域案件の形成を進めている。

た、経済連携を強化するため、日本は、地域統合に向けた動きに対

して協力をしている。中高米地域の地域統合イニシアティブであるメ

ソアメリカ統合発展計画(I日プエブラ・パナマ計画)や南米インフラ

統合計画に対して協力している WO例えば、広域開発無償資金協力と
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して、「日本・中米友好橋建設計画」をエルサルバドルおよびホンジュ

ラス政府へ、また、「新マカラ国際橋建設計画」をエクアドルおよびペ

ノレ一政府に対し実施することを決定した。

国境を越える感染症の対策にも協力している。熱帯病であるシャー

ガス病対策に積極的に取り組んでおり、 2002年にはグアテマラ、 2004

年以降はエルサルバドル、ホンジュラスと対象を拡大した。また、地

域の子どもの基礎学力向上のために、 2003年にホンジュラスで実施し、

高い評価を得ている「算数指導能力向上プロジェクト (PROMETAM;

Proyecto de Mejoramiento de Ensenanza Tecnica en el Area del 

Matematica) J も、グアテマラ、ニカラグァなどに対象の範囲を広げ

ている 31)。

コロンピアは、 40年以上前から武装勢力と政府軍との武力抗争が続

く中で対人地雷が使用されてきた結果、地雷被害者数が世界で最も多

い国の一つである (2005年・ 2006年には被害者数が世界第 1位とな

り、年間 1，000人以上が被害に遭いました)。コロンビアの 2005年の

国勢調査によると全人口の 6.3%に当たる 265万人が障害者であると

されている。

地雷被害者を含む障害者のリハビリテーション体制の強化が差し迫

った課題となっており、 JICAは 2008年から 2012年の 4年間にわた

り、地雷被害者の多いアンティオキア県および、リハビリ拠点となり

得る病院があるバジェ県を対象に、技術協力プロジェクトを実施した。

コロンビア地雷被災者を中心とした障害者総合リハビリテーション

体制強化プロジェクト 技術協力プロジェクト (2008年 8月'"'"'2012 

年 8月)である 32)。

日本の平和構築の取り組みは、 2000年以降、世界各国の取り組みの

変化に伴い発展変化しつつある。特に、アフリカや中南米地域の取り

組みの拡大は注目されつつある。中南米は前述のグアテマラ、ニカラ

グァ、エルサルバドル、ホンジュラスに加え、広域の連携としてコロ

ンビア、ブラジル、パナマ等との連携や協力が始まりつつある。三角

協力と呼ばれる経済援助の形態も普及し、今後の平和構築に臨むにあ
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たり百本単強ではなく、日米関係並びに NATOの枠組みや、他国との

提携を?結んだ平和構築支援の形成が行われている。

憲法上の耕約から、治安維持や回復に直接的な貢献はできないが、

村開発や警察誹練組織の能力強化など日本の得意分野での貰献が求

められる事前が増えてきている 3針。その中で PRTについても、これ

を避けるのではなく効果と実績を良く把握して、日本独自の新しい

民密着型の PRTを案出する時期に来ていると考え ω 。
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第 2章 先行研究およびグアテマラの現況

本章ではグアテマラの暴力問題等に関する先行研究と、内戦から平

和構築への経緯及び和平合意後のグアテマラの経済開発と国内治安の

現況を明らかにする。

第 1節 グアテマラの暴力問題

第 1項 グアテマラ平和構築について

( 1) グアテマラ内戦の経緯と変遷

グアテマラの内戦について年代別に焦点をまとめたのが表 2である。

構成は、 1950年代から 1990年代まで 10年ごとの時系列区分とし、

各年代のトピックは国際環境の変化及び内戦の特性をまとめたもので

ある。また、グアテマラ及びその周辺地域の地勢は図 4のとおりであ

り、 4つの固との陸路と太平洋及びカリブへの海路を保有している。

第 2次世界大戦後 1945年、国民投票で大統領に就任したアレバロ

大統領、及び 1951年に同政権を継いだアルペンス大統領により、 10

年間自由進歩的な施政が行なわれた。

1950年代は米国からの内政干渉による内戦環境が醸成された。先ず

アルペンス政権は、「農地改革Jの一環として、 1953年 2月にグアテ

マラ国内にあるアメリカ合衆国の大手企業のユナイテッド・ブルーツ

社 (UFCO;United Fruit Company) の土地接収を発表した。この際

にグアテマラ政府は同社に対してその土地評価額と同額の支払いを行

ったものの、同社は強く反発した。世論の高まりとユナイテッド・フ

ノレーツ社の要請を受けた米国アイゼンハワ一政権は、社会主義的な改

革を推し進めたアルペンス政権を「容共的」で「脅威Jであると分析

していた中央情報局 (CIA;Central Intelligence Agency) を中心にし

て、アルペンス政権に対する露骨な内政干渉と政権転覆計画の実施に

乗り出した。

1954年 6月 25日に、反アルペンス派の亡命グアテマラ人で、アメ

リカ合衆国政府および CIAからの豊富な資金支援を受けたカルロス・

カスティージョ・アルマス元陸軍大佐は、隣国エルサルバドルの首都
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のサンサルパドルで fグアテマラ反共臨時政府j樹立を正式発表した。

図 4 グアテマラ及び周辺地域

出典)グアテマラ HPより筆者作成

アメリカ合衆国は直ちにこれを承認し、アルマスはアメリカ合衆

及び CIAから武器援助を受けた鰭兵軍を率いてグアテマラ国内への浸

攻を始め、軍部からの支持を失ったアルペンスは 6月 27Bに大統

を辞任し亡命した。アルペンスの改革姿勢に共感していた軍の青年将

校は躍を離脱し反政府軍を組織し、ジヤンクゃルに篭ってゲリラ戦を開

始した。その後これらの反政府軍は社会主義政権となったキューパを

経由したソビエト連邦からの資金的、軍事的支援を受けて勢力を増し、
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1960年以降のグアテマラ内戦を巻き起こすこととなっ~。

1960 年代 ~1970 年代は、内戦の発生とテ口及び内戦地域が首都

郊から西部高地へ拡大した1L反乱勢力に対する軍の近代化を進め、

構報機関の強化と農幹部及び都市部における社会統制の強化が図ら

れた。 1963年には米国からグアテマラに情報機関の強化のため草

聞が送られている。

1970年代にはゲリラ活動が活発化し、政治家や財界人の誘拐が頻発

した。これに対しグアテマラ政府は死の部隊の活動を拡大させるとと

もに、グアテマラ東部におけるゲリラ支持基盤と、都市部の反対派や

ゲリラ指導者の聞の関係を断つため、体系的な暴力戦略を推進したり

外出禁止令を布告している。 1976年以降は弾圧が厳しくなると、それ

に対して社会運動も激化している。一方、米国はベトナム戦争の敗北

により 1975年以降は外交政策を変化させ、 1977年カーター大統領は

人権外交を背景にグアテマラへの武器売却を禁止した。

1980年代前半は内戦が激化し、軍や PACによる人権侵害が顕在化

した。焦土作戦と称した一般市民への弾圧が展開される中、ゲリラ側

も 1982年にグアテマラ民族革命連合 (URNG) を結成し対抗した。

た、この時期から多くの難民が発生し周辺国へ流入し始め、国連難

民高等弁務官 (UNHCR:UNHigh Comissioner for Refugees) がメキ

シコ・チアパス州でグアテマラ人難民の救援を開始している 2)。

1980年代の後半は民生移管と内戦地域の縮小が関られた。 1985

新憲法が制定され、民生移管のための総選挙が実施された。 1987年

には中米和平協定(エスキプラス立)が合意され、 1988年米国は政治

的交渉による中米危機の解決を目的として支援を開始した。

1990年代前半は、冷戦の終駕及び冨際社会強調機運が盛り上がりを

見せ始めると、内戦は一挙に終患に向かった。 1991年ホノレヘセラーノ

大統領は URNGと和平交渉を開始した。 1992年エルサルパドルが内

戦を集結する傍ら グアテマラではりゴ、ベルタ・メンチュウのノーベ

ル平和賞授賞により先住民運動が前進し始め、 1993年米国はクリント

ン大統領が国際社会及び米州機構とともにグアテマラ法的秩序回復の
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援を始めると、和平交渉も進展し「包括的人権協定jが調印された。

以上の経韓と変遷を経て、 1990年代後半に平和構築準備と和平合意

が成立することとなった。

表 2 グアテマラ内戦概要

年代

1950年代 I 1954年 6月、米

(来間の干渉 i解放運動(MLN)武装勢力がアルペンス政権を打倒した。

による国内情 1960伴大統領のイディゴラス持軍は財政難やキューパ侵攻勢力

勢不安 内戦|の軍事臓に国土を提供したことで箪若手将校の反乱が発生し、グ

環境の醸成)

1960年代

(内戦の

(p R)のメン

大統領として選出され、左右両方の過激分子によるテ口活動が

テ口活動の i活発化し、米国、スペイン、強の大使等がゲヲラにより殺害、アラ

活発) Iナ大統

1970年代 I 1978年に誕生したノレ…カス政権は左右器、健派の連合政権として

(内戦地域の|発

拡大化) I 1979年 7月のニカラグァにおける左派のサンディニスタ革命政

の成立、同年 10月にエルサノレバドルでクーヂタ一発生と内戦状

況の深刻北

1980 年代前 i 玲 80年 1丹の農民・ゲリラグループによるスペイン大使館占拠・

炎上事件付0名死亡)も担こり、ゲリラ活動i土地方先住民接農民を巻

き込み 1982年 2丹には、 4大ゲヲラ組織が統一組識グアテマラ

(内戦の激fヒi民革命連合 (URNG)結成を宣言した。

人権侵害問 I 1982年 リオス・モント将軍を議長とする軍事評議会が成立し、

の顕在色) 165年憲法を廃止し国家基本法を制定した。リオス・モント大統領

が就任した。対ゲリラ掃討作戦の一環として当昂による数々の虐

事件や人権侵害事件が発生し、当国の人権状況に対する昌際的な非

難も高まった。
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1980 年代後|メヒア国防大臣はリオス・モントを失脚させ、同政権は 1984年 7

半 |月に新憲法の公布、大統領及び国会議員選挙を行なった。

キリスト教民主党 (DCG) のセレソ候補が 86年 1月大統領に就任

(新憲法公布|し 20年ぶりの民政移管が達成され、同日、新憲法も発効した。

と民政移管、 |セレソ大統領は、「積極中立J政策を唱え中米和平にイニシアティ

内、戦地域の縮|ブをとりニカラグァ紛争の解決 (1987年)に大きな役割を果たし

小化) Iた。

1側年代前 11990年の選挙では、連帯行動運動党 (MAS)のセラーノが大統領に

半 選出された。セラーノ政権はマクロ経済の改善に尽力したが、

政府批判、人権問題等をめぐり、マスコミ、宗教関係者、経済団体

(冷戦終駕と l及川民団体とセラーノ大統領との関係が悪化した o 1993年 5月、
国際社会協調|セラ-ノ大統領は憲法一時停止措置を宣言し、セルフ・クーデタ一

、内戦の終息)Iを図ったが、国内外からの強い反発をうみ、僅か 6日間でパナマへ

亡命した。

1990 年代後 I1994年 1月国連の仲介で、政府・軍・ URNGがメキシコ市で「和

半 |平交渉再開の枠組合意J に署名、 6 月歴史の真実究明委員会

(CEH:Comisio'n para Esclarecimiento Histo'rico)設置

(平和構築準 I1995年 3月先住民族の権利とアイデンティティー憲章Jが成立

備と和平合 I1996年 1月アルパロ・アルス大統領就任、 5月政府、 URNGとの

意) I和平交渉に合意、 9月 「民主社会における市民権と軍の役割強化

に関する法律J成立:治安のために内務省に PNCを設置、自衛警

備団 (PAC)を廃止 12月政府と URNG包括的和平協定に調印(翌

年 5月 URNGの武装解除完了)

出典)筆者作成

グアテマラ内戦の主要アクターとそれらの狙いや支援母体をまとめ

たのが表 3である。内戦は、冷戦の影響により東西の代理戦争の呈を

成し始め、グアテマラ政府は米国政府の強い支援を受け、軍に対する

顧問派遣受け入れや CIAによる画策で ゲリラの封じ込めと共産化を

防ぐ対策を進めた。また、戦闘が地方へ拡散する中で自警団を利用し

て終始ゲリラの掃討を図ったが、先住民が主要アクターのそれぞれに
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く参加したことで、部接間の対立抗争と相侯って、ジェノサイド

引き起こす環境が醸成された。更に、戦闘に参加しない市民も背景に

貧富の格差が対立要因としてあり、構造的な暴力をグアテマラ社会に

根付かせる温床となっ~。

3 

主要アク

ター

アクタ…と相互関係の構造

グァテマ

ラ政荷 II攻

〈軍)

友好勢力

アメリカ政時 iアメリカ

(CIA) Iメキシ

者

ラオス・モン

卜

白梅警錆 i政府の政 j自衛による治安の jグアテマラ政 jパラミヲタヲ i不詳
田 (PAC) I策・支持 i回複(冷北) I府〈軍) Iー準撃事組織

反政府軍 I I日アルベ|持庄政策の破 ソヴィエト ガスパノレ・イ

(URNG) Iン ス 派|大土地所存の路止 !政時 カラグァ、 iロム

( EGP、 i先住民とうディ ノレサルパ

FAR 、 iノの ドノレ

ORPA 

PGT) 

市民(富裕!ラヂィー|笛の強占、労揚力の|ュナイチッド|大地主、棄産|不詳

層) Iノ |確保 ブルーツ社

民〈貧悶|ィンヂイ i土地の
ヘナ 保護 会・カトリッ

ク教会等

出典)筆者作成

第 2項 グアテマラ内戦の暴力の特徴

( 1) グアテマラ内戦の暴力とジェノサイド

リゴベノレタ・

メンチュウ

UNHCR等

狐崎は、人類学者フィリップ0 ・ブルゴワがエルサルパドル内戦と給

後社会における暴力の態様について分析したそデルをグアテマラに
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当てはめて整理している。その概要を表示したのが表 4である 3)。主

要アクターは内戦の当事者であるグアテマラ政府(軍)とその下部組

織であった PAC これに対抗したのが反政府軍としてゲリラの連合体

である URNGである 一般市民を富裕層と貧困層に区分した。主体は

アクターの構成主要素であるが ラディーノとは植民地時代にグアテ

マラに根付いたスペイン系血統の民族で、インディへナとはマヤ系血

統の先住民を指している。支持母体は、主要アクターに対する支援基

盤を成す母体であり、友好勢力はそれに準じ支持する集団である。ま

た、主要代表者はアクターの中の著名な人物として、その氏名が広く

知られている者がし、る場合に代表者として挙げている。グアテマラ内

戦の暴力について概要を整理すると次の通りである。

まず、グアテマラの歴史や人種構成を背景とした②の構造的暴力に

起因して、第 2次大戦後の米国の干渉や国内情勢不安の影響で①の政

治暴力が、 1960年代の左翼ゲリラと政府軍の内戦噴出を結果として招

いた。次に、内戦の実態として②の構造的暴力と③の象徴的暴力が重

なり、レイシズムからの解放及びゲリラ運動として国家に対抗する武

装闘争が拡大し展開していくこととなった。

和平合意後は、グアテマラ社会に内在していた④の日常的暴力が表

面的に都市部を中心に悪化傾向となり、内戦時の軍情報機関の解体是

正不備やゲリラの武装解除や武器の回収の不徹底、戦闘員の社会復帰

の不備に起因する「暴力の民営化J(軍情報部関連の諸勢力と犯罪集団

の結合)がおこり、これらによる国家の治安・司法制度への挑戦が顕

著になった。

更に、②と③の解決、克服ができなかった結果、新たなる問題とし

て人種化された新たな暴力の火種(土地権利闘争や鉱山開発紛争)が

顕在化してきたことがあげられる。即ちグアテマラにおいても、①か

ら④へ暴力の態様が推移するなかで重点的かっ短期的な対策は講じ易

いが、②と③に対する中・長期的な対策を着実に講じなければ暴力の

発生を終息させる真の平和構築には至らない。しかるにその実効を挙

げるには相当の時間と施策が必要となる。
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分
一
①

4 フィリップ・ブルゴワによる暴力の 4類型

内容 形態

力双方が用いる物理的暴力と 、拷問

ア口

構造的暴力 捜性的暴力 政治的経請的掠庄

社会不

日常的暴力 個々人の関で吾常的に恕るミクロレベルの

内面的屈辱

不

③象徴的暴力 レイシズム

庭内暴力

出典)葱p碕知日『現代グアテマラにおける

更に、グアテマラ内戦は軍部がゲリラ嬢減作戦と称し、先住民等に

対して多くのジェノサイドを計画的に実施することとなったが、ヂの

経緯について表 5に整理した。内戦の各アクターは、それぞれの目的

と思惑に偏議することが災いして、相互に相手の兵力、編成・装備、

戦術的可能行動等について、過大評鵠や過小評価したことで、戦衛的

な見積もりを誤ったことから、戦場における錯綜と心理的恐掃を増幅

させることとなり、これらから結果としてジェノサイドへのエスカレ

ションを招いた。

例えば、ゲリラは政府軍の能力が農村地帯まで及ばないと考え、先

住民の動員も多くは期待できないと考えていた。しかし、先住民はゲ

リラが戦闘において多大な成果を挙げ、不平等な搾取と弾任から農村

を早期に開放してくれると考え、政清軍に対して農村部でのゲりラ

制圧が充分果たせないと甘く見積もってしまった。このことが、政府

軍の焦土作戦を引き起こす遠閣となった。政府軍はゲリラ勢力が組織

的な戦闘を実擁することを瞥戒する一方で、農村部において然程勢力

を根付かせることなく弱体化するであろうと考えた。しかし、ゲリラ

は農村部に浸透し予想外の先住民の動員を幾得した。そのために政府

は、農村部を徹底して破壊する目的でジェノサイドに杢つ~。

つまり、 3つのアクタ…は相互に相手の評価判定を誤ったため、ゲ
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リラは政府軍はジェノサイドを使用して軍事的勝利を収め、ゲリ

その意味で戦略的な敗北を喫した。また先住民らは農村部における生

活基盤そのものを破壊・蝶摺される結果を招いてしまったのである。

このジェノサイドに関するグアテマラ政府の責任と、先住民に

る補積等について十分な決着を得られていない。真相解明なしには和

平プ口セスの進展に暗い影を務としている。とりわけ北部地域(ウエ

ウエテナンゴ県、キチェ県)の激戦地区は、多く農村が壊滅したこと、

して 地域は現在では復興 の重点地域になってい CVO

表 5 ジニにノサイドに至る暴力の上昇要閣

アクター i 評 価

双方の能 10 交持基盤である先住民の

ゲリラ を過小評価

政府軍

ゲヲラの能力を過大評価

往民 | 政府軍の龍力合過小評爾

出典)都精知己 f現代グアテマラにおける政治

(2)グアチマラの治安・暴力問題

間に大規模な被

O 戦略的敗北

。ジェノサイドによる過剰な

政治暴力の行使

。軍事的勝利

。ゲリラの組織能力を上回る

過剰動員を自ら引き起こ

。生活基盤の破壊

和平合意後のグアテマラの治安悪化を警錬し、問題提議しているミ

ルナ・マック財団 U は、 2009年 12月に公表した報告書 fグァァマ

におけるく新しい戦争>の枠組みの中での不安定と治安面での統治能

力の喪失j によれば、いくつかの資料の情報を分析し現状を以下のよ

うに説明している。

(ア)グアテマラの新しい戦争

カに武装した犯罪組織が現在の f戦争j の主役である。同組織は

輪金を要求し、誘拐し、そして公共交通機関の運転手を次々に殺害し
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いる。また違法に、関市場で入手した武器を利用しているが、政府

は悶防省内部に武器弾薬管理局という専門部局を設けているにもかか

わらず、そのごコントロールができずにいる。

犯罪組織は犯罪による調達資金と、正規市場あるいは闇市場を通じ

易に武器が入手できる環境の中で、暴力集団を宵成し支配地域を

拡大し、一般市民生活を脅かしているつこれら闇の治安組織は、組識

犯罪の権益に挑戦する者即ちコミュニデイリーダー、新聞記者、政治

繰り返している。

(イ)グァテ?ラの犯罪組織

軍人や、現役そして汚職で解雇された警察官をリクルートし、関の

治安部隊 5)が形成されている。特に、膨大な資金を投入して育ててい

る軍の特殊部隊カイピル CKaivil)の隊員が利用されている。聞の組

議以外に、犯罪集団マラス CMalas) やノミンディジャス CPandillas) 

と呼ばれる組織が存在する。間集団も武装し首都の街区で犯罪による

威を与えている。恐喝、要求に応えなければ殺害し、出介たちの支

配地域の青少年男女を暴行し仲間に入ることを強要し、その勢力を拡

大している。

これらの犯罪組織には武器が容易に棋給され利用されている。表 6

の示すように武器の流通はコント口一ノレが効かない状況であり、犯罪

組織は強力な武器も容易に入手することができる。 1999年から武器

薬の管理に関する法案が議会で審議されているか、業界団律の圧力の

もと未だ法律は制定されていない。

表 6-1 登録済武器数及び携行許可証数等の実態譲査

グアテマラ ノレサルパドル ホンジュラス カラグァ コスタリカ

録済武 252，514 149，719 151，002 90，122 148，000 

携 可証 24，200 149，719 151，002 82，025 42，241 

出典) Instituto de Ensenan忽apara el Desarrollo Sostenible (IEPADEZ) 

報告書では、グアテマラにおいて正式に所有されている火器は 25

にのぼると古われ、すでに中米において最多数の武器が存在して
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いるが、これ以外に違法に所持されていると思われる武器が約 80万了

存在するとし、殺人事件の死者の 8割はこれら武器によるものである

と指摘している。

表 6合 違法所持武器数の実態調査

グアテマラ iヱノレサルパドル iホンジュラス iニカラグァ コスタリカ

800，000 I 280，000 I 650，000 I 160，000 97，000 

出典) Instituto de Ensenanza para el Desarrollo Sostenible (IEPADEZ) 

しかし、現在のグアテマラには、これら犯罪に対処できる可法制

も治安制度も十分に確立していない。響察は脆弱で汚職が常習化し

いる。警察機構は政界により改善が施されているが、一般市民からは

務疑心と怯えをもって見られ不信を余儀なくされている。これまでも

犯罪に関わった警察官の浄化の取り組みが進められてきたが、全体と

して不十分であり、大半の場合は解雇されるのみで法的な処罰が適正

になされていない状況にある。

(ウ)暴力と犯罪の様相

f新しい戦争j の中で、一般犯罪から組織犯罪へと変貌し、マラスや

パンディジャスは暴力と犯罪を蔓延させ、治安制度を崩壊に導き中央

政府の不安定要因の一因を成してきた。 2008年 1月から日月に約

5000入が殺害され、最近 5年間の平均で 10万人につき 46人が殺

されている(日本は 10万人に約 1人)。人聞の安全保障たる安全・生

命、財産が危険にさらされているだけではなく、民主的な政治モデル

自体が危機に瀕している。

①特記すべき事件

力や犯罪は終戦後 10年余りで広がってきたものであるが、最近顕

著なものは公共交通機関、パスの運転手や助手の殺害 6) である。表 7

示すように麻薬密売に関わる誘拐、恐喝、そして前述の閤の組織

よる処刑などの問題も存在している。
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表 7 麻薬密売に関連する暴力の増加(事案紹介)

2007年 2月 エル・サルバドルの中米議会の議員殺害

2007年 2月 事件に関与したとして逮捕された元警官の刑務所内での処刑

2008年 3月 麻薬密売人同士の銃撃事件 12人が死亡(サカパ県)

2008年 4月 誘拐対策局の(元)局長殺害

2008年 7月 上記事件を扱っていた予備検事の殺害

2008年 10月 元警官処刑に関与した容疑者の逃亡を帯助した女性の刑務所内

での殺害

2008年 10月 上記の事件の数日後、同女性刑務所の所長殺害

2008年 10月 同刑務所の暴動で元警官処刑に関与したとされる容疑者の所内

での殺害

2008年 11月 観光パスが焼かれニカラグア人 15名オランダ人 1名死亡(サカ

パ県)

2008年 11月 密売人組織の抗争で 17人が死亡(ウエウエテナンゴ県)

出典)ミルナ・マック報告書文中から筆者作成

マラスや組織犯罪の拡大、国家制度の弱体化は中米域内各国でも散

見されるものである。しかしグアテマラにおいて問題を深刻化させて

いるのは、犯罪組織の構成員が治安関連の政府機関、司法府、行政府、

立法府等に浸透していることであり、汚職の構造と裁判の非効率(免

責)が再生産されていくことにある 7)。

②現状と戦略の希離

グアテマラでは年間に約 6千人が殺害されているが、最近の数カ月

の間でも治安・司法面において国家の統治能力喪失が見られ、国民の

信頼感も急速に失われている。和平協定以来、司法部門の強化などに

多くの援助と資金が投入されたにも関わらず、徹底した改善はなされ

なかった。 1997年に設置された国家文民警察の設置と改革のプロセス

は 2000年には停滞し、専門的な能力を有する人員は欠如し公共秩序

を保証する能力がない状況にある。
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③危機の中での政策と前

警察を管轄する内務省ではこれまでに改善に取り組んできたが成功

おさめてはいない。欝察の強化のために警察学校の増加、人員増等が

必要とされている。 2008年現在 18000人程度の警官の数を 30000人

にする増員計画があるが、短期間で実現する可能性は低い。十分な予

がないため俸給も低く危険な職業である響宮を志す者も多くは得ら

れない。制度の脆弱さに加えて、警察の弱体化を狙った計画的な動き

も存在するとも宮われ、内務省や響察の権威失墜を機会に、主主や民間

備会社が活動範囲を広庁ようとする動きがあるが。

Gむ軍と市民の安全

治安の悪化を理由に、治安維持のための軍の参加を求める声がある

が、軍の参加による治安維持という方向は避けるべきである。治安維

への軍の捗加はあくまで一時的、側面的なものに限定し明確に規

すべきである。ミルナマックの報告書にれば、警察の弱体化を放震し

に委ねる、もしくは民間の警備サーピスに委ねる方向に焔ること

は避けるべきであり、国民の安全を保証するのは国家の重要な役割で

あり、これを放棄することなく文民警察の強化に取り組みことが重

であると結論付けている。

第 2節 グアテマラ国内治安の状況

第 1項 和平合意後の治安

( 1) 中米地域の暴力

中米地域では 1980年代から 1990年代にかけて内戦を経験した 0

1990年代末までにすべての国が和平協定を締結したものの、内戦の後

遺症は永続的で、社会の安定成長に対し甚大かつ在予定的な影響を及ぼ

している。紛争が終結しでも麻薬違法取引や組織犯罪などの新しい暴

力が増加傾向にある。内戦中に抱の諸国に避難を余儀なくされた冨

は約 200万人と推定され、帰還難

トラウマは長期に渡って持続する暴力の文化を派生させているヘ

最近では対外的ストレスとして、中米地域を通過する麻薬輸送量の
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力日id:::挙げられ、このストレスが暴力を誘発する要因と見られる。コ

ロンピアの麻薬カルテノレが解体され、輪送ルートの支配を巡る競争が

激化し、グアテマラ、エルサルバドル、ホンジュラスの北部三角地帯

の諸国を中心に中米他国に影響を及ぼした。現在、南米で生産され米

国へ輸送される麻薬の大半は、中米を経由してメキシコまたはカリブ

諸国に到着している 10)。

中米地域では、最大で 30万人余の MalasrマラスJと呼ばれるギ

ャングが居ると推定され、過去 10年聞に殺人件数が著しく増加してい

る。持にグァテ γ ラ、エルサノレパドル、ホンジュラスでは、砲の中米

諸国と比べて殺人率が著しく高い。 2009年にグアテマラでは 6，450件

の殺人が記録されたが、有罪判決は 40% (231件)であった。エルサ

ルバドルでも免責水準は 90%と非常に高い。 2005年では殺人の法的

な有罪判決は 4%に留まっている。これらの数値は、中米地域の蔓

する暴力が、対外的な助長要因からの刺激を受けて、各国の治安制度

の環境に対してどのようにアプ口ーチしているか把

当該国における暴力水準がどのレベルにあるのか説明

ができるため、

きることを

付けている 11)。中米地域共通の課題として、免責水準の高いことや殺

人等の出悪犯罪者が有罪判決に安らない環境は、社会的に相当なスト

レスを伴うため、早急な改善策を講ずる必要がある。

表 8 世界で最も危験な都市 (2011年) (件数単位: 1件)

)順位 蕃 市 国 年間殺人件 都市人口 殺人件数110万人

数 (人)

1 サンベドロスーラ ホンジュラス 1，143 719，447 158.87 

2 シウダー・ブアレス メキシコ 1，974 1，335，890 147.77 

3 マセイオ ブラジル 1，564 1，156，278 135.26 

4 アカプルコ メキシコ 1，029 804，412 127.92 

5 デ、イストりトセント ホンジュラス 1，123 1，126，534 99.69 

ラノレ
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6 カラカス ベネズ フ 3，164 3，205，463 98.71 

7 トレオン メキシ 990 I 1，128，152 87構75

8 チワワ メキシ 690 831，693 82.96 

9 ドウランゴ メキシ 474 593，389 79.88 

10 ベレン ブラジル 1，639 2，100，319 78.04 

11 カリ コロンピア 1，720 2，207，994 77.90 

12 グア ブ グアテマラ 2，248 3，014，060 74.58 

13 クリアカン メキシ 649 871，620 74.46 

14 メヂジン コロンピア 1，624 2，309，446 70.32 

15 マサトラン メキシ 307 445，343 68.94 

16 テピク都市掴 メキシ 299 439，362 68.05 

17 ヴィト リア ブラジル 1，143 1，685，384 67.82 

18 ベラクルス メキシ 418 697，414 59.94 

19 シウダ グアヤナ ベネズ フ 554 940，477 58.91 

20 サンサルパドル エルサノレノ〈ドノレ 1，343 2，290，790 58.63 

出典) Consejo Ciudadano para la Seguridad P註blicay la Justicia Penal A.C.2012. 

表 8は 2012年に調査し

の各都市がこれに多く

世界でも高いことが理解

ノレサノレバドル及びメキシゴ

世界の治安のワースト 20であるが、中米

されていることから、中米の治安の惑さが

る。特にホンジニェラス、グアア?ブ、エ

土が隣接していることから地域的な深

い関連性があると考えられ0，.)0

(2) 和平合意後の治安全般状況

表 9-1及び表 9-2は 2012年におけるグァ マラと日本の治安状

の犯罪の発生率は日

に発生積率は高くなっ

対する警察官の配躍状況

況及び治安機関の比較であるが、グァテマ

本の約 42倍であり、首都グアテマラ市内では

ている。一方、治安機関の比較では人口比

は日本の約 1/2に過ぎない。すなわち、グァ

生する環境とそれを取り締まる警察官が不

マラは多くの犯罪が発

していることが斑解でき

る。この治安機関の要員たる響察官が不足している現況から、グァテ

52 



Y/の治安現況は早 改善する必要性があると認められる。

表 9-1 日本とグアテマラの治安状況の比較

201 2年の詑罪発生状況 グァチマラ |グアテマラ市内 日本

件数 5，155 1，741 1 ，051 
殺人

きち 発生率(%) 35.04 55.16 0.83 

犯罪発生率二コ人口 10万人あたちの犯罪発生件数

9-2 日本とグアテマラの治安機関の比較

治安機関の状況 グアテマラ グァテ γ ラ市内 日

人口(万人) 1，471.3 315.6 12，712 

響 〈万人) 1.7 25.6 

の占める害j (%) 0.0012 0.0020 

出典)グアテマラ共和国:2011年の弱点統計謀、民本調:2010年の総務省統計局から加筆作成

項 目

暴力の種類

日 中米地域の紛争後の和平と暴力の実態

要な要因と実態

内戦、麻薬違法取引き日罪(国内、自境をまたぐ〉・マラス等の

力

の急増

ヤング・メン

け止め方、

援

制度的環境

表 10は、中米地域の紛争終了後の和平プロセスの経過から暴力増加

移行した要因を特徴的にまとめたものであるJ世界開発報告Jでは、

ストレス(Stresses) とは組織暴力と相関関係にある政治・社会・安
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-経済に関わるリスクと定義されており、司法や治安制度が弱いと

いう特徴を持った環境下で襖合的なストレスが助長要因として作用す

る場合に、暴力は発生する可能性が高くなるとしている。対内的なス

トレスの場合は、各国のコント口一ノレができる能力範囲内を示し、対

外的なストレスの場合は、地域的ないし世界的なダイナミクスに由

すると説明している。つまり、内的な詣は国内の統治管理能力(し、わ

ゆるガパナンス)の範関を示しているのであり、外的な面は当該|到の

鹿を含めた地域的な環境、中米地域は単独の国家のみによる努力

は、地域博勢として治安回復は難しい状況にある。また、同地域に世

界的な治安動向が関わってくることは無論であ ωo

暴力の種類における内戦経験は、エルサルバドル、ニカラグア、グ

アアマラが共有し、蘇薬違法取引犯罪やマラスの暴力的一般犯罪はホ

ンジニェラスも含めて経験しているように、その関連要因も中米各国の

共通点としてあり、主要関係者は関わりあう者の多種多様な範腐を示

している。この 2項の関わり方が紛争後の暴力発生要因の分析を容易

にし、制度的環境により治安悪化改善のための根本的な課題とし

理することができる。

第 2項治安改善対策

( 1) 治安の対外的ストレス

中米にとって顕著な対外的ストレスは、 1990年代の米国によるマラ

スの国外追放であった。追放された主要なマラスの一つにマラ・サル

バトルチャ (LaMala Salvatorucha) があり、これは 1970年代末か

ら 1980年代初頭にかけて、主としてエルサルバドルやグアテマラか

ちの難民や米臨への移民を中心にロスアンゼルスで組織された犯罪集

である 1針。

報告書によると 1996年米国議会では不法移民改革及び移民責

法が成立し、 1年以上の拘留という判決を受けた非米関市民は出身国

へ送還されることになった 1998'"" 2005年に米国は違法移民 16万人

に加えて、重罪判決を受けた約 46.000人を中米に追放した。エノレサノレ
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バドル、グアテマラ、ホンジニェラスは追放者の 90%以上を受け入れた。

その多くはマラスのメンバーで米屋には幼少時期に入国していた。後

らは、母国とはいえ生活の謬11染みのない国に送還されたため、米国で

自らに保護と持助をしてくれた組織構造を再現し、マラ遣は地元の若

者を誘引し組織をそれぞれの母国で創設発展させた。

米国の行った国外追放が全ての中米諸国に同様の影響を与えたわけ

ではない。前えば米国からニカラグァへの追放率は比較的低く全追放

者の 3%以下に留まっ 。 放率の高いエルサノレバドル、グァ マ 7、

ホンジュラスでは、ニカラグァよりも暴力的なマラスが形成された 13)。

表 11 1 2012年犯罪別発生状況

一一
1月 3月 4月 計

|銃 使用 380 1325 283 1，336 
殺 入

444 380 407 358 1，589 

|銃 使用 339 322 320 343 1，324 
傷 害

457 445 473 531 il，906 

車 手立 637 583 595 548 2，363 

ノミイク 346 370 349 369 1，434 

旅 者 11 10 9 11 41 

窃 盗
路 強進 154 161 153 159 627 

強 盗

ス 13 19 9 8 39 

、肺 '山 314 312 347 386 1，359 

1，475 1，445 1，462 1，481 5，863 

性的暴行 48 43 45 56 192 

!行方不明 239 243 231 
'"，，， iI"'>!. 

993 ムov

i誘拐 9 6 5 7 27 

その他( 内暴力
145 165 162 194 666 

等)
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性芝 |ぇ817 ド727 I丸785 Iぇ9071山 36
出典:グァテ γ う国家文民警察 (2012)

表 11 1と表 11 2は、グアテマラの犯罪別発生状況の 2012年と

2013年の 1'"'-' 4月半期の同期比較であるが、殺人と傷害等の凶悪犯

が明らかに増加しており、治安悪化が著しくなっている。 他方、車

窃盗、路上強盗、旅行者への被害が減少している 140

しかし、総計ではこの 4ヶ月で 3%上昇していることや、同比率で

次期以降も推移すると、年間の総累積件数は上昇する。グアテマラの

犯罪発生の増加は予断を許さない状況にある。

表 11-2 2013年犯罪別発生状況

一 1月 2月 3月 4月 計 前年比

銃器使用 418 371 393 1376 1，558 222 
殺 人

小計 504 441 465 461 1，871 282 

銃器使用 348 312 335 333 4 
傷

518 472 525 517 2，032 126 

車 両 533 435 438 504 1，910 -458 

ノ〈イク 432 402 414 453 1，701 267 

旅 者 ら ち 7 2 19 -22 

窃 盗
路上強盗 141 118 158 165 582 -45 

強 盗
ノミ ス 6 11 12 10 39 。
その抱 348 237 325 377 1，287 -守主

小計 1，465 1，208 1，354 1，511 5，538 -325 

性的暴行 49 64 56 57 226 34 

行方不明 235 253 314 438 1，240 247 

誘拐 6 4 3 3 16 -11 

その態(家庭内 力 136 165 182 169 652 側14
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出典:グアテマラ出

表 11 1と 11 2に関し、 2012---2013年にかけて殺人が 15%上

しており、銃器捷用も増加に大きな影響を与えている。蕩害の計は増

加しているが銃器使用は反対に減少している。これは、銃器以外の手

段による何らかの犯罪へのアプ口一チが増えている結果と見られるが、

は直ぐに持定できる状況にはない。また、行方不明者が増加し

いることで、少なくとも犯罪被害者は増加しており、最終的に殺人被

害者となるか誘拐被害者となるか不明であるが、誘拐が減少している

実から考えれば、前者の可能性が高いと判断できょう。

グアテマラは内戦中に死者及び行方不明者が約 20万人以上にも及

んだことから、習慣的に何らかの意図で連れ去って目的を達成する犯

罪者が現存すると考えられる。 2013年の現地調査において、 3丹にリ

スモント元将軍が逮捕され裁判となり、 5月に有罪判決が出され国

内において組訴賛成派と 派の激しい攻防(デモストレーション、

アジテーション等)があった 15)

国内の政治的イベントや大きな事件においては、内戦時の犯罪の免

を追求する側とそれを阻止する側とで現在も対立構造が深く横たわ

っ ιいる。国内犯罪における行方不明者の多さはグアチマラの捺立っ

た治安上の特徴となっている。
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表 12 グアテマラ犯罪統計 (2005，._ 2012年)

2005 2006 2007 2008 2009 12010 2011 2012 前年比

銃器使
4，239 4，610 4，776 5，237 5，405 5，009 4，676 4，266 -410 

殺 人 用

小計 民338 5，885 5，781 6，292 6，498 抗告60 5，681 5，155 -526 

銃器使
4，292 4，923 4，480 5，212 5，573 5，242 4，350 3，956 繍394

(協 害 用

小計 6，095 6，055 6，238 6，960 7，603 7，452 6，237 6，086 -151 

車 雨 7，264 5，766 5，543 5，886 6，629 6，741 7，334 6，940 -394 

バイク 1，214 1，395 1，858 2，872 3，159 3，938 4，626 4，901 275 

旅行者 114 101 101 82 53 52 64 95 31 

窃 盗 路上強
2，782 1，890 お，236 1，883 1，689 1，346 1，506 1，830 324 

強 盗 議

ノミ ス 226 180 168 159 143 128 117 122 5 

その能 5，699 5，525 4，551 3，920 3，905 3，501 3，541 3，879 338 

小計 17，299 14，857 14，457 114，802 15，578 706 17，188 17，767 579 

性的暴行 314 289 318 385 401 496 1569 655 回6

行 不明 1，456 1，419 1，324 1，221 1，347 1，362 12，411 3，457 1，046 

誘拐 52 57 98 213 1162 133 124 183 -41 

その佑・家庭内暴力等2，774 2，295 12，276 1，845 2，175 2，305 え165 2，014 -151 

総合 33，328 30，857 30，492 31，718 33，764 33，414 34，375 35，217 842 

一一
出典:グアテマラ国家文民警察 (2013)

表 12においては、 2005年，._2007年の間は緩やかに減少していた犯

罪件数が 2008年を境に増加に転じ、 2009年をピークとして 2010年

まで横ばいとなり、 2011年，._2012年の関は 2007年に比較し約 13%

の増加を見せている。特に、 2008年及び 2009年の殺人件数は顕著に

なっている。
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( 2) 中米地域内戦終結後の治安部門改革

米地域における内戦は、再発することなく和平が維持できた意味

で平和講築の成功伊jであるが、内戦終結後の治安部門改革 (SSR) は

13に整理したように、それぞれの経詩が異なり必ずしも同一状況に

なり得ない状況にある。

内戦終結後に中米各国は治安部隊、構報部隊、警察、司法制度等の

SSRに着手した。グアテマラやエルサノレパドルには包括的な和平合意

そのような改革が盛り込まれたが、ニカラグァでは接戦と同時に改

革が実施された。エルサルパドノレでは 1992年 1月調印された和平合

意にしたがって、軍隊の規模が削減され (6万人から 1万 5千人へ)、

持殊部隊と 2つの警察部隊が解散された。一方で社会復帰したゲリ

や元警察官及び新規採用を統合し、新たなる PNC(国家文民

察;PoliciaN acional Civil)が創設された出。 1996年 12丹のグアテマ

ラの和平合意にも一部に同様の要素が盛り込まれ、軍隊と警察機能の

定義、軍隊の削減、特殊部隊の解散、文民警察の改革(国家文民警

への改編〉が行われたが。

ニカラグァではサンディニスタ民族解放戦線が完全な勝利を

得た。そのため SSRを実施する力はグアテマラやエルサルパドルより

も大きかった ニカラグァでは治安部隊と司法制度はともに十分な改

がなされ、加えて警察の広範な改革、武器統制にかかわる法律や

家的な指針の採択、対象を絞ったコミ品ニティ取締りの実験、武装暴

力のリスクに焦点を絞った公衆衛生プロジェクトが着手された。

ーカラグァの国家警察の近代化には、警察学校内でジェンダーベ

スでの暴力に関する研修モジュールの追加など男女平等を主体とし、

性の拳加を増やすための多くのイニシアティグが盛り込まれた。ま

、女性瞥察署の導入、資格要件の改革、透明な昇進要件の導入、家

族に鍵しい人事政策の導入、女性警官の労観条件を評錨・改善する

めの作業部会設置が実賭された 1針。

エルサルバドルはニカラグァと対照的に明確な勝者がない軍事的な

謬着状態のまま終結した。そのためブアラブンド・マノレティ民族解放
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戦線 (FMLN;Frente Farabundo Marti de Liberacion N acional)は、

部の大規模かっ根本的な改革の実施と引き換えに裁判官の資格審査

の要求を放棄した。他方、軍部は初めて文民による将校の審賞、フじ

FMLNの新しい国家文民警察への統合を受け入れた 19)。

グアテマラの旬括和平合意は、ごにルサノレパドノレの教訓!をもとに交渉

されたもので、関様の成果を挙げようとする国際社会からの激しい

カが背景にあった。基本的に政府軍がゲリラに対して勝手Ijする態勢に

あったが、政府軍並びに国家に属するグル…プ(自警団:PAC) らの

犯した残虐行為が国際社会の厳しい批判に晒され、政府保IJが譲歩を余

儀なくされた経緯がある。政府軍の幾つかの部隊が廃止され、国家文

民瞥察の改編が行われ、組織制度の変化により瞥察官の能力もやや向

したが、治安面では大幅な改善に軍っていない。ゲリラに代表され

る反体制勢力は消滅したものの、麻薬違法取引ネットワークという新

な問題に伴った暴力的一般犯罪が急増している 20)。

表 13 内戦終結後の治安部門改革の比較

分 内戦集結の形 治安部門改革の 治安の状態

プ口セス

ニカラグァ 左翼ゲリラが勝手Ij

。ゲリラ の合 イヒ

。武器統制政

。公 衛生アロンヱ

クト

エノレサルパ 10勝敗なし→選 で 。元ゲリラ社会舘

ドノレ iリーダーが選出され 。 の大 護な改革

よる犯罪の抑止

。響察力の強北途

た

O軍事的謬着化

。ゲリラ解体

0瞥察への再統合 10組織的犯

の脅威

団

…ァマ…アアグ 察力の麓弱
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。国際批判による政

府側の譲歩

。ゲリラ解体

の一部削減

。警察の改編・

。組織的犯 回

の

( 4) 中米地域における

(ア)ニカラグァ

a 由連中米監視同 (ONUCA;Grupode Observadores de las 

による平和構築 の実態

Naciones Unidas en Centroamerica) 1989.12.3"'"' 1992.1.17 

職務権限:① 正規軍及び反乱 への援助停止

② 一閣の額域の他国攻撃のための利用禁止

1979年ニカラグアにクーデタ…勃発に端を発して、中米諸国の聞で

は政権の在り方を巡り内戦が発生し、これら紛争の解決は中米諸国の

自発的努力により進められていた。

1983年メキシ口、江口ンピア、ベネズエラ、パナマの 4番困による

江ンタドーラグループが結成され、 1985年に同支援グループとしてア

ルゼンチン、ブラジル、ベルー、ウルグアイで結成され、 1986

グ、ループ 8か国は常設政策協議機講(リオ・グル…プ)を結成したが。

1987年 1月に国連と米州機構の事務総長が、リオ・グループの外相

らと中米五カ国を歴訪し協議を行い、同年 8月「中米における確盟た

る恒久的平和確立のための手続(グアテマラ合意)Jに合意した。

1989年 2月の中米五カ盟大統領の共同宣言(:::rスタ・デノレ・ソノレ

)により、ニカラグアの内戦終結と和平プ口セスの実施にあたり、

以下の項目について国連及び米州機構に対し検証また実施機関の

を要請した。

① 1990 2月 25日 での選挙実施

保障面の検証② 

③ 

グアテマラ合意の

過程検

④ コントラ及びその家族の自発的解体、本国帰還、再定住

の促進

関年 7月、 事務総長とニカラグア致府は、国連ニカラグア
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視団 (ONUVEN) の設置に合意した。同年 11月国連中米監視団

(ONUCA) の設置を了承し~。

1990年 3月安保理は ONUCAの鞍務権限を拡大し、安全保障地帯

(5蘭設定)からニカラグア政時軍の撤退、コントラの武装解除促進

を実施させた。

1992年 1月の ONUCAの職務権限終了とともに、グアテマラ合

の全面達成は国連エルサルバドノレ監視団 (ONUSAL) に継承された。

b国連ニカラグア選挙検証監視団

(ONUVEN;United Nations Observer Mission to Verify the 

Elections) 1989.8~ 1990.2 

職務権限:選挙監視

1989年 8月から 90年 2月まで， 200人 からなる監視団が派遣さ

れた。独立国への悶連選挙監視団の派遣は初めての試みだった。選挙

視を主根としていたが、同時期のニカラグアでの選挙も国際社会の

選挙関与の新しい形態を印象づけ~。

1989年 3月に正式にニカラグアの外務 からの国連事務総長へ

の選挙監視の要請を受けるにあたって、前例のない主権国家内部での

監視であったがゆえに、事務総長はニカラグア博勢の特殊性を強

調した。その特殊性の要素とは、能の問中米諸国の支持、総会の勧告、

挙準備過程から監視を行うことである。

同年 8月、 ONUVENが創設され、 237人のスタップ(呂本からは 6

入〉で選挙活動期間からの包括的な監視作業にあたった。

選挙に付随して中米での地域機構として、間際支援・検証委員会、

ONUCAがそれぞれ創設されたのも、難民帰還や不正規軍・反乱百へ

の搭助の停止などの治安事項を多国間で実現していくためだった。

1990年 2月の大統領選挙に際し、 ONUVENは公正で自由な選挙が

行われることを検証した。選挙の結果， 1979年の革命以来政権を握っ

てきた左派サンデ、イニスタが敗れ，右派・野党連合 (UNO)のチャモ

ロだ史が勝利をおさめた 2針。
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(イ)エルサルパドル

連エルサノレバドル監視団 (ONUSAL;Misionde Observadores de 

las Naciones Unidas en El Salvador) 1991.7.26""'"'1995.4.30 

職務権限:① 国民の人権茂容の救済

② 人権擁護官及び人権 NGOとの協力・強化

1979年軍部左派がクーデターを起こし軍民評議会政権を発足さ

せた。 FMLNなどの左翼ゲリラは、反政府運動を激化させ国内は内戦

状態になった 23)。

1987年中米 5カ国のグァチマラ宣言が発表され、 1989年 12月か

らONUCAが派遣され，…

1990年 2月にニカラグアで選挙が実施され、同国の情勢が安定する

に及んで安保理は ONUCAを発展解消し、エルサルバドルに対象を絞

った ONUSALを発足させた。

1992年安保理は ONUSALの職務権限を拡大し、停戦監視及び治

維持を任務とした。 ONUSALの軍事部門は当初 380人の監視団を配

し事後 2回にわたり規模を縮小した。治安維持部門は日入の警察

官があたり、旧治安維持組織から市民警察を育成し移管させた。移行

期間中辻エルサルバドル人の暫定腎察援助隊を編成し治安維持にあた

らせるとともに、人権部門、選挙監視部門の支援を行った。

年 12月戦争が終結すると、エルサルパドル政府は ONUSALの職

権限を再度拡大し、 1994年実施予定の選挙監視を要請した。

1994年 3月合法政党と認められた FMLN含む 20の政治政党が参加

し、最終的に国民共和陪盟の政権が誕生した。新政権が平和合意文書

を腰行するまで、 ONUSALの在期が延長され~。

1995年 4月任期満了に伴い ONUSALは撤退するが、その検証と周

旋の任務を織承するために事務総長の要請により国連エルサルパドル

使節団 (MINUSAL) が任命された。

63 



(ウ)グアテマラ

国連グアテマラ検証団 (MINUGUA;Mision de Verificacion de las 

Naciones Unidas en Guatemala) 1997.1.20'"'-' 1997.5.14 ( '"'-' 

2004.11.15) 

1990年国連総会決議の基づき、人権侵害が著しいグアテマラに調停

を開始し、数度にわたり政府及び反政府ゲリラ勢力との話し合いの場

を提供した。

1994年「人権に関する包括的合意」に両勢力が合意し、同年 9月国

連総会は、国連グアテマラ人権監視及び人権に関する包括的合意の約

束履行のための派遣団(前期 MINUGUA) の設立を決議した。

MINUGUAは上記合意の履行状況の検証に携わり、辺境地域に至る国

内に人権監視員、法律専門家、先住民問題専門家お及び警察官 250名

を派遣した。

1996年 12月政府とグアテマラ民族革命連合(URNG)との間で最終

的な和平合意が調印された 24)。

1997年 1月 155名の軍事監視団及び医療団を派遣し、以下の 3項

目の新しい任務を反映して名称を国連グアテマラ検証団(後期

MINUGUA) とした。

① 敵対行動の正式な停止

② 両勢力の分離と双方への終結

③ 旧グアテマラ民族革命連合の武装解除と動員解除の

確認

同年 3月 3日停戦が成立し、武器回収、地雷回収が行われ URNG兵

士 2928名が武装解除され、政府から暫定的身分証明書が付与された。

同年 5月に同勢力の武器、弾薬、爆薬等のリストをグアテマラ内務省

に手交した。これに政府及び MINUGUA軍事監視員が署名し検査団の

任務は終了した。

検証団帰還後も MINUGUA人権監視団はグアテマラに留まり、軍事

監視以外の検証・組織設立の活動を継続した。
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2004年 11月由連はグアテマラの平和構築について、 1996年合意の

成は不十分としながらも、 MINUGUAの必要な任務は達成したとし

て撤収し~。

平和構築では、広義の立場に基づく警察改革支援が主流になって

ここで重要なのは、従来の警察改革支援も平和構築おける瞥察改

革支援も効果的な警察を話指す点では同じである。ただし何を持って

効果的とするかが変化してきている。瞥察の作戦遂行能力に加えて

の説明責任も改革の目標として追求されるようになった。「民主的な

警察j を目指す形で政策に反映されている。民主的警察の模索という

方向性の第 1の変化は、響察機構自体に問題がある場合、 18警察を改

し新しい瞥察を構築することが選択肢となったことである。

エルサルパドルでは 1992年に締結された和平合意に基づき、

ONUSALが内戦中に人権侵害を犯した警察機構を解体し、 18警察官の

人数制限措置のもと、軍縁からも政党からも独立した轡察が新設され

。 2の変化は、民主化を諜祷することに 察改革支援の横の

つながりが認識されるようになった。警察の説明責任を追及するとい

うことは、警察は何について、どのような手続きのもと、誰に対して

説明寅任を負うのか明らかにすることを意味している。エルサルパド

ノレの事例のように警察内部の改革も重要であるが、警察が説明責任

負う司法制度などの外部監査組織を改善することも響察改革支援と関

連付けて検討されるようじなってきている。

(5)軍政から民生への移行

1990年代は中米地壊の大きな変革潮流があった。ニカラグァやエル

サノレパドルの和平合意と、平和構築プ口セスにおける軍政から民午ヘ

の統治移管である。狐崎は、これら統治移管を軍民関係の転換とし

捉える中で、軍事政権から民主体制への移行に関する種々の理論が定

義されている反面、構造調整政策の政治的経済的影響に関する包括的

な理論構築は着手したばかりと指摘している。中米地域は、 1990年代

初頭は、ホンジュラスを皮切りに民主選挙が始まったものの、未だ

65 



する環境ができておらず ニカラグァ、こにルサルパドルでは反政府

ゲリラの参加した一回目の選挙が始まった時期である。

グアテマラではセラーノ大統領がセルフクーデターを行い失敗して

いる 25)。また、民生移管後に頻繁に露呈した政治家の汚職は、市民か

ら政治への信頼を獲持することができないでいたが、軍部の上層部幹

部が同様なことをしても軍氏関係におけるタブーとして免責特権が克

服されていないと指捕している。表 14は 1993年の軍民関係が転換す

中で、グアテマラ国防省の安全保障に対する報告書の概要を整理し

たものである。

グアテマラ国防省は内戦当時、グアテマラの安全保

的脅威を内的脅威に区分して、内戦の生じている認を取り

の脅威を外

く治

、馬辺諸国等の環境について関連付けながら、内戦から涼生する

国について分析している。外的脅威には、中米諸国共通の外的脅威と

して 1980年代から中米を経由する麻薬違法取引の急増している状況

や、グアテマラの反政府武装勢力(ゲリラ等)に対する国外からの資

助の継続を指摘している。更に、蘇薬と間接に南米から米国へ向

かう移民の中継点となっていることや 米屋への非合法入国が果たせ

なかった者、強制送還された者等が国内に留まっていることが経済社

問題に発展する脅威としている。

政から民政へ移管されるこの時期は、中米なかんずくグァテマ

に対し大きな影響及ぼした米国との関係、戦争避難民として、もしく

は一般的な理由で移民となった者が、米国からグアテマラへ逆流して

犯罪組織を講成する要思になったことを指摘している。

北米自由貿易協定 (NAFTA;AmericanFree Trade Agreement)に

ついても、米国と密接な経済関係を構築するために、中米経済の変革

するためには、十分な技術援助と投資がなければ、!日来型の経済的

故存度が強化されることで脅威をもたらすとしている 26)。

また、近隣諸国からの霞境を越えた自然資源の収奪などによる生態

系の被壊についても、環境破壊を引き起こす外的な脅威項目であると

摘している。これらグアテマラの外的脅威には、潜在的に米溜政府
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に対する政治的なメッセージも多分に含まれていることが認識できる。

表 14 グアテマラの安全保障と新たなる脅威

区l 項目 ! 概

分

支援

成INAFTA 

域内移民

する経済力・

反政府武装勢力への国外からの資金援助

米国へ非合法入国ができないまたは強制送

地域経済自立のため十分な技術援助と投資が不可欠

民主的政治の未成熟と紛争の再擦の可能性

人口爆発による社会経済問題の深刻化と緊張

治安能力の抵迷と犯罪組識のネットワーク拡大

歴史的変化を受容しない過激派集団の存

出典) r冷戦後の中米j 第 4章 pl19から筆者作成

内的脅威としては、中米の民主的な政治文化と制度の構築に時間を

することで、政治的不安定な状況が新たな紛争を引き起こす可能性

を指摘している。人口爆発は中米共通の課題でもある中、将来的にあ

らたな社会経済的な問題と発展することを懸念している。内戦が終

へ向かう中で、組織的かっ暴力的一般犯罪は拡大していく傾向会見せ

つつあり、警察・可法制度の未整備による国家の治安統治能力の抵い

ことが、外的脅威の麻薬違法取引等とも関連した犯罪組織のネットワ

ークに対応しきれない状況にある。更に、!日態然とした政治テ口組織

が存在することや周辺諸国のからの移民流入が約 50万人に達し、そ

の多くが主に経済的理出からの流入であることで、国内の社会経済問

題を急速に悪化させていることを指摘している。グアテマラ政府は

関係が転換する中で、あらたなる安全保障の真の脅威について、極

貧層の穿在と増加をもたらす権力構造や暴力構造であることを認めつ
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つ、国際的麻薬違法取引組織や対外経済依存等の脅威に対し、軍が

してきた組織、制度、人的能力等を問題解決に活用することを模索

している。

以上のようなグアテマラの安全保障について、客観的な視点から

勢を分析する中で、グアテマラは内戦を早期に終結させて、新たなる

脅威への取り組みに若手することになった。これらのことは 36年間の

内戦がし、かに国家にとっての損失であったか、グアテマラ政府側も深

く認識し、これ以降政治から軍部を遠ざけて行こうとする国家ないし

の気運の高まりの原因となったと考えられる。

第 3項 治安改善への協力

( 1) 関内外の制度的な協力関係

グアテマラは腐敗・犯罪防止のため、関連との合意を通じ 2007年

にグアテマラ無処罰問題対策留際委員会(CICIG;Comision 

Internacional Contra la Impunidad en Guatemala)がを設置し~。

CICIGの使命は「犯罪の捜査・訴追に責任を負うグアテマラ留の制

を支援・強化・補佐する j ことにある。これは国家がマラや犯罪暴力

に対処するのを援助するための、国際的な公約メカニズムが活用され

数少ない事例として挙げられる。

CICIGは捜査の専門技術については、独立的で国際的なものと現地

に依拠する方式に区分し、国舟の事件についてはグァチマラ検察当局

に事件捜査手法を指導している。 CICIGは特別検察室を検察庁の中に

設置し、国家文民欝察、内務省、検察庁などに対して技術援助や能力

構築支援(キャパシティピルディング)を提保している針。

15は、前述の表 9の様式に現在のグアテマラの状況を当てはめたも

のである。グアテマラの状況も中米の状況に類似しているが、グァ

マヮ独自の状況として、先住民に関する弾圧に対し、政府軍や PACの

責缶を看過してしまう社会観a念のあり方に特徴がある。また、今後の

治安改善の政府棋の問題点である響察と可法機能の回復は、制度環境

改藩の課題である。
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項目

暴力の種類

関係者

マラの絵争後の暴力と対策の実態

内戦の後遺症、狸罪・ギャング (Malas) 暴力の増大、麻

法取引

危機の高ま号、

麻薬違法取さ!と暴力の犠 グループじよる 免

という受け止め方から生じている外部からの圧力の増大

(Malas)、 ット

ワーク、市民、地域的パートナ一、幅広い世界的なパートナーシ

ップ

警察や民事司法制度能力が抵い、説明責任に関わる過去の開題

グァテγ ラの治安状況を国内の地域(図 5)ごとに観察してみると、

部、東部、首都題部・南部〈海岸部)及び北部によってその差異が

現れている。表 16は殺人に焦点をあて地域ごとに整理したものであ0./0

これを地域別に分析してみると、東部や首都圏部・南部の発生件数が

くなっている。これは東部や首都聞は、主要幹線道路で繋がり人や

物の流通が活発であることと、国境を接した地域であること、話来か

らマチスモ的文化の強い地域であることが凶悪犯罪の発生が高くなっ

ている理出として挙げられる制。酉部及び北部(ペテン県を除くウエ

ウエデナンゴ果、アルタベラパス県、キチェ県)の激戦地区は、多く

の農村が壊滅したことで復興支援の重点地域になっているが、この地

域が最も殺人発生件数が低くなっている。これは西部地域等先住民ら

の警察や可法に対する不信感とあいまって、犯罪者等に対する自らの

裁きとしてのリンチの実行が、自治能力の存在を現すとともに犯罪抑

止につながる治安維持の方法として継承されていると考えられる。

グアテマラ西部高地の先住民のコミュニチィ自治について、先住民

の変fとについて池田 (2012年)によれば、グアテ γ ラ国家の民主化

動の中で、マヤ人の復権はマヤによる政治権力の掌擦や民族政治(エ
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スノポリティクス)

表 16

目指しているのではなく、

県別殺人発生件数 2012年

成 の多 を性

殺人件数 (2013)人口 10万人あた 人口 (2011)

l県(発生 顕) りの犯罪発生件数
順位 11撰イ立

j棋位

CHIQUI主主ULA 339 3 91.40 1 370，891 15 

ESCUINTLA 559 2 79.74 2 701，016 ? 

ZACAPA 167 10 75.35 3 221，646 21 

SANTA ROSA 229 7 66.07 4 346，590 16 

IZABAL 250 5 60‘47 5 413，399 14 

。じATEMALA 1，741 1 55.16 6 3，156，285 1 

JALAPA 173 9 54.33 7 318，420 17 

JUTIAPA 236 6 54取12 8 436，076 13 

PETEN 330 4 51.70 9 638，.296 s 

国LPROGRESO 72 16 45.54 10 158，092 22 

SACATEPEQUEZ 76 15 24.00 11 316，638 18 

QUETZALTENANGO 185 8 23.44 12 789，358 6 

SUC耳ITEPEQUEZ 115 13 22.27 13 516，467 10 

RETALHULEU 53 18 17.42 14 304，168 19 

CHI班ALTENANGO 95 14 15.50 15 612，973 9 

SAN MARCOS 135 12 13網24 16 1，019，719 4 

HUEHUETENANGO 145 11 12.68 17 1，143，887 2 

BAJA VERAPAZ 33 19 12.20 18 270，521 20 

115 13 10.33 19 1，112，781 3 

LOLA 30 20 6.86 20 437，145 12 

QUICHE 55 17 5.77 21 953，027 5 

TOTONICAPAN 22 21 4.62 22 476，369 11 

言十 主155 35.04 14，713，764 
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出典:グアテマラ国家文民警察 (2013)

認め、民族の差異の承認と国民間における和解一一寛容性の創造ーー

ということ関連しているように思われる。同じ国家空間に生きる成員

がそれぞれのコミュニティの文化の差異を承認することは、文化の認

識論であると同時に政治的な決定でもあるとしている。

グアテマラは、都市部に比較して地方農村部における治安が良好で

あることの理由として、歴史的に裏付けされる先住民のマヤ文化に対

する価値観や独自の宗教観念が継承されていることがあげられる。

西部高地の例として、先住民のリーダーが自治しているコミュニテ

イが一般犯罪を抑止している状況は、グアテマラの今後の治安改善に

役立つ政策のヒントを示唆し始めている。

池田によれば、グアテマラにおける県の行政責任者は中央政府から

の任命であり、地方自治体の政治に介入する権限を持っていない 30)。

地方自治に権限をもつのはムニシピオの首長アルカルデ (alacalde: 

「町長」と呼ぶ)であり、役職は住民の直接選挙により選出される 31)。

このことにより住民は、県民であるという文化的アイデンティティこ

そ持つが、政治的アイデンティティの帰属はそれぞれのムニシピオに

あるという意識を強く持つ。ムニシピオの同質性は、植民地時代から

の教区や地理的境界に由来し、また事実、先住民共同体では民族衣装

あるいは方言などの文化的同一性が保たれてきた経緯がある。

町長は、議会を構成する町会議員(regidores) を任命し、また役所

を運営する司法 (juezde paz)、警察 (policia0 aguaciles) および共

益管財人 (sindicos) も任命する権限を有していた。また時に一定の

徴税権をもち、首長には比較的強い権限が与えられていた(Codigo 

municipal: Decreto numero 1183， 1957年) (Adams 1970; Nyrop 

1983)。しかしながら、内戦期以前では 町長職が人口においては少

数派のラディーノに独占され、多数派の男性先住民は「公民=宗教階

梯組織あるいはカルゴ体系 (civil-religioushierarchy or Cargo 

System) J と呼ばれる、プリンシパーレス(principales) をリーダー

として祭事組織を形成し独自の集団と規範を持っていた 32)。内戦終結
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後の現時点においては内戦期以前の集団やノレールが復活してきており、

外部者からのアブロ…チも彼らの錨値観を十分に汲み上げることが求

められる。

関 5 グアテマラ国内地図

出典)グァテ γ ラ HPより筆者作成
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第 3節 治安改善のためのそデル

第1項 アフガニスタン PRTと農村開発

(1)活動経

PRTは、アフガニスタンの複興支援に登場した平和維持活動の形態

のひとつで、 2002年頃導入された比較的新しい形怒といえる。その由

来はベトナム戦争時の荷ベトナムにおける米国の反乱鎮圧作戦である

とも、英国の統治下にあったマレー領における反乱鎮庄作戦がモデル

とも昔われており、反乱鎮圧の余りに過剰な武力行使で住民に敵'長心

を持たせぬよう、反乱勢力に加担させることなく、むしろ味方に引き

入れるのが狙いである。つまり住民壊栄策の一環として行われてきた

のが PRTの起、源である。

一般的に PRTの基本概念・基本戦略は、統治(Governance)、治安

(Security)、開発 (Development) という平和構築の 3つの局面に総

的に対応するために、統治や開発を担当する文民組織と治安を担

する軍事組織が、一つのチームとして行動することにある。

2001年 12月に米閣の支持するカノレザイ政権が暫定的に立ち上がり、

連合軍はアルカイダやタリパンの残党を迫撃する一方で、カルザイ政

の基盤強化を支援する活動を展開し始めた。アフガニスタン全土の

治安を守るための組織はなく、各地に生じた力の空白を北部同盟に加

わった軍慨が各個に埠めている状態になった。アブガニスタンの各地

で群雄割拠の状態が形成される中、カルザイ政権の基盤を強化し、

を図り、復興を進めることで f平和配当 j を地方の国民に付与する

ことが求められた。合わせて、政権の合法性・正当性を持たせるため

に、選挙を遅延なく実施することが要求された。

このような状況下で、米国間防省は、 2002年 11月に PRTの原型と

なる統合地域チーム (JTR: Joint Regional Team)構想、を打ち出し、

アフガニスタン合同軍司令部の統制下に試験的に 3か所(ガルデス、

ノミ…ミヤン、クンドゥス)に撰開させた。その後、 2004年治安が比

的安定した北部、 2005年西部、 2006年東部及び高部に展開し、 PRT

の管轄を連合軍から ISAFの指揮権をもっ NATOへ移譲した。
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PRTの基本構成は 文民部門と軍事部門に大別され、米国を例にす

ると、文民部門は国務省、米国国際開発庁、農務省の職員とアフガニ

スタンの内務省の職員によって構成され、軍事部門は PRT指揮官、実

働部隊(民事、工兵、憲兵等)、防護部隊(歩兵等)、戦闘支援部隊(調

達、食糧、衛生等)、管理部隊(総務、通信、通訳等)で構成された。

(2)アフガニスタン PRTの課題

アフガニスタンで活動した PRTは 2007年に 10か国以上が参加し

25か所まで展開を拡大した。その特徴を大別すると軍主導型(米国、

スペイン、オランダ、ノルウェ一、ニュージーランド)、民主導型(英

国、カナダ)、民軍対等型(ドイツ、イタリア、 トルコ、リトアニア、

ハンガリ一、スウェーデン)に分かれる。 PRTは民軍が協力する相互

補完性や機動性がメリットとして挙げられるが、問題点は、文民組織

と軍の仕事の手法や文化が異なることで、十分な連携が図れ無いこと

が挙げられるとともに、そのために相互理解を醸成する準備期聞が必

要なことが挙げられる。また、軍が即効プロジェクト (QIPs: Quick 

Impact Projects)や復興事業に関与することに賛否両論があり、その

評価は一定でない。

PRTは、 QIPsを実施することで現地住民の人心掌握する(支持を

勝ち取る)ことに主眼を置いていることが多く、この点が人道援助機

関等から批判を受けてきた経緯がある。 PRTは安定化作戦のひとつと

して位置づけられ、復興開発案件を速やかに実施することで政府の影

響力を当該地域に拡大することを目的としている。この点を、治安回

復のための必要不可欠な要素と評価するのか、軍と人道援助機関との

境界を暖昧にするために、人道的空間を侵食し兼ねないと危慎する評

価で割れているのが現状である。アフガニスタンの PRTは、これまで

の支援からの教訓と反省を踏まえておらず、被支援国のニーズに応え

るように中期的な計画に沿って問題の解決を図ってはいなかった。ま

た、軍による QIPsには、その場しのぎ傾向が多く持続性がないこと

から、人道援助を行う機関の存立基盤を弱めることとなってしまった。
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日本国際ボランティアセンター (JVC; Japan International 

Volunteer Center)の長谷部 (2008年)によれば、アフガニスタンに

おけるおAFや米軍の PRTは NGOとの援助のやり方の相通があり、

PRTそのものに疑問を抱いたため次のような論点のアドボカシーを

日本政府に対して提出している 33)。

① PRTの援助活動の専門性、効率性、公正性における疑問

② PRTの援助活動の軍事組織と文民組織との境が不明瞭なため援助

係者の中立性を脅かす可能性

③現地住民の軍関係者と文民混同で援助関係者の安全脅威が高まり。

この状況下では、本来必要とされている NGOの支援がアフガニス

タン国民に行き届かず、結果として非人道的な状況を生み出しかおな

し、。

これらアドボカシーは、現状の PRTの限界を指摘するものであり、

軍事組織を主軸にしていることが活動の障壁となっていることがわか

る。吏に、 PRTが地元の人々に不信感を与えている現状や、 PRTの

動が被支援閣の政府の政策との連携が薄い上、 PRT関の統一性に欠け

ることや、援助と引き換えに情報提供を促すことまでしたり、物資を

から断続的配布したりすることで、人道支援態勢に混乱を及ぼし

ていることが他の NGO等支援団体が長期間にわたり築いた地元住民

との信頼基盤を損なっているとしている。

第 2項 紛争地域の農村開発とゲリラ対策

(1) 紛争地域の農村性

紛争地域の平和構築において、都市部と農村部によってアブローチ

が変わる。それは、農村がゲリラの攻撃対象であったり、逆に温床と

なったりすれば軍の攻撃対象となる持性があるからである。また農村

部は都市部に比較して貧富の格差が少ないと言われるが、全般的に所

得水準は低く、しばしば撞貧状態が生記する。

ハンチントンは農村(農民)と革命について、土地所有の不平等著

しく農民の生活状態が過酷な地域で発生した農民の自発的に全じた蜂
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起によって、革命勢力としての農民の重大な役割を改めて評価する状

況が生まれたとしている。この状況は、発展途上国において 19世紀後

半から 20世紀にわたる聞に顕著になっており、近代化の革命の中で農

民が革命に占める関係は大きくなっている。更に同氏は、近代化が農

民の労働と福祉の状況を悪化させるとし、西欧的な土地所有の概念は、

伝統的な共同体システムを崩壊させ経済破綻に陥る危機に追い込んで

いるとした。ラテンアメリカでもコニュニティ共有の土地所有をアシ

エンダ(大地主経営の農園)に代えてしまったことは、このことを裏

付けている 34)。

グアテマラでは 20世紀初頭において、都市部の労働組合が結成され

たが、アルペンス左翼政権時代の 1949年に農村部における農業労働

者の組合が認められ、 5年間でグアテマラ農民連合は 20万人以上に達

した。しかし、 1954年アルマスが政権を奪取したことで、非合法化さ

れると、農村部の運動は 19世紀時代に逆行することとなる。このこと

は、土地問題や民族主義運動と関連して政府に対する不満のきっかけ

となり、軍部を離脱した若手将校と農村部は接近していくこととなる。

(2) ベトナム戦争における農村開発

1965年アメリカは南ベトナムにおいて「パシフィケーションJ(平

定作戦)を行った。平定作戦は軍事作戦と並行して行われ、共産化し

た村を解体し、解放民族戦線の勢力地域の分断とサイゴン政府側の工

作員の配置を行い南ベトナム解放軍の弱体化を目的とした。その要領

は、先ず軍事作戦で村を破壊し解放民族戦線を掃討した。その後、新

しい学校を建て、医療サービスを行い、橋や道路を建設して住民の安

全を保障した。そのうえで、政治的思考、徴税、徴兵、教育等のあら

ゆる分野において政府の支持が行き届くように行われた。つまり、平

定作戦によって政府支配地域の拡大を図ったのである。

革命開発工作員養成センターは戦闘技術と農業技術の両方を教育す

る訓練センターであり、米軍の指導を受けたベトナム軍将校が同セン

ターの所長となり、青年層男女に対し約 3か月半「武装宣伝JI民生問

題JI行政JI新生活運動」等の教育訓練を施し全国に配置した。
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1966年には表 17に示すような村落評髄システムを導入し、農村開

発を数イ直化して管理した。

表 17 r村落評価システムj による南ベトナムの村落分類

価段階 評イ面]5IJ村 数 安 す旨 のみ 配人口数

A 216 γo 5 66 9700人

B 1 854 2 0 7 5 346万 2000人

C 3 196 290 3 411万 7000人

D 222 1 1 920 210 3000人

E 472 356 33万 1000入

F 398 9 280 4000人

G 702 

H 157 一

総計 1 280 7 1348万 6700人
ト

出典)ベトナム戦争全史 p173から筆者作成

(3) ベトナムのゲリラ対策と農村の再捧築

1962年から 1964年にかけて 甫ベトナム政府はアグ口ピル「総

村j から発展させた f戦略村J35)計画を策定し、住民から解放民接

戦線の影響を排捻し物理的な支配を強めていった。合わせて米国の

事顧問団は自由砲撃地帯を設定するため、「強制移住村j を設定し、

を戦関地域から能率よく退去させた これらの政策は、当面の戦局

改善には効果があったが 長期的なビジョンにかけることで土地雷

や社会問題を生起させたほか、難民発生の要因となった。一方、解放

族戦線側も戦略村を破産させる行動をとり、解放民族戦線の下部組

織を拡大させ破壊工作を成功裏に進めた。政府軍とゲリラの農村を通

じた域支~!な争いは、のちに住民の虐殺等へのエスカレ…ションを引き

起こすこととなった。

ベトナム政府を支援する米国軍事顧問の工ドワード・ランズナー

ルは、 1950年代初頭アィリピンにおいてマグサイサイ国防相らと対ゲ
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リラ戦略を展開した。ゲリラの温床となりうる農村地域への政府軍に

よる往民保護と食糧、教育、保健等の支援を施す作戦で、住民側の

を獲得しゲリラの浸透を防ぎ、その基盤拡大でゲリラを弱体化させ

成功例があった。しかし、フィリピンで反政府ゲリラ fフクパヮハ

ツノ j を封じ込めたランズヂール大佐らの手法はベトナムにおいては

効果がきわめて低かったといえる。即ち、ゲリラ側の組織及び戦力も

化していたのである。

(4) グアテマラのゲヲラ対策

グアテマラにおいては、 1960年から 1996年まで 36年間続

いた内戦のあいだに、 20万人以上の人々が殺害され、 440の先

民共同体が地上から消滅したとされているが、もっとも最悪の時代は

1 982年 3月から 1983年 8月までのエフライン・リオス・モン

ト fク…デタ J大統領による「フリホーレスと銃j のス口一ガンの

もとの徹底した、グアテマラ焦土作戦の時代で島った 36)。

土作戦の代表的な「ソフィア作戦Jは 1982年 7月 8目、エク

トル・マリオ・ロペス・ブこにンテス参謀総長の署名により命令され、

1 982年 7月 16日から作戦開始、 198 2年 8月 19自まで続い

た。これはこじノレ・キチヱのイクシノレ地方においておこなわれたもので、

「世鵠ゲリラを根絶することを目的Jとしておこなわれた。

グアテマラにおける農村地域のゲリラ対策は、住民を積極的に戦

関与させる方法を模索したこと、また、農村共同体の社会文化的特

徴に関する研究をしたことである。表誌のように戦場を策定し、政府

軍のゲヲラ追討を容易にするため、ゲリラの影響力が大きいレッドゾ

ンとゲリラの影響が小さいピンクゾーンを設定し、全く影響のない

ホワイトゾーンでの戦場を区分し~。

表 19は軍が各戦場地域の状況に応じた行動方針をまとめたもので

ある。レッドゾーンにおいては住民の接触から行動を統制しつつ安

課揮して、当該地域での政治的組織及び活動等の情報を入手する。

吏に、農村の抱える経済的な問題等に改善を施すことを挙げている。
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18 地域の状況に応じた戦場の策定

称 戦場 分

レッドゾーン ゲリラ統制下にある地域

ピンクゾーン ゲリラの 透地域

ホワイトゾーン ゲリ の不 地域

出典) iグアテマラ患殺の記議j から筆者作成

ピンクゾーンでは、ゲリラの影響力が拡大する前にモデル村を増築

し、住民相互の監視体制を講築して、住民間士の連携を分断しつつ

への統制に服従させることとしている。ホワイトゾーンにはゲリラが

在していないため、住民への行動方針は特に定めていない。

これらの農村対策は、フィリピンやベトナムにおける農村部のゲリ

対策に共通しており、ブイリピンやベトナムにおいて試された成果

を米国の軍事顧問団がグアテマラ政府及び軍部に対してアドバイスし

ていたものと考えられる。

表 19 地域の状況に応じた行動方針

名称 | 行動方針

レッドゾーン |住民と接触する

ピンクゾーン

出典)iグアテマラ

住民の統制を遂行する

当該地域で組織する政治的組織の情報を入手する

社会経済分野での改革と問題

モデル村の構築:村落共同体開発への代替策

国家に対して最も反抗的な住民を心理的に中和し

打倒

一…監視効果、恒常的監視下である意識の描付け

社会的に安全統制、罰と恐怖、社会的分断を通し

て人々に自費の念を軍部への感謝の念の植付け

軍部に忠誠を尽くす地域権力を構築
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第 4節仮説の提示

紛争地域の平和構築において、冷戦の終震に伴う力の空白や制度

の不安定、政府の機能不全等に起因して、治安が悪化することが世

界的に常態化している。治安の回復や改善についてはそれぞれの紛

争地域の特性によって異なるが、紛争終結の最終段階に PRTを投入

し、治安回復と経済開発を並行して進めていくことで一定の成果が

あることはアフガニスタン平和構築の例で証明されている。

一方、内戦の紛争時期よりも停戦後に一般犯罪や組織犯罪が増加

することで、社会の正常な機能や市民の安全が損なわれているこの

状況において、新しい平和構築の形として、かつ紛争の再発防止や

犯罪抑止の観点で、停戦後に復興が本格的に展開する時期には、従

来の軍よりより市民に近い PRT的な平和構築支援が必要になって

いるのではないだろうか。

グアテマラの平和構築における治安改善は、アフガニスタン等の

PRTの成功に求めることができるが、従来の PRTは軍と民との連

携形態であったのに替えて、警察を軍の代わりに組み込むことで、

地方の治安改善と経済開発をより促進させることができるのではな

いかと考察する。

アフガニスタンの PRTは地域住民に必ずしも信頼されて受け入

れられてはいない。中央政府の統治は脆弱であり地域の治安が不安

定な状況下で、地方の軍閥や反政府勢力が践雇する中において、 SSR

が並行的に実施されているが追いつかない状況にある。 NGOからも

軍の活動における様々な問題点が挙げられているが、それは軍の持

つ強みが負の部分に覆われているように、真に地方を復興させるた

めには、地域住民との融合が不可欠である。住民と対峠するような

活動は慎まなければならない。

軍が他の地域に転用されたり、当該地域のパトロールを中断する

ような状況になれば、再び治安が悪くなり紛争が再燃した例はアフ

ガニスタンの軍による PRTの活動限界を示している。また、成功し

た PRTの編成や手法は他の地域に必ずしも通用しないことは、各国
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の PRT等が認識している。即ち、題、地域、治安状況、開発状況及

び復興の目的・方向性によって PRTの編成や手法を変化させ適

させていく必要があるのではないか。

適合の仮説として、従来の軍主導の PRTでなく、響察主導の PRT

を編成する。そして、そのための轡察官を育成する方がより効果的

ではなし、かと考えてみる。基本的に軍は武力が強力であり、部隊単

位で作戦等に運用される。一方、警察は軍に比して武力は小さいが、

地方自治体及び村落等のコミュニティ毎に少人数単位で配置運用さ

れていることが多い。地域住民との接触度は輩よりも が高くな

ろう。

従来の PRTは、外部アクタ…たる平和構築支援閏の軍隊を核とし

て編成されておち、平和構築の程度が安定化段階であれば当該軍が

主体となる可能性はあるが、寧ろ紛争当事国の軍または瞥察に

を持たせるような内部アクタ…による移行段構を速やかに開始する

v とが重要ではないか。特に、新政府または新政権の密立に伴って、

永続的な社会・政治秩芹を構築するためには、当該国民の参画意識

と奉仕行動の基盤拡充が求められてくる。

内戦で相当のダメージを受けたグアテマラの農村開発を促進する

うえで、先{主民に受け入れられることや、地域の治安を守り信頼を

得ることは、内戦時の人権侵害がトラウマとなっているグァテマ

の盟民(その多くが先住民〉にとって、軍の存在より警察の存在の

ほうが受け入れられ易いと考えられる。

グアテマラの早急な治安回復が望まれている今こそ、グアア?

の警察を主体とした地方復興の形も見えてきている。グアテマラは

平和構築の定着段階を迎えようとしているが、警察力の整備が途上

の段階で、亜武装かっ組織的な犯罪集団に治安の安定を脅かされて

いる。治安の閉複のために、グァチマラ軍も主要幹線道路の警戒

当たり協力をする例もあるが、各コミュニティや住民に対しては警

が一義的に関与し費任を果たそうとしている。グアテマラ政府は

治安の回復を饗先課題として認識しており、国際機関や主要援助
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もそのニーズを受け止めており、其々の計画でグアテマラ政府への

支援を行っている状況である。

日本の ODAにおいて、基本的に軍を援助する要件はない。グアテ

マラ軍が国内の治安に寄与するための活動があっても、軍を整備・

強化する案件形成は確立されないのである。他方、警察への案件は

枚挙に暇がないくらい形成され、特に中南米地域では、 JICAの三角

協力が成果を見せ始めている。これは日本の ODAによって、警察力

の整備された国が整備途上の国に対して開発協力を行うものである。

限りある ODA財源をより効果的に指向させることで、開発援助を促

進させるこの方式は日本の将来的な ODAのあり方を示唆している

と考えられる。

グアテマラの平和構築プロセスは進展しており組織的な反体制勢

力は消滅している。しかし DDRで十分に回収できなかった銃器が蔓

延し暴力的一般犯罪がなかなか抑制できない状況にある。グアテマ

ラ政府は治安の回復に力を注ぐ中で、警察官の質的変革を鋭意努力

している。それは警察を中心とした地域住民参加型の秩序回復およ

び地域開発型の PR T (新型 PR T) が求められるが、日本の ODA

において実績を上げたモデ、ルは同様の指向性を持ち合わせている。

グアテマラ平和構築における新型 PRTの提言は、平和構築が定着

しつつある国への経済開発にあたり、日本が独自のプレゼンスを発

揮しながら、量から質へ移行する新しい時代の ODAをデザインする

ことにもなり、国際社会に対する貢献において日本が新たな存在感

を発揮して行くことに繋がるものがある。
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第 3章 事例研究「日本のグアテマラ平和構築支援と経済開発J

本章では事例研究として、日本のグアテマラ平和構築支援と経済開

発の状況について、内戦中から和平合意後の現在に至るまでの日本の

ODA実績及び JICA等の取り組みの成果を確認する。また、各国の主

要援助機関及びグアテマラ政府機関に対する聞き取りを主体としたフ

ィールド調査の結果をもとに、その動向と変化を明らかにする。

第 1節 目本の平和構築

第 1項 平和構築支援の具体的要領

( 1) 平和構築支援と開発援助

平和構築については 1992年、ガリ元国連事務総長は「平和への課

題 (Agendafor Peace) Jという報告書を公表した。この中で国連は、

紛争勃発後、停戦合意が結ばれて初めて開始される平和維持活動に限

らず、紛争前の予防外交・紛争予防、平和創造、紛争後の平和構築と

いう紛争勃発前から紛争終了後を含めた包括的な紛争解決のための枠

組みを提示した。

開発援助については、 1997 年に開発援助委員会

(DAC;Development Assistance Committee)が「紛争、平和と開発協

力ガイドライン」を発表し、暴力無しに紛争を回避できる能力を強化

することは持続可能な開発の基礎であり、開発援助も予防外交、軍事

行動、経済制裁等の方策に加えて紛争予防と平和構築における役割を

果たすべきであるとしている。 DACは表 20に示すような紛争要因を

区分しており、グアテマラ内戦の場合は構造的な要因として、白人系

ラディーノと先住民等との貧富の格差、 22に及ぶ先住民の多民族社会

等の社会構成があり、欧米企業資本と関わりの深い寡占実業家グルー

プによる利権の集中があった。内戦発生の引き金要因として、米国に

よる介入と軍部の対立により圏内の結束力の崩壊があげられ、東西冷

戦下の代理紛争的な面で、中米地域に多くの武器の流入があったこと

があげられる。
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表 20 紛争要因の分類

構造要問

の偏在・貧富の格差

加機会の不平等

手Ij権の集中

会構成

出典) DACによる

引き金要因

急激な経済の悪化

内の結束力の崩壊

内部分配構造の変化

武器の流入

周辺諸国の介入

以上のような変還を経て、現在では、平和構築の概念は紛争予防、

平和創造、復興支援までを網羅する全体的なアプローチであ号、和

成において従来から監視されている PKO等の軍事的枠組みや、予

防外交、軍縮、調停等の政治的枠組みに、開発援助を加えた 3本の包

括的な取り組みであるとされている。

日本も近年、開発援助に多く携わってきているが、その主要な目的

は長期的な国益とする意見がある。小浜 (2005年)によれば「我々が

豊かな生活を享受できるのは世界の平和が維持されているからであり、

日本の世界に対する多くの輸出入や国境を越えた経済活動がスムー

できるのは当たり前のことではない。Jとし、「援助は日本が使える

対外手段の最大のものである、日本のような資源のない爵が世界平和

から利益を受けている以上、それに対する貢献を忘れてはならない。

効率的で有効な援助が不可欠であることは言うまでもなしリとしてい

る。 1)平和携築の現状を把握する上で、開発援助は重要なブアクター

であり、開発援助の成否は平和構築の進捗に大きな影響を及ぼすと

られる。

(2)開発援助による取り組み

日本は、 ODA大綱 (1992年)の基本理念において、 f平和国家とし

ての我が留にとって、世界の平和を維持し、国際社会の繁栄を確保

るため、その国力にふさわしい役割を果たすことは重要な使命である。J

と発表した。 1999年§月に発表された「政府開発援助に関する中期政

策j では、 f紛争・災害と開発Jを重点課題のーっとして取り上げてお
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り、紛争は f人道上の問題を引き起こすと同時にそれまでの開発努力

の成果や環境を破壊?る。紛争の予防、解決、紛争後の平和講築と復

興は、開発の観点からも国際社会の大きな課題である。Jとしている。

2) 

2000年 7丹の九州、卜沖縄サミットでは「紛争予防のための G8宮崎

イニシアチィブj が採択され、地球社会の f紛争予防の文化Jを

させる必要性と、紛争前から紛争後までの全段階における、紛争予防

の…賢した努力がなされるよう次の 3点を基本とする包括的アプ口一

の必要性が謡われた。 3)

①開発援助戦略における紛 防に関する考慮の促進

命紛争を予防するための迅速な行動の確保のための支援の監視

紛争後の段階における緊急人道支援から開発援助への円滑な移行

の確保

このイニシアティブを受けて日本政府は、「紛争と開発に関する日本

からの行動ーアクション・アロム・ジャパンj を発表し以下の重点

を示しん。

①民主主義の基盤の強化

② NGO、国際機関、民間との連携の草視

③紛争再発防止に向けた復興・開発支援等

(3)外交的な取り組み

外交的な取り組みにおいては東アジア地域が著しく盛んな状況であ

り、アジアの平和構築支援において、日本政府は外務省及び JICA

の活発な支援蒐策を展開し積極的な外交活動で働きかけている。

カンボディアでは、 1992年のカンボヂィアの和平・復興及び安定に

向けた取り組み以来、継続的に紛争国の復興・開発のための努力を行

っしきている。また インドネシア・アチェやスリランカでは、停戦

合意後ではあるものの和平協定の締結前に東京において会議を開催し、

和平協定を加速するための積極的な外交努力を行っている。

1992年 G丹には、「カンボディア復興関僚会議Jを主催し、 1996

?丹には国際支援の援助調整会合として「第 1回カンボディア支援国
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合j を開催した。更に、 1997年 7月政治的謬着状態打開のための 4

目案を提出し、 1998年の選挙に際しては資金協力及び人的支援を行

つ 1'--。

東ティモールにおいては、 1999年東京で「東テイ号ーノレ支援昌会合j

開催し、日本の東ティモ…ノレへの支援を国際社会及び東ティモール

にアピールし~。

アフガニスタンでは、 2002年 1月に fアフガエスタン復興支援会議J

東京で開催し、アフガニスタン暫定政権がボン合窓に従ってアフガ

エスタンの和解、復興及び開発のプ口セスを追求するとの決意を再確

認し、思際ドナー・ 1 ミュニティーの政治的な支持を表明する機会を

提供し~。

インドオミシアでは、 2002年 12月に「アチェにおける和平・復興に

関する準備会合j を東京で関穫し、インドネシア政府と自由アチヱ

合との対話を促進させる制面支援を行った。また、 2003年 5丹にアン

リ・デュナン・センタ…の仲介により、両者の対話を東京で実現させ

た。その砲、同年 6月に fスリランカ復興開発に関する東京会議j

開催し、 51か国、 22国際機関の参加を得て f東京宣言j を採択し、

和平プ口セスの開始、連邦制の噂入、暫定行政機携の早期設置、会議

果のタミ/レ・イーラム解放の虎 (LTTE;LiberationTiger of Tamil 

Eelam) への伝達を決めるとともに、 ドナ…による支援が平和構築の

プロセスの進捗状況に応じて行う fリンケージj の考え方を確認して

し、る o 4) 

(4)軍事的な取り組み (PKOへの参加)

国際連合平和維持活動 (PKO;United Nations Peacekeeping 

Operations) は、国連等により世界各地の紛争地域の平和の維持また

は囲復を図る手段として行われているもので、日本はこれらの国連を

中心とした盟際社会の平和と安全を求める努力に対し 資金面だけで

なく人的な面でも協力を行っている。

日本の PKOへの参加は 1989年のアンゴラからであり、 1990年代
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の国内論争を経て PKO派遣の足固めをした感がある。以降、カンボ

ディア、ゴラン高原、東ティモール、ハイチ等に参加し、 2012年には

南スーダンへの派遣を実施している。また、コアリッション型ではイ

ラク、アフガニスタン周辺(インド洋)、ジブチ等に派遣している。

中米では PKOの派遣実績はないが、国連の要請による選挙監視団

のエルサルバドル及びグアテマラへの派遣や 1998年 10月のホンジュ

ラスに対する国際緊急援助隊の派遣等がある。

しかしながら、世界の動向からすれば消極感があり、また経済力に

見合う十分な人的支援とは言えない。これは戦後、日本の国際社会へ

の政治的復帰及び経済振興の過程において諸外国への復興支援に対し

て国内外の世論からも、賠償から始まる ODA以外に協力する選択肢

を持ちえなかった事に起因する。つまり、日本の経済的余力を具体的

に使用できる範囲は暗黙裡に軍事部門を外すところに限定されてきた

結果と考えられる。

第 2節 目本の対グアテマラ平和構築支援

第 1項 中米平和構築概観

( 1) 中米地域の平和構築

中米地域は、 1987年の中米和平合意を受けニカラグァで翌年停戦

合意が実現し、 1990年国連監視下で自由選挙が行われ革命政権から

政権が交代した 1992年エルサルバドルで和平合意が実現し、 1994

年内戦後初の総選挙が行われた。グアテマラでは、 1996年国連の調

停の下に政府と民族革命連合との間で最終的和平合意が署名され、 35

年に及んだこの国の内戦は終結した。各国でゲリラ勢力の武装解除と

合法政党化、総選挙の実施、軍・警察組織の改革、法制度改革など民

主政治の確立に向けた改革が進められた。

中南米は、米国や欧州の干渉を受けてきた歴史的経緯があり、現在

でも文化的、経済的な関係、が深いことから相互の関心は高い。日本と

は、 20世紀初頭に移民政策を通じて交流が始まり、同地域においても

日系世代の世襲に伴い益々繋がりが強くなってきており、在留邦人も
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含めた日本人コミュニティが発達した併として、アルゼンチン、ブラ

ジル、パラグァイ、ペルーなどの国が代表的である。グアテマラは、

19世紀末に商売を営んだ吉本人がいたが世襲はなく、最近のグアテマ

ラの在留邦人数は 300人程度 (2006年)に留まっている

またグァチマラでは、 1996年に和平合意が達成され軍事政権から民

化体制に移行した。以降約 10年余にわたり、和平ブ口グラムの進

日本も ODAを軸にグァテ γ ラ平和構築支援に関わってきている。

グアテマラでは軍部と|日ゲリラ勢力の和解が成されたものの、高い失

業率や一般犯罪増加等の問題はむしろ深刻化し、社会基盤整備や

的弱者支援へは未だ十分に手が届いていない。

(2) グアテマラの平和構築後の課

国土間積 108，889krri (日本の約 3.5分のり、人口約 1，368万人(

: 2008年国立統計院推計、中米 5か国中最大〉を有し、民民の約

38.4弘(出典:全国生活実態調査 ENCOVI;EncuestaN acional de 

Condiciones de Vida 2006)を先住民族が占めるグアテマラ共和留に

おいては、長年にわたり軍事政権が続いてきたが、 1985年の民主的

により 1986年に 16年ぶりに民政移管が実現した。また、 1996

年 12Aにアノレスー大統領(現グアテマラ市長)は、反政府ゲリラ(グ

アテマラ国民革命連合)との間で「最終和平協定j に署名し、 36

わたち継続した中来最長の内戦に終止符が打たれた。当初の和平協

定勝行期限は 2000年末までであったが、 2009年 7月の時点におい

ても、完全履行の目処は立っていない。

国際連合開発計画 (UNDP;United Nations Development 

Programme )によると、 2006年のグアテマラの人間開発指数 (HDI;

Human Development Index)は中南米地域においてハイチに次いで 2

番目に低い。また、貧国率は 51.0%、極貧率は 15.20/0 (出典:ENCOVI 

-2006)であり、中でも農村地域における貧悶率は 70.5%、極貧率は

24.4%、さらに、先住民族のうち 74.8%は貧困属、 27.2%は極貧麗に

属し、貧困率及び極貧率の地域・民族間接楚は依然として大きい。
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2008年 1月に就任したコロン大統領はJ連帯J、fガパナピリテイ人

「生産性j 及び f外交j の 4つを柱とする政権の基本方針をもとに、

特に貧困層や先住民等の「持たざる者Jにより大きく持益するような

施策を欝先的に実行している。就任直後に、公的社会投資において優

先すべきプロジェクトを明確にし 政策的に藍援や無駄をなくすこと

を目的として、関係省庁・基金聞の調整・審査・採択を一元的に担う

「社会連帯審議会(Consejo de Cohesion Social) Jを発足させ、ま，一

同年 4月には、地方農村部の経済社会開発に関する諸政策の実擁を調

整し、貧国撲滅を図ることを目的とした f農村開発審議会(Comision 

de Desarrollo R ural) Jを発足させた。

さらに、極貧世帯の児童の教育及び保健サーピスへのアクセス向

目的とした f条件付支援金交付制度 (MiFamilia Progresa) J 、脊少

年の非行防止等を目的として遺末に校舎を開放し文化・芸術・スポー

ツ活動を奨励する f背少年児童センター (EscuelasAbiertas) J 、その

他「基礎的食器配給プログラム (BolsasSolidarias) J 、「貧間者用給食

施設プ口グラム (Programade Comedores Solidarios) J等の貧国

地方農村地域に重点を置いた新規社会福祉プログラムを大統領夫人の

主導のもと推進し、貧困撲滅及び格差是正に努めている。

過去、コ口ン政権は、最大の輪出相手間である米国向けの輸出の落

込み、米国からの海外移民送金及び観光収入の減少等の影響を受け低

迷する閣内経済の活性化に向けた打開策を見出せず、税収の大幅な減

少による緊縮財政を余儀なくされ、地方交付税及び公共投資の削減

の措置を迫られた。また、これら厳しい経済情勢への対処と同時に、

治安改善(一般犯罪、組織犯罪・麻薬取引対策他〉、貧器削減、教育・

保健医療サーピスの向上雇用構勢の回復等を課題として挙げてい~。

5) 

第 2項 グアテマラ平和構築支援

(1) 日本の対グアテマラ ODA現況

日本は、近年グアテマラに対する二国間援助の主要供与問となって

いるが、両国関係も経済技術協力が中心となっている。 1996年末の最
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終和平協定署名以降、日本の援坊は和平プロセスの支援に重点を置い

ており、グアテマラの経済開発及び民主化に大きな役割を果たし

てきた。 2000年 1月に就任したポルティージ沼大統領は、その大統慎

就任式スピーチを始め様々な機会に、日本との関係の議要性を確認

る発言を行っており、 2001年 5月に訪昌した。

1987年の「青年海外協力隊派遣取掻j 以降(表 19)、対グアテマラ

青年海外協力隊派遣者数は着実に伸びており、累計 400名を越えo.Jo

2006年 5月 1日現荘、グアテマラで活躍している青年海外協力敦

(JOCV; Japan Overseas Cooperation Volunteers) は計 53名(シニ

ア海外ボランティア 5名を含む)、農業、工業、保健衛生、教育、環"71:.1、

文化・スポ…ツ等幅広い分野でグアテマラ社会に貢献している。

日本皇室との関係、では、 1997年 9月、アルス…大統領(当時)の招

により常陸宮間妃両殿下のグアテマラ公式訪問が実現した。阿殿

のグアテマラ御訪問は、日本皇族として史上初めての中米御訪問であ

り、日本としてハイ・レベルでのグアテマラ和平実現に対する祝意を

伝達する機会となり、更には和平後の日本の対グアテマラ復興支援

の協力姿勢が改めてプレイアップされた。が

(ァ)!tァテマラ開発計調の現状

a r国家計画 (Plande Gobierno) J :ロ 3 ン政権の f国家計画J，土、

大統領選挙期間中 (2007年)に発表された「希望計画 (Plande la 

Esperanza) Jに基づくものであり、先住民及び貧困層のニーズに某づ

く社会開発推進に監点を置きつつ、国民対話を通じた国づくりの必要

を強調している。基本方針は、①「連帯 (Solidaridad)J :貧国や

済格差削減、社会インブラ整備等、② fガパナピリアイ

(Gobernabilidad) J :組織犯罪・マラス(青少年凶悪犯罪集団)対策

による治安の改善、司法の強化による法治主義の確立等、③ f生

性(Productivid設d)J :外国投資誘致・輪出促進等、及び④ f外

(Regionalidad) J :米国・近隣諸国との連携強化等の 4つの柱からな

る。

b MDGs:グァテ γ ラ政府は、全世界が取り組むべき共通の開発
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として設定されたMDGsを開発政策の重要な柱の 1っとして位

付けている。現在のところ、 8つの目標のうち、特に目標 1:極席の

貧悶と飢餓の撲滅、自標 4:乳幼児死亡率の削減、及び目標 5:妊産

婦の鰭康の改善について進捗が遅れており、これらの目標達成のため

には、経済成長の加速化、徴税率向上による財政基盤の強化、社会投

資の拡大等が不可欠である。 7)

(ィ〉日本のグアテマラ ODA現況

1990年代中米地域の国内紛争が逐次終結していくなか、荒廃した

土を復興し人心の安定を図るために平和構築と後興支援が進められた。

平和構築手段の中の経済開発による対策として日本の ODAが活用さ

れた。グァチマラに対しては内戦の途中段階から ODAが投入され、

日本は 1995年から 2000年までトップドナー国としてグアテマラの経

済復興に関与した。当時は、中米紛争が東西冷戦の代理戦争という様

相を思していたが、中米地域への政治経済的安定化に対する西側捧営

の要求も高まりつつあるなか、問地域への関与を強めていた米国とパ

ートナ…シップを結ぶ形で、世界第 2位の経済大国であった日本は

舗の中米地域への ODAを拡大した。

1998年以降は、 ODAを主体とした JICAの開発援助がさらに顕著

なり(表 21)、JICA.JOCV駐夜員事務所が開設されると専門司、、

誘査員、 JOCV等が多数派遣され、 ODAの規模も(表 21)99年には

6千?百万ドルを超え前年の約 2倍に拡大した。

ODAに関しては大捷舘、 JICAとグアテマラ政府の間でレベルに応

じた調整や会議が成され、和平プ口セスに直結または関与する案件

優先させる形で案件が形成された。多国聞にわたる援助案件や治安回

復案件(特に警察力強化)においては、日本は米欧のドナー国に地歩

を譲る場合が多く見られた。前えば、グァテ γ ラの i自宗主国であるス

ペインは国家文民警察に多数の教官を派遣し、瞥察学校及び警察庁中

寺区の教育、言11練、人事、監理分野にわたって育成指導にあたり、米国

おいては中米を経由する牒薬ノレ…トの警戒阻止と、自患の麻薬撲滅

キャンベーン(水際作戦)の…環を兼ねて、勝薬対策官を派遣して内
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務省麻薬対 馨口や の捜査能力向上を図 の警 強化に携わ

ることで影響力を及ぼしていた。

(ゥ)和平プロセスへの協力

5本は JICAを通じて、警察無線やノミト口一ルバイク等の機材供与

を行ったが、制度の強化や人材育成についてはスペインに多くを任

てきた。隣国のエルサルパドルやコスタリカ等では交番制度を導入し

いとの希望があり、日本へ任閣の警察幹部を招致し瞥濯システム(交

番制度)を研修させていたがグアテマラとの間では実現はされなかっ

た。前一方、グアテマラの和平プロセスの中でゲリラ等の武装解除と

社会復帰が進められたが、日本は特に社会復帰の一環として、再教育

と技術スキルを与えて製造、車調整備、農林業、水産業、観光等の雇

用従進を図るための支援を行った。ゲリラには先住民が多く参加し

いたため、先住民婦女子等の識字教育や学校教育指導を合わせて行う

とともに、乳幼児保護のための保健衛生指導や訟染病予防対策等の

及教育を JOCVによって活発に行い、グアテマラの和平プロセス促進

に一定の効果を与えてきた。

表 21 グアテマラに対する JICAを通じた技術協力実施態勢の拡充

1977年 3丹 2813 I技術協力協定締結 (1978年 5月 1613発効)

1987年 9月 29日

1989年 4月

1998年 4月

10丹 1日

10月

派遣取極締結

作成

訟によれば、 1996年以降日本の援助が増加してきたが 98年の

ハリケ…ン「ミッチj の白熱災害復興目的の緊急援助を契機に、グァ

マラに対する援助は拡充した。さらに、ポルティージョ政権時は

ODA政策協議が計画され援助規模を飛躍的に増額させることとなっ

た。また、 2003年には米国においてグアテマラに対する主要援助
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議が開催されると、 2005年には日本とグアテマラ 2国間の現地 ODA

政策協議も開始された。この会議は日本の ODAに対してグアテマラ

側の要望を反映する目的で開催され 2005年は交際協力 50周年とし

て日本のグアテマラに対する経済協力の謝意として、青年海外協力隊

に対する叙勲等が行われた 2008年のリ…マンショック後において

も、経済協力の規模は減少額向にあったものの、グアテマラとの現地

ODA協議は継続実施された。

表 22 13本の対グアテマラ援助の経緯

暦年|情勢 |事 象

1977 1 I技術協力協定締結

1984 I I研修員受入開始

問 iエカラグア時 871青年海外協力隊派遣取極締結 JOCV派遣開始

エノレ・サル停戦 92

1997 Iグアテマラ葬戦 96I最終和平協定署名 (1996 助拡充ハリケーン「ミ

アルス一政権 ツアJ98 

2000 Iポノレティージョ政 IODA政策協議 (6丹)

2002 I権 |経請協力政策対話(11月)

2003 I (同時多発テロ|対グアテマラ支援国会合 (CG) 参加 (2月、於:ワシ

2001) Iントン)

2004 

2005 Iベノレシェ政権

2006 

2007 

2008 

ワシントン CGアオ口一アップ会

グアテマラ市)

第 1回現地 ODA政策協議 (9月)

加 (5月、於:

国際協力 50周年 経済協力対話 (4丹)

JOCVに対するケツアール勲章変勲 (5月〉

第 2回現地 ODA政策協議

5・グアテマラ外交関係樹立 70馬

第 3回現地 ODA政策協議げ月) 日・中米サミット (8

月〉
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2010 

コロン政権 [スタンJ 援助及び災害

(リーマンショッ i第 4回現地 ODA政策協議 (7月)

ク 08) 経済協力方針会議 (7月)

候変動に関する中米・カリブ首脳会合 (5丹〉

〈サンベド口スーラ :我が閣の「ク…ルアース 50J

及び「クーノレア…ス推進構想、jを

(イラク戦争終結 iる皆表明)
をもって受け入れ

10) 第 5回現地 ODA政策協議 (6月〉

新 JICAの誕生 (10月)

第 6回現地 ODA政策協議 (8月)

出典:在グアテマラ日本国 者作成

グアテマラに対する主要援助国は表 23のとおりであり、内戦時の

1994年は米国がトップであったが、和平合意後は罰本がトップドナー

となり、次いで米国、 ドイツ、スペインと続いている 2001年以降、

米国に首座を明け渡し日本は 2位となり、 2006年以降は 3位へと順位

後退させ~。

表 23 対グアテマラ政府開発援助 (ODA)実績

{支出純額べ…ス、単位:百万ドル)

暦年 1 2 3 4 5 DAC言十 日本分率

1994 米国 日本 ドイツ ノノレウェ オランダ 157.3 27.3 % 

54.0 43.0 17.7 8.0 6.6 

1995 日本 米国 ドイツ オランダ ノルウェー 161.4 23.0 % 

37.1 37.0 27.5 13.5 11.8 

1996 日本 米国 スペイン ノノレウェ オランダ 141.2 31.6弘

44.6 29.3 1す.5 15.1 12.3 

1997 日本 米国 ドイツ スベイン オランダ 212.7 23.4 % 

49.8 35.0 31.7 23.9 16圃5

1998 日本 米国 ドイツ オランダ スペイン 181. 7 20.1 % 
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36.5 33.1 24.2 21.4 17.守

1999 宮本 米国 ドイツ スペイン スウェーデ、 230.7 29.2弘

67.4 51.8 22.6 18.5 ン

18.2 

2000 日本 米陸 英国 ドイツ スペイン 230.3 29.1弘

67.1 58.0 23.2 18.7 14.5 

2001 米関 詞本 オランダ スペイン ドイツ 201.18 22.72弘

63.60 45.70 21.15 16.53 15.54 

2002 米国 日本 オランダ ドイツ スペイン 199.61 14.73 % 

64.73 29.40 20.64 19.00 17.51 

2003 米富 日本 スペイン ドイツ オランダ 216.04 17.31 % 

67.94 37.40 23.54 18.95 16.98 

2004 米国 日本 ドイツ スペイン オランダ 203.67 12.46 % 

53.54 25.37 23.29 22.39 20.92 

2005 ス イン 米国 日本 コテランダ ノノレウェー 219.09 14.99 % 

38.92 38.36 32.84 26.42 20.95 

2006 スペイン 来雷 告本 スウェ ア オランダ 445.14 8.73 % 

223.79 67.25 38.86 ン 20.00 

32.63 

2007 ス イン 米関 スウェ ア オランダ 日本 412.43 4.28 % 

252.85 45治71 ン 25.22 17.65 

28.74 

2008 スペイン 米国 オランダ スウ ーァ ドイツ 465.63 2.28 % 

255.87 70.35 27.42 ン 18.81 (10.60 

27.30 

出典:経済協力開発機構開発援劫委員会 (OECD'DAC: Organisation for Economic Co'operation 

and Development綱 DevelopmentAsistanse Committee) 

1996年の最終和平協定署名以降、日本政府はグアテマラ政府との間

で ODA政策協議を実施 (2003年以降は年 1間の頻度で実施)0 ODA 
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政策協議は、グアテマラ政府の開発政策や援助需要を十分把握すると

同時に、野本の援助方針を示し、グアテマラ臨の開発戦略の中で日本

の援助が十分生かされるよう、グアテマラ国の開発政策と日本の援助

政策の調整を図ることを目的としており、協議実施毎に対話を通じて

対グァテ γ ラ協力重点分野及び開発課題につき最適化を図り、援助の

効果的な実擁に努めている。

2010年 8月に開催された第 6関現地 ODA政策協議の結論として、

行の協力重点分野は「持続的開発(東京定言フォ口一アップ)J、

た、開発課題は「環境管理j及び「地域開格差の是正Jの 2つである。

グアテマラの平和構築への流れが定着する中で、 JOCVの派遣取梅め

が締結され、紛争の影響が少なくなり国際援助機関等の人員も拡大し、

より多くの援助案件が実施主れることで、内政にプラスの効果を与え

ている。

2013年の現地調査において、 ODA政策協議の議題や進捗状況等の

細資料について また、グァチマラ援助国会合等で合意された復興

支援の全体的な枠組みと達成された事項について、関採機関等に質

をしたが、これらの総合的な資料を確認することはできていない。

表 24 国際機関の対グアテマラ経済協力実績

(支出純額ベース、単位:百万ドル〉

暦年 1笠 2位 3位 4i立 5 i立 そ の 合計

他

2003年 CEC NFPA UWFP 2.48 むNTA1.07 むNICEF 噸10.42 29.32 

25.09 10.27 0.83 

2004年 CEC UNTA UNICIヨF IFAD 0.77 UNDP 0.75 -15.46 11繍59

23.26 1.18 1.09 

2005年 CEC WFP 3.64 UNTA 2.45 UNICEF UNDP 0.95 -5.02 33.04 

29.99 1.03 

2006年 CEC WFP 4.93 IFAD 1.97 UNTA 1.62 UNDP 0.98 側4.65 36.50 
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31.65 

2007年 CEC WFP 2.46 IFAD 1.59 UNTA 1.25 UNICEF -2.76 34.40 

30.76 1.10 

出典) OECD/DAC 註) 11慎f立は主要な国際機関についてのものを示している。

表 24からは、国際機関のグアテマラに対する経済協力のなかで、欧

州共間体委員会 (CEC;Committeeof European Community) 次いで

際連合世界食撞計画 (WFP;United Nations World Food 

Programme)、国際連合児童 (UNICEF;Nations Children守sF註nd)

等が混在しているが、トップの CECが支援主枠となっている。これか

らも欧州の中米に対する関心度の高さが窺がえることができ、 2004年

に部ち込みがあったが支援実績は平均 3千万ドルで推移している。特

に 2005'"'--2007年は、 ODA実績でスペインが 1位になったのと時期を

同じくしている。(表 23)

前述の小浜によれば、経済協力の地域分担で「欧州はアフリカの後

国の開発に、米国がラテンアメリカの開発に、日本がアジアの開発

に第一義的な責任を負うという縦割り的な考えを肯定する J9)指摘が

あるが、一概にそうとは限らない。ラチンアメリカに対しては、旧宗

のスペインが関与し、その飽の国も!日植民地の宗主菌であった欧

州列国がし、まだ何らかの影響力を残している可能性がある。

(2) 日本の対グアテマラ ODA戦略の変化

2001年以蜂は、日本はトップドナー国としての地位を米国に明け渡

し2004年までは 2位に留まったものの、 2005年にはその米国もトッ

プの座をスペインにあけ渡すことになり日本は第 3位に下がった。

2007年日本は国内景気の自復が頂点に達していたが、対グアテマラ

の ODA予算をピーク時の 4分の lである 1千 7百万ドノレまで大幅に

削減し、 5位にまで転落した。その後更に ODAの規模を縮小させて

ている。

ODAの規模は必ずしもその閏の経済状態を反映していない。米国に

せよスペインにせよ国内景気は必ずしも堅調に推移しておらず、むし

景気低迷の出口を必死に模索している。 2011年秋、 G20加盟国は
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2012年に向けての最大の課題は、 EUによるギリシャ経涜救済である

としているが、その最大の懸念は、ギリシャの次にスペインやイタリ

ア等の財政悪化準錆国がなし崩しに破たんしていくことと警戒されて

いた。米国も、 2008年リーマンショック、サブプライム問題が完全九

払拭できているわけではなく、 2013年に入り、ょうやく景気の回復兆

候が見えてきた状況である。

これら米欧諸国は、世界景気が低迷している中でも、国際賞献や

和構築に関する協力支援や ODAを惜しまないのはなぜだろうか。

、今年に GDPで中国に遂に抜かれはしたが、経済大国第 3位であ

る臼本が国捺協調の重要なステージである平和構築の ODAを極端に

減少させたのは何故だろうか。

表 22 によれば、 2003 年以降 ODA~こ関する政策会議が、ほぼ毎年 6

にわたり実施されてきているがその詳綿は明らかにされていない。

グアテマラの日本に対するニーズが小さくなり規模の縮小に至ったの

か、更に、 ODAの内容や分野にどのような変化があったのか疑問が

じてくる。少なくとも日本側のグアテマラ平和構築における ODA戦

略に何らかの変化があったのは事実であろう。 10)

自本の ODA戦略の変化の有無についての結論は時期尚早であり、

本報告においては避けることとするが、予想、される理由のひとつとし

げられるのが、日本政府の ODA実施地域の重点形成の変化であ

る。変化理由の第 1は世界'情勢の変化であり、それは 2001年 9.11に

端を発する米欧資本主義とこれに反発する勢力の衝突である。前項で

べたとおり、日本は西側というよりむしろ米国とのパートナーシッ

プの堅持に起因して方舟変換をしていったのではないか。

米国は和平合意が達成された中米よりも、不安定の弧であるアジア

へのシフトを望んでいたのではないだろうか。変化理由の第 2は日

の景気の低迷が長期化したことである。 1990年代は失われた 10年と

部撤され、アジア通貨危機に端を発した世界規模の通貨下落と金融不

の後のピックバンによる金融市場の再編成は貿易立国日本の景

を後退させ、政府も民間も活力を失ってしまったため予算の見直し
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削減に迫られ内政重視にシフトしたことである。

他方、この頃国際貢献分野では世界の期待に応じて日本の参加が強

く叫ばれるようになり、外務省はジャパン・プラットフォームを立ち

上げ民間部門及び国際 NGOを後押しするようになり、防衛省はゴラ

ン高原、東ティモールインド洋やイラクに自衛隊部隊を順次派遣し、

内閣府 PKO事務局はネノ《ール、スーダン、アフガニスタンに自衛官、

警察官、民間有識者等の平和構築の軍事(治安)分野での派遣拡大を

図っていたのが対照的な現象となっていた。 11)

表 25 日本の対グアテマラ援助実績(年度別・援助形態別)

(支出純額ベース、単位:百万ドル)

目首 与

暦年 無償資金協 技術協力 計 政府貸付等 合計

力

1969 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 

1970 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 

1971 0.00 0.01 0.01 0.00 0.01 

1972 0.00 0.03 0.03 0.00 0.03 

1973 0.00 0.20 0.20 0.00 0.20 

1974 0.00 0.26 0.26 0.00 0.26 

1975 0.00 0.16 0.16 0.00 0.16 

1976 0.80 0.59 1.39 0.00 1.39 

1977 0.00 2.19 2.19 0.00 2.19 

1978 0.00 2.23 2.23 0.00 2.23 

1979 0.73 1.22 1.95 0.00 1.95 

1980 1.06 1.61 2.67 0.00 2.67 

1981 0.00 1.98 1.98 0.00 1.98 

1982 0.05 1.25 1.30 0.00 1.30 

1983 0.00 1.48 1.48 0.00 1.48 
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1984 0.00 1.47 1附47 0.00 1.47 

1985 0.00 1.29 1.29 0.00 1.29 

1986 0.26 2.32 2.57 0.00 2.57 

1987 0.29 2.23 2.52 0.00 2.52 

1988 0.34 4.03 4.36 0.00 4.36 

1989 0.30 3.64 3.94 0.00 3.94 

1990 0.46 4.86 5.31 0.00 5.31 

1991 8.86 6.02 14.88 0.00 14.88 

1992 4.27 6.22 10.49 0.00 10.49 

1993 16.95 8.34 25.29 12.65 37.94 

1994 8.20 9.25 17.45 25.51 142.96 

95 15.95 13.56 29.51 7.58 37.09 

1996 24.48 12.66 37.14 7.50 44.64 

1997 36.98 8.51 45.49 4.26 49.75 

1998 15.62 6.63 22.25 14.26 36.51 

1語習9 35.37 9.58 44.94 22.43 67.37 

2000 30.72 13.31 44.03 23.01 67.05 

2001 25.97 17.98 43.95 1. 75 45.70 

2002 18.72 12~10 30.82 働1場43 29.40 

2003 20.10 9.97 30.07 7.34 37.40 

2004 11.00 7.63 18.62 6.75 25.37 

2005 20.20 6.98 27.18 5.66 32.84 

2006 27.47 8.70 36.17 2.70 38.86 

2007 14.83 7.39 22.22 -4.57 17.65 

2008 5‘97 8.24 14.21 剛3.61 10.60 

2009 1.19 10.01 11‘20 14.77 25.97 

累計 347.14 216.15 563.23 146.56 709.80 

出典:敦府開発援助 (ODA:Official Development Assistance) 白書 *摺際機関を通じ

助を除く
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野本政府は、 2005年 2月に新 ODA中期政策を策定した。それに

ると新 ODA中期政策は、 1999年の ODA大綱のうち、考え方や取組

等を内外に対してより具{本的に示すべき事項を中心に記述しており、

ODA大綱の基本方針の一つである「人間の安全保障の視点J、4つの

重点課題(r貧困削減jパ持続的成長γ 「地球的規模の問題への取組J• 

「平和の構築J)、 f効率的・効果的な援助の実施に向けた方策j各項目

を取り上げている。

(3)新 JICAの一元的活動

3スキームの実施を一元的に担うことから、途上国のニーズに応じ

た最適な援助スキ…ムの運用が可能となる。また、 3スキームを一元

的に運用することによって、更なる援助効果の向上が期待される。ま

た、表 25を参照して以下のことが特徴づけられる。

(ァ)技術協力について

1969年から 1975年までは微小の援助はあったものの、 1977年技術

協力協定締結 (78年 5月発効)後、援助実績を増加させ 1987年の青

年海外協力隊 (JOCV)派遣取機締結以降は飛躍的に伸びてきており、

1995年 '"'-'96年の和平合意前後の時点で 1350万ドルとなり 1977年の

約 6倍に達している。

和平合意のブ口セスにおいて一旦減少したが、 2000年以降増加し続

け、 2001年の 1800万ドルがピークとなった以降、 700万ドル程度

横ばいに推移しており 2009年に再び増加に転じている。これらは、

技術協力における JOCVの活動が直接影響しているのであって、平和

構築のどの時期に実績が増加したかが解る。

(ィ)無償資金協力につい

1979年 '"'-'80年に微小の援助はあったが顕在化したのは 1991年以降

である。東西冷戦の終潟に伴い中米の国内紛争も落ち着きを見せ始め、

同地域への ODA活動が可能となったと考えられる。 1997年の 3700

ドノレと 99年の 3540万ドルの 2回のピークがあり、その後は隔年に

増減を操り返す状況であり 2000年以降は 2006年の 2700万ドルから

減少領向にある。
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(ゥ)政時貸付援助について

1993年頃から始まったのは、グアテマラの内政的な安定と政府の信

用自復が認められた時期と考えられる。翌 94年の 2500万ドルを初期

のピ…クとし、 1999年の 2240万ドル及び 2000年の 2300万ドルが後

期のピークであり、 2001年以障は著しく減少したほか貸付けがマイナ

スに転じた局面もあり、逐次減少傾向にあったが 2009年に再び 1500

ドルにまで増加している。

これは、グアテマラのコロン現大統領と日本の菅前総理との問で、

日グ経済協力に関する会合が開催された時期と合致しており、両政府

の経済協力の意向が反映されたと考えられる。

第 3節 フィールド調査(グアテマラの経済開発援助の現況調査)

第 1項調査現況

(1) グアテマラの現況

2012年 4月、暗リナ政権は 82%の支持を得て新指導体制をスタ…

トさせた。民政権は主要指導項目として 3つの合意の実行を挙げてい

る。即ち⑦「税制J(税収の改善に向けた税制協約の国会承認)、②「貧

国者対策J(貧困層の栄養改善計障の国会承認)、③ f治安と社会公正J

(治安改善に向け国家警察と軍の関係強化)である。

2013年 1月ニモリナ大統領は、国家和平基金 (FONAPAZ;Fondo

Nacional para la Paz) を廃止した。間基金は、和平合意に基づき

されて以降、長年に宜り貧困関連プ口ジニにクトを実施してきたが、

汚職の温床であるとの指摘があり、政権発足当初から間基金の汚職根

絶に向けて取り組んできたが期待した成果は得られなかったとしてい

る。グアテマラは和平合意の履行状況を政府自ら監視する制度を

上げているものの、政持要員の汚職は絶えず、よって国際社会からの

弾を受ける要因を払拭できていない。

(2)各国の援助協調の現況

先進諸外国の対グアテマラ経済協力の状況は表 26の通りであるが、

2005年から 5年間にわたりスペインがトップドナーであったが、最
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の 2年間は米関がトップドナーに入れ替わり、その援助額も他国と比

較し群を抜いている。スペインは、日ーロッパの経済危機の影響と多

くの失業者を抱える問題等を有し、現在も旧宗主題として関与してい

るものの総援助額は 2011年では 2008年の 1/5まで落ち込んでいる。

日本は、 2008年の景気後退時期を除き上位に名を連ねており、 2010

年は 3イ立の地イ立を回復したが 2011年にはまた 6伎に後退している。

その地主要援助国はスウェ…デン、オランダ、 ドイツであるが、援助

は日本と比較して増減が緩やかで、一定量かっ安定した援助を実施

している。

表 26 諸外国の対グアテマラ経、済協力実績

(支出純額ベース、単泣:百万ドル〉

暦 1泣 2位 3位 4{立 5 うち日 計

2005 スベイ 米国 日本 オラン ノノレウ

ン 38.36 32.84 ダ コニ 32.84 220.54 

38.92 26.42 20.95 

2006 スペイ 米国 日本 スウェ オラン

ン 67.25 38.86 一 ン 38.86 447.42 

223.79 32.63 20.00 

2007 スベイ 米 スウ オラン 日本

ン 45.71 ーデン ダ 17.65 17.65 415.19 

252.85 28.74 25.22 

2008 スペイ 来 オラン スウェ ドイツ 日本 S 

ン 70.35 ダ 一 ン 18.81 {主 469.66 

255.87 27.42 27.30 10.60 

2009年 スベイ 米 オラン スウ 告

ン 83.89 ダ … ン 25.97 25.97 341.37 

113.43 28.35 26.27 
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2010 米 スベイ 告本 スウェ オラン

104.96 ン 41.24 一 ン ダ 41.24 352.85 

92.85 27.95 19.55 

2011 来 スベイ スウ オラン ドイツ 日本 6

102.05 ン 一 ン ダ 18.17 {立 288.95 

45.92 30.54 18.57 15.23 
し

出典)OECDIDAC 

第 2項分析

( 1) 現地調査の分析

2013年 9丹に現地調査を実擁し、グアテマラ政府等の和平合意ブ口

スの状況や各国及び各国際機関の開発援助現況についてインタピ九

一形式で調査をした。以下、各表についてはその概要を整理したもの

ある。なお、現地調査において被調査機関等から資料提供の宥無や、

田答内容の精粗に差があり、評価・分析についてはそれらを勘案し総

合的に行った。なお、インタビューにおける質問項目は共通事項であ

り、その他とし MINUGUAとの連携成果、武装解除・動員解除及び社

会復帰 (DDR)検証、産業振興、先住民の教育・保健支援、治安対策

(支援合む)等への取り組みを合めて開き取りを行った。

27はグアテマラに所在する主要な国際機関に対し、経済開発にお

ける農村開発及び治安回復の考え方を主体に調 行った結果を整

したものである。特に、農村開発では内戦時にモデ、ル村政策が進めら

れた経緯があり、治安改善と農業指導の実態がどのように行むれてい

るのかを確認するとともにアフガニスタンに導入されている PRT

の支援策 12)がグアテマラにも適用できるかどうかの質問を政策担当

務者にインタピュー形式で調査し~。

各機関とも農村開発には充分な関心を持っていたが、その地位・要

領には考え方に蓑がある。世界銀行及び UNDPはグアテマラ政府との

整が主体で、特定の地域や自治体等への底接的な援助は行っていな

し、。
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スペイン開発庁 (AECID;AgencIa espanola cooperacIon 

internacional para desarrollo)は一部特定地域にも援助している。米

開発庁 (USAID)は、特定の地域や自治体を自ら選定した援助につ

いても実擁している。

他思・各機関の連携については、調整会議で協議は行うものの連携

ロジェクトの形成には至っていない。この理由としては、各国や機

関の思惑があることやグアテマラ政府との関係や立場が微妙に異なっ

ている背景がある。また、連携による援助の足並みを揃えるという発

想はなく、仮にあったとしても拠出金額の割合を調整する程度に留

っている。

治安回復と並行した援助をする上で PRT的な支援策については、グ

ァァマブの内戦時の状況において軍良一体化した作戦は適合しないと

の意見が多く、 PRTをグアテマラに導入する環境にないとの指摘があ

っ/こ。ゲリラや反政府軍に攻撃される村落を守りながら経済開発を進

めるのが PRTであり、組織犯罪集団から村民を守るのは響察の任務で

あるので、先ずは警察能力の改善が優先するという見解にある。

ブガニスタンでは地方において戦闘が継続する中で、国際治安支

部隊 (ISAF)に参加した各国の PRTは農村開発を並行して進めた。

方、グアテマラにおいては 1980年代の戦闘が一番激化した時期に

おいても、抱国軍の介入をグアテマラ政府が受け入れなかった。和平

意が平和裏に締結される前後に MINUGUAが介入したが、 PRT

作る環境にはなかったと考えられる。

一方、 PRTは軍を主体に構成されるのが一般的だが、有能な警察

関を主捧にした場合;士、直接主権が侵される心配がないことから、グ

アテマラ政府も受入れを検討した可能性は否定できない。部ち PRTは、

内戦や紛争当事国の状況に適合させた復興支援チームで編成すること

が望ましく、必ずしも軍主体でなくても良いという柔軟な発想が、今

後の課題である。
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表 27 国際機関等調査対象及び質問と問答

経持開発に関

る重点擁策

援助

・自治体への

関与はし

ない。

むSAID -都市部と

村部に区分し|保

に

主

が

汗

し

能

能

と

時

産

在

P

能

可

の

四

停

戦

共

存

り

機

い

大

一

目

発

内

は

の

あ

は

な

引

力

川

ラ

度

、

ス

け

E

グ

関

室

問

、

〉

お

議

や

白

の

l
i
i
d

米

独

等

に

会

T
W

プ

へ

お

む

(

、

ン

S

例

日

の

等

連

%

本

イ

引

月

へ

ム

・

印

日

べ

・

る

比

あ

f

f

'

D

 

同

位

都

欝
較

• SAT機

{ヒ

なし

PRT的な

支援策

て実施 1 ・乳幼児の保 lる。 I.グ政府と 2I効果につ

部地域や|健 I (西部高地は l者間のプロジド、て予測

治岸部等のプ I.初等教育 !不平等、不公 iェクト |できず、

ロジェクト I (気候変動対|平な環境が少 I.治安改善対 j入の環境

策) Iない) I策の会議、調 iにない。

困、暴力

出

・西部地域の

銀行支

-食料の安

UNDP 困削減の I.食料援助

めの重要な

手段

・帰還難民等

の定着性の向

上

Hambre 

zero) I能力

作物増産 I.土地確保の

菌難性を改善

カ3

ある。

ログラム

(AECID等)

AECID 1 ・政府と産

実施

-食料援助 I .経済開発に I.スペイン独 IPRTの前

業技術援 lよる不公平の i自 iに警
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-西部地域は i助 . G13の会

自治体と誼接 i・女性への暴 111:に関 の場を通じ iの必要性

実施 1カ防止支援 て調整 iがある。

(サンマルコ I.幼児虐待防

ス) I 11: 

出典〉筆者作成

28は日本政府機関等に対する同様の調査結果を整理したもので

ある。質問項目は、対グアテマラの ODA及び和平プロセスに対する

成果についても加えて確認した。 ODAに関しては、和平合窓後の経済

援助の経過に伴う方針の変化を具体的に確認することができ~。

1997~2002 年頃までの 5 年間は和平のインパクトを助長するよう

に日本側も多くの案件を形成してきたが、 2006年以降は無償援助を終

したことに象徴されるように、最から質へのシアト、技術援助等

体とした f顔の見える援助Jを全面に押し出しコストパブォーマン

スを意識した ODAを目指している 1針。

表 20、表 21における共通質問として他国・主要援助機関との連携

の回答は、日本をはじめ各国及び各機関ともに、その連携の状況は調

前の予想、を下回ることとなった。共通して宮えることは、援助に

する会議は行うが調整のみであり、合同の案件形成や共同のプロジェ

クトは殆ど実施はされておらず、今後もその計画は無いようである。

その理出としては、経済援助が広範囲かっ多擦であること、それぞれ

の思惑(経済開発に関する政治戦略)が異なるために統一・統合が困

難であるというものが大半であっ 1'-0 

しかし、この点は今後の国際社会の課題でもあり、日本としても限

りある ODA財源を如何に有効に活用するかという点で、各国・各機

関との連携要領を模索する必要がある。また、グアテマラ政府との

ODA政策会議が 2010年以降実臆されていない理由として、グァァマ

政府側から日本政府側へのアプ口ーチが先方の都合で一時的に保留

になったことがあげられ、政権が 4年毎に交代することで経済援助に

関する案件の持続性が低くなる懸念が指摘されており、 2013年度の早
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期再開が望まれるとのこコメントを得ている。

表 28 日本政府機関等調査対象及び質問と回答

IODA計画の|和平プ口セ|農村開発の i PRT 的

推移 ス 地位・要領 助機関との jな支

に対する成 策

より賀そ • PNCへの -蔽選した I • G13の 議 1 ・日本政

{吏 視 した 機材供 の援の実撞 。〉 を通|府と し

ODAへのシ i -食料 保 じて情報の て検

アト する 有 してな

1 ストパフ l ェクト I "、
オーマンス

視

-政策のイン -和平 -農村地域の I.UNDPとの I.過去の

在 事務所 の建設 |ける 国削減 ロジェク 経験か

化 • PNCへの -先住 への ト ら軍、

-地 能力強 キャパピノレ 済 及教 • AECIDと 察に抵

{ヒ ロジ2ことク 〈二角協 無償文化協 抗感安

ト カ〉 カとして協 保持

実施

部典)

29はグァテペずラ政府機関の中で和平プロセスを推進またはモニ

ターする機関及び治安機関である警察等に対し、特に和平プロセスの

進捗と国内治安状況について確認するとともに、経済開発または農村

開発に連携した関連施策について尋ねた結果を整理したものである。

グァ

で約§

の和平プロセスについては、当初 MINUGUAが 2002年ま

開にわたり全般履行状況をモニターしていたが、撤収後はグ

ァテマラ政府の和平庁 (SEPAZ;Secretariade la Paz)や和平国民審議

会(CNAP;Con8ejoNacionalpara el Cumplimiento de 108 Acuerd08 de 
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Paz)が担当省庁等として、その進捗を把援試しているが組織や予算は

脆弱であり、監視機能として十分な体制にないことが問題点とし

げられてい 1'-0 

た、治安対策に関心は高いものの治安

性では、農村地域で生活する先住民と、

市民どの文化闘や思考の相違を指擁して

と農村開発に関する関

都や近郊都市で生活する

り、特に農村部における

察への不信感が未だ高いこと、警察が未配置であっても農村独自の自

治が機能していること、農村部の先住民たちの自我保守的な傾向が近

代化を漣らせる一因になっていること等、農村地域の特有の文化圏形

成は f今後もセンシティブな課題としてグアテマラに残って行くであ

ろう j とコメントしている。

国家文民警察 (PNC) はグアテマラの治安改善に鋭意努力している

が、警察官の数は冨内の地方農村地域まで十分に配置されていない。

現在 28，000名の増員態勢を目指すとともに、幹部警察官の飛躍的能力

向上を目的に警察幹部学校を設立し署長要員を育成している。瞥察官

に対する不信感の要因として犯罪捜査能力や公衆道徳観念が抵いこと

が指摘されているが、瞥察官になる人の教育レベルは初等教育終了程

度が平均であり、法的知識も不十分なことから人権侵害行為が行われ

り、本人及び家挟の貧器等の経済的な理由から、各階級レベルで汚

職が発生 14) していることは飽の中米地域等でも指摘される問題でも

ある。

員

グアテマラ政府機関等調査対象及び賀問と回答

進捗と治安状 iり入れた施策

か| 特になし
らの問題{人権

侵害)
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第 4章 検証(治安改静対策の新そデノレ)

この軍では、グアテマラの喫緊の課題である治安回復を目的として、

日本が行っている協力現況について内容を検証するとともに、アフガ

ースタンの平和講築で注目された PRTをもとに、治安改善対策を

させるような新そデルを提案する。

第 1節 目本による治安改善協力

(1) 日本の対グアテマラ ODAの重点、課題

日本の対グアテマラ ODAの方針は、持続可能な社会・経済開発への

支援であり、社会・経済開発が堅実なものとなるよう、貧困地域の社

・経済開発に焦点を当てた持続可能な成長の促進に買献、自然災

に対する脆弱性に対処するため、日本の技術・知見を活用して同国の

環境 i 防災分野における支援を行うこととしている。

た、留意事項として①広域協力について、中米地域では、地域統合

に向けた取組が進められていることに盤み、日本として中米統合促進

及び広域協力に留意し、②治安改善への協力については、グァチ γ ラ

政府は治安の強化を重要な課題と位置付けており、「日本も同政府の治

対策への取組iこ留躍しつつ可龍な範囲での支援を検討する j とした

ODA基本方針を打ち出しているヘ

(ア)対グアテマラ ODAの撮点課題

①貧困地域の社会・経済開発

地域開の格差は政治・社会状況の不安定化を招く要因であり、そ

の結果、経済成長を血容する可能性がある。このため、貧困層・先

住民族が多く居住する地域において社会開発(保健・衛生、教育等〉

及び経済開発(交通インフラ、中小零細企業、農村開発等)支援を

行うことで、都市部との格差是正に貢献し、持続的・包摂的成長を

促すこととしている。

②環境・防災

水質汚濁や廃棄物処理による生活環境の悪化や頻発する自然災害

に対する脆弱性に留意し、日本が有する知見を活用したクリーンエ
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ネノレギーの導入などの環境保全や災害リスクの軽減、災害発生時の

対応など防災分野における支援の実施を予定している。

(イ)日本による治安改善協力

中南米各国が共通して産面していた問題は、警察官が絡む犯罪や

職、民話薬組織との関接、など、市民が響察に対して抱いていた暗いイメ

ージをどのように払拭するかであった。日本の協力によってつくられ

た、ブラジルモデルの交番システムとその導入・将及プロセスは、

の背景と課題を抱えた各国にとっても格好のモデルであった。

米ブラジルのサンパウロ州軍警察では治安改善のために地域警察

の概念を導入し、 f市民と共にある市民のための警察j を目指して、日

本の交番制度に着目して 1997年から独自の交番システムを導入し~。

臼本は JICAを通じてこの取り組みをど 2000年度から 2011年度まで 11

年間にわたり、専門家派遣や日本での研修を通じて支援してきた。そ

の結果、サンパウロチトiに適応した交番システムのモデルが確立され、

のそデルは着実に州内に普及・定着し、さらにブラジル全悶へと拡

大が図られている。

(2) JICAの警察官能力育成協力(三角協力の実効性)

JICAが考案した効果的な ODA施策として三角協力があるが。近

治安改善の面で、ブラジルと間様に治安問題を抱えていた中米諸医に

広がった。 JICAはこにノレサノレパドル、グアテマラ、コスタリカ、ニカラ

グァ、ホンジュラスを対象に 2008年からブラジルで研修を行い、

番システムに基づく地域警察活動の三角協力を実施している。

から、ブラジルによる本格的な協力を要望する声が多数上がっ

ため、 2009年からホンジュラスとの間でブラジル人専門家派遣によ

る三角協力プロジェクトを立ち上げるとともに、 2012年 3月には中米

諸悶に対するさらなる協力の推進・強化を目的として、 JICA、ブラジ

ル困際協力庁、サンパウロ軍警察の間で三角協力協定を締結している。

後は、エルサノレバドル、グアテマラ、コスタリカにおいて三角協力

ブ口ジェクト 3)の立ち上げが期待されるところである。
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グアテマラの隣国であるホンジュラスは、近年、コカインなどの蘇

の南米から北米への主要ルートとなっており、麻薬犯罪組織間の抗

争やマラ〈ギャング)の横行により、一般市民が巻き添えになること

も日常茶飯事となっている。 2011年の国連薬物犯罪事務所の報告によ

ると、同国の殺人発生率は世界最悪で、毎日 19人以上が殺人により命

を奪われている 4)。こうした状況に危機感を抱いたホンジュラス政府

は、治安状況改善には市民参加による防犯体制の強化が不可欠と考，'-'¥ 

市民が安心して暮らせる街づくりを目指し、 2009.-...，2012年の 4年間、

f地域警察活動支援プロジェクト Jを実務した。

日本はJICAが中南米地域で積極的に取り組む三角協力の形をとり、

日本の交番システムを適用したブラジル サンパウ口付|

みを導入している。グアテマラにおいても現住、地域警

察の取り

動は導

入され始めており、その活動実績も有効に蓄積されている 5)。

表 30は 2006年.-...，2011年代の宮本のグアテマラに対する経済協力

実績だが、グアテマラに対しては 2006年に原則として一般無償を捺

しており、そのため住本の援助実績は減少している。 2008年にはヲ

ーマンショックの影響で急激な落ち込みを見せたが、 2010年には実績

を 4倍に拡大してきたものの 2011年には前年の 1/2に落ち込み再び

減少に転じた。日本は中米の主要国としてグアテマラに重点を置いて

いるが、 2000年代初頭時期の「量の援助j から f質の援助j へ額向が

切り替わりつつあ号、今後も技討を協力へのシフトが顕著となる額向

あると予想、される。

関りある ODA予算で十分な成果を上げるために、他の機関や也君

。DAとの連携は欠かせない。また、予算額が減少しでも効果の持続を
図っていくことが求められる。また、地域での連携も必要であり、特

中米地域においてグアテマラの治安改善を成功させることは、エル

サルパドルや、ホンジュラスへの波及効果も期待できるため、経済開

発の地域連携も視野に入れるべきである。
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暦

2006年

2007年

2008 

2009 

2010年

2011 

累計(1968

出典) OECD/DAC 

30 日本の対グアテマラ経済協力実績

(支出純額ベース、

教府 付等 鉦 金協力 技術協力

2盆70 27.47 8.70 

剛4.57 14.83 7.39 

-3.61 5.97 8.24 

14.77 1.19 10.01 

14.59 15.25 11.40 

7.93 5.91 8府84

161.15 362.39 227.55 

ドル)

計

38.86 

17.65 

10.60 

25.97 

41.24 

22.68 

751.04 

31は、その技術協力の根源である人員の派遣状況推移であるが、

2000年初頭は一時的に 100名を超えた専門家やボランティアの派

は減少しつつある。能方、グアテマラ側の研修員受け入れは増加に転

じており、技術協力のプロジェクトが横ばいで推移していることもあ

り、グアテマラの技衛者を育成して確実な技衛移転を実施しようとし

ていることがわかる。これらの変化は即ち、低コストで持続性の高い

ODAを目指していることに依拠している。

表 31 JICAの対グアテマラ ODA事業規模

度 研修 :戸コえZ，. 同 派 ボラン ィア派遣 プ口 開 調査

入(人) (人) (人) (件) (件)

2006 93 27 61 (JV 56， SV 5) 6 1 

2007 102 28 51 (JV 45， SV 6) 10 

2008年 92 40 42 (JV 37， SV 5) 12 

2009年 119 44 36 (JV 32， SV 4) 10 

2010 111 61 27 (JV 23， SV 4) 12 

2011 142 33 11 (JV 9， SV 2) 10 

一一一
出典) JICAグアテマラ駐 年ボランティア、 SV:シニアボランティア)
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(3)平和構築手段としての PRT

日本のグアテマラ平和構築支援がピークを迎えた 2002年頃、国際

社会の関心は中央アジアにあるアフガニスタンに向けられていた。

2002年 2月に東京で開催されたアフガニスタン復興支援会議では累

計総額 45億ドル以上の援助が確約され、日本も 2001年から 10年間

にわたり約 25億ドルの復興支援を行ってきている。そのような中で

PRTは新しい形の平和構築支援として開始された。

アフガニスタンは中央政府の統治を地方に影響を拡大する目的で

PRT推進することになったが、 PRTの基本理念である「平和構築の 3

つの局面(治安、開発、統治をいう)に総合的に対応するために、軍

事組織と文民組織を一つのチームとして行動させること Jについては、

アフガニスタンの圏内治安は地方部族が群雄割拠しており、文民機関

が活動できない戦闘地域においては、市民に平和の配当を付与する意

味でも有効であるとの見方が強かった。一方、文民組織と軍事組織の

調整や意思統ーが不十分であるとの指摘や、国際 NGO等からは軍に

よる横暴かっ無計画な経済援助が、現場を混乱させているとの批判も

あり、平和構築手段としての有効性について未だ十分な承認を受けて

はいない 6)。

前述の長谷部によれば、 JVCがアフガニスタンにおいて活動中に、

現地で米軍 PRTとの業務上のトラブルが起こり、赤十字国際委員会を

介して抗議を行った事案が発生している。 NGO倶uの見解として、現地

を混乱させる米軍 PRTと同類を見なされることで、現地住民からの信

頼を損ない自分たちの活動に支障があると判断されたことが抗議の要

因としている。 JVCは 2007年 1月にアフガニスタンで活動する複数

の NGOと共同で日本政府に対して、 PRT支援強化に関する公開質問

状を提出している。この公開質問状及び要望書を通じたアドボカシー

は以下のとおりである 7)。

①PRTの援助活動の効率性、専門性、公正性への疑問について。

②PRT援助活動は援助関係者の中立性を脅かす危険性がある。

③軍関係者と文民が混同されることで、援助関係者等への安全性の
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脅威が高まる恐れがある。

(4)低強度紛争における民軍協力の経緯

PRTの原型は米軍のベトナム戦争時の民軍連携にあり、それは対

ベトコン戦略の一つである農村で展開された民軍協力(CIMIC) 活動

である。民衆とべト口ンを分離し、情報源の遮断や物資調達の阻止、

人的供給の抑止を図ろうとした。つまり農村における教育、公共事川、

農業、輸送、通信、公衆衛生、医療等の経済発展や社会発展に貫献で

るあらゆるレベルの活動を、主に米軍を使用して民生活動をお行う

民事作戦である。小柳(2010年)によれば、米車は fベトナムにおける

動による民意の獲得Jに失敗し、もうひとつの戦争に負けたこ

とが、甫ベトナムにおける戦略的敗北を喫した原因であったとしてい

る。米軍が農村における医療活動も、間じ米軍による激しい戦闘行動

に逆機能となる結果を招いたと指揮している。

アフガニスタンにおいても、米軍は民意を獲得していない。最新の

装備や技術等を投入しでも、強引かっ来計画に実施すれば成果は上が

らない。民生活動は取り組みに時間と労力が悼い、成果に却効性はな

い。輩が作戦の進行に焦ることで、民意を獲得できなおいばかりか

ームとして行動する文民組織にも影響を及ぼしてしまうのである。

米患はベトナム戦争の屈辱的な敗北から、低強度紛争における戦略

のなかに軍事作戦とともに非軍事作戦(文民組織の導入)の新たなる

取り組みを始めたのである。米軍の低強度紛争の戦略では、反乱鎮山、

反乱支援、テロリズム対策、蘇薬撲滅活動、平和維持活動、平時にお

ける緊急活動等の 6つの柱からなる。

1980年代に台頭する中南米の共産主義者に対して、低強度紛争の

施策として民事活動を強力に推し進めたのは、米国のレーガン政権で

あった。グレナダ、ニカラグァの共産政権や工ルサルパドルやグァテ

マワの共産主義陣営に与する反政府勢力の存在は米自にとって驚異で

あり、ベトナムの教習11から CIMICを基調とする民軍作戦(CMO;Civil 

Military Operation) のあり方を変容させていったのである。
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第 2節 グアテマラ警察の新しい公共任務の展開

グアテマラにおける治安改善について、 PNC改革の実態を調査する

にあたって、 PNCの HP参考文献を活用し、市民社会との共同して治

を維持する観点から整理することで、各国の援助が有効かっ持続的

な効果をもたらしているか確認する。

2014年 3丹、グアテマラ市 Z6に所在する警察学校から、合計 1058

名の響察官が所定の教育を終え国内各県の警察署に再配置された。

は PNCの新計画方針を主体に受講し、地方共同体の警察の在り方、

抑止行為、警察実務処理等を再配置後に実施していく予定である。警

察官らは、熟練した物理学的な捜査技術を身に付けることで、知識と

有効性、理解力、実行力、自己制御(評価)、推察力、装備使用能力、

射撃訓練を幹えてチマノレテナンゴ県、サカテベケス県及びトトニカバ

ン県に再配置されることになる。

グアテマラの農村にこれらの瞥察官が認識されることが達成される

ことで、警察組織が積極的に維持活動できる。そのために各警察官は、

従来の勤務ぶりを是正して、静察の信頼と人心を獲得することを目

すことになる。この…人一人の変化が往民に寄り添う形となり、不品

行を無くし住民を危挨に巻き込まない活動となる。

更に、警察官に対し本来任務に加えて公共任務という新しい任務が

付与されて、瞥察官が住民の生活基盤を支える取り組みも開始されて

いる。内務省は公共任務の導入で、全ての捜査活動を強化することに

なり、犯罪予防のための計両方針は f飢餓ゼ、口 j と f治安・平和と正

義j と 10，000人以上の青少年 (18歳'"'-'24歳)に対し、国内の各県

おいて栄養失調、暴力、青少年に関わる閤難な問題、環境保護、健康、

教育、共同棒利益等のための活動を行うと発表しているが。

PNCは、より市民生活を拡充するために、響察官の再教育を実施し

た。 PNCの新計画方針の業務は f友達と瞥還による犯罪予防j と呼ば

れている。約 1200名が再配置されるのは、 トトニカパン県、サカテ

ペケス果、チマノレテナンゴ県等の、出身地に近い警察署の署長、幹部、

巡査等である。幹部及び巡査に対して行われた現実化養成コース訓練
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は、拳銃射撃、犯罪予防学、刑法の補講、リーダ…シップ及び人的

化、警察技法、犯罪捜査、調書作成法、実務知識について、警察学校

で実施された。

グアテマラ内務省は、犯罪予防の重要な施策は、地域住民と槽報を

できる大きな科点があり 地域首語を話し地域在良く知ること

より、地域出身の警察官が共に家族に近いところで勤務することは、

犯罪防止策として妥当性があるとしている。

第 3節新型 PRT

2001年にグアテマラの平和講築支援に関わる援助案件について、日

本とカナダが合同で調査を行った。翌 2002年 6月に発表された、日加

合同平和構築評値競査報告のグアテマラの平和構築について、対グア

テマラ ODA政策を策定，実施するうえで平和構築及び平和配慮、に対

する荘グァテ γ ラ日本国大使館の意識は高かったものの、全体として

れば日本の ODAは、政策・実施いずれのレベルにおいても、これ

で平和構築及び平和配患に対する意識は必ずしも十分ではなかっ

との指摘があるように、これまで日本の経済開発支援は、グアテマラ

和構築における貢献度が評価主れていない。

日本が平和構築分野で開発援助に重点を置き、軍事的枠組みについ

ては外してきた可能性があることは既に述べたが、全く関わらなかっ

た訳ではない。特に PNC改革に対する援助として機材供与は初期の

段階で着手していたし、その後の瞥察官の育成プ口グラムにも協力し

ており、最近では瞥察官の?ニュアル作成にも支援をしている。グア

テマラの平和構築が定着しつつある今こそ、治安回復と経済開発をリ

ンクさせる機会といえる。そのような環境下に、日本が他の諸国と協

力しつつプロジェクトを進めていくメソッドとして新型の PRTがあ

る。従来モデルの PRTにおいて、図 6のような組織を講成し蝦がコミ

ュニァィの治安を守りつつ、 PRT内のその他の部門の安全を権保して、

被援助国政府や地方自治体との経済開発の調整を進め、開発専門家や

ドパイザーが具体的な開発プ口ジェクトを企爵実施してき
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関 8 従来の PRTモデル

〈態発尋問議〉

筆

グァチマラにおいて、治安対策と経済開発を並行して効率良く実譲

るために PRTは有用であろうか。フィールド調査の中でその導入が

難しいと言う意見が多かったが、それは従来の PRTが軍主導であり、

グァテザラ留民とりわけ先住民の軍に対するアレルギーが強いことか

ら反発を招くことを危棋していたことが理由として上げられる。

方で、治安の悪化が経済開発の障害となることも事実であり、

察の強化が第一優先であるとの意見は多数を占めていた。 PRTは民草

協調型や民軍分担型などがあり、紛争を終えて平和構築の途上にある

グアテマラにおいては後者が当てはまるであろう。また基本的な PRT

の者え方として、当初は文民要員に比し軍事要員の比率が高いが、治

安情勢の改善に伴って、文民の比率が上がっていくことが想定されて

いる。

グアテマラにおいては、 1980年代の戦関が激化した時期は政府が他

国の躍を介入させることは許潜しなかったし、冷戦の真っただ中で国

際社会もそれができなかったのが実情で為る。しかし、 90年代に入り

冷戦構造が崩壊した後であれば、 PRT導入の機会はあったといえる。
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和平締結後のグアテマラ治安は戦関やテロから凶悪化する一般犯罪

へと形態を変えていった。軍の圧力が解かれた地域では警察力が未整

備あることと相侠って犯罪を増発させることとなった。幹線道路山一

般車両やパス等が強盗に襲われたり、地域のコミュニチィ内で銀行や

商庖に犯罪集団が関渉する状況が生起し、一般の市民生活に暴力を通

しての脅威を与えるようになった。従来の PRTモデルは、グアテマラ

では導入されることがなかったが、仮に導入が検討されたとしても

住民が多い地方農村では、過去の人権侵害経験がトラウマとなり軍が

容されることはなかったと予想される。

こで、改善を加えたのが図 7に示す新型の PRTモデ、ルである。

新型の PRTはその指揮官を文民としている。

これは PRTのチームリーダーの特性を変化させ、コミュニティとの

融合を図るうえで文民を据え付けることで、先住民等の警戒を解き

容性を向上させることが狙いである。更に、治安部門を警察官にする

ことで、 PRTの活動中のみならず活動後の将来においても、地域の治

を担当する響察官を教育しかっ、地域との連機を強化させることが

狙いである。市民と警察の信頼関係が構築されることで、安定的かっ

持続的な治安改善が図れることとなる。また、民間協力部門を創設し

開発 NGOや民間企業等をチームに取り組むことで、経済開発の促

と拡充を怒ることができる。治安改善の進捗と経済開発の速度は相

の相乗効果で飛躍的な向上が図ることができる。

グアテマラやエルサルパドルのように、内戦が終結が順次実施され

ものの、 SSRが十分でなかったなかった場合、戦闘の減少に伴う治

安機関の議退は地域を不安定にする環境を生起させ、軍の統制が過剰

であったがゆえに、本来地域社会の治安を担う警察や司法機関が十分

に機能しない状況が常態となってしまう。軍による地域社会の統制か

ら警察による統制に移行させるためにも、 PRTに瞥察を組み込んで

察力の強化と地域社会でおこる一般犯罪や、組織的な犯 毘から地

域コミュニチィや市民を保護しつつ、内戦で破壊されたインフラの復

興、学校教育、保健医療、食糧増産等の経済開発プログラムを新型 PRT
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に有機的に活動させることが必要となる。

図 7 新型の PRTモデ、ル

PRT指揮官

〈文民〉

民間協力部門

(柄。、企業等〉

ロ
吋

J

、i/

開
山
富

A
M
M

交

者

t

J

h
・s-

叶
変
身
ノ

守
リ
H
M

〆
4
2
¥

〈自書発蒋門家〉
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冒頭の報告書では、和平プロセスに貢献するかどうかをプロジェク

ト選定のための判断基準にしており 基本的にはすべてのプロジェク

トが平和構築に関連しているとの認識だが、本部担当者やプロジェク

ト関係者がどの程度平和構築を念頭に置いて援助を実施しているかは

疑問であると指摘し、プロジェクトが平和構築に関連はしていても、

平和構築に貢献しているかどうかは別問題であり、この点について援

助関係者の平和構築に対する認識を共有するとともに、直接的な平和

構築支援(紛争の予防/再発予防、復興・開発支援)のあり方や、間

接的な平和配慮のあり方(紛争要因を助長しないような援助)につい

て浸透させていくことの必要性があるとしている。

新型 PRTは、平和構築支援に関わるチームの各アクターが相互調整

を容易にでき、官民の幅広い機能を含有させることによりプロジェク

トを促進させ、また治安回復と経済開発をリンクできる体制を形成す

ることを目 f旨している。
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第 4節 新型 PRTにおけるキャパシティピノレデ、イング

( 1) 軍・民の共同連

米国の軍事関連の戦略研究から民生分野の公共政策・経済予測や分

析のシンクタンクであり 様々なコンサノレテイング分野への活動を

摘しているランド (RAND)研究所 νは、 2000年に軍と文民組織の

同連携に関するレポートを発表したが、軍隊が人道支援に寄与でき

る分野として①人道支援の提供 ②人道支援の保護、③難民と関内避

難民の援助、④和平 の履行、⑤治安の回復等の分野があると提示

しており、その詳細は表 32の通りである。

表 32 平和構築における軍民連携

分野 |寄与できる項目 |特徴

人道支援の提|援助物資の搬送と分配 |文民組織の能力的限界を

供 !通信連絡手段の提供 i措

予防接種や応急手当等の

緊急医療

人道支援の保|援助物資の分配の安定確

保

文民組織の保護 i①抑止②強制・誘導③拒

港・港湾の安全確保 ! 杏抵抗

難民と国内避 i難民キャンプの建設と運 I~軍隊の非伝統的役割とし

難民の救助 |営 iて付加

和平

行

キャンプ内治安と安令の

確保

難民帰還及び再定住に対

する

の震 i国連
裁

兵力引き離し

による制|紛争の再発及び現存の争

いの紛争発展を防止

武装解捻・動員解除・社会
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武装解除

治安部門改革

ガパナンス、法の支配

法制度の構築

出典〉ランド研究所報告書から筆者作成

(2)警察官のキャパシティピ、ルデ、イング

再統合

新型 PRTにおける最大の効果は、治安部門を担当する警察官と地域

との融合にある。グアテマラの場合、先住民等に対する暴力的弾圧の

歴史があり、都市部と地方農村部の経済的格差、教育、保健衛生の整

備の優劣がある。官憲等による人権侵害も根強く、警察官も法的知

や捜査技術等が低く、個人の徳、燥や教育資質的に十分でないこと面が

窺われる。

警察官のキャパシティピルデ、イングは、新担 P託Tを作るうえで必須

の課題である。日本は JICAを通じてコミュニティ警察の育成に取り

組んできた実績がある。また、その育成方式は三角協力を主体とする、

ブラジルという第 3間の協力を活用してきた。日本と中南米は風土や

習慣が異なるが、グアテマラとブラジルは似通った文化圏にあり、

の相違(スペイン語とポルトガル語)はあるものの、相関性がある

ことから教育の理解度において、そのハンディは嬢めて小さいと考え

る。

ブラジルは日本の交番システムを導入し、サンパウロにおいて定着

させた経験がある。そのサンパウロにグアテマラから欝察官が研修へ

き帰国後にワークショップを計画し、 PNCの地域コミュニテイ対策

の?めのマニ江アル作りが準備されている。グアテマラ警察が自らの

能力向上に着手したことは経済開発協力の成果であろう。日本は、グ

ァテ?ラ饗察に対する機材供与や本邦からの警察教官を派遣するよう

な初期の協力形態から、第 3国を通じた協力を推進してより効果の

い協力を低コストで実現する形態に変わろうとしている。量や規模の

ODAから質の ODAへ移行する代表的なプロジェクトになることが期

待されている。グアテマラの響察が自らのキャパシティピルディング
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に着手したことは、より持続的な経済協力を可能なものにすることで

日本としてもその後押しを着実にすることが、グアテマラの平和構築

支援に大きく貢献できることとなる。

現在グアテマラでは、JICAの三角協力という方式での警察官キャパ

シティビ、ルディングの取組みが行われている。日本が今まで行ってき

ていなかったグアテマラ警察への人材育成を、三角協力による実現を

目指しているのは、ブラジル警察における交番制度導入による、ブラ

ジルの治安改善が一定の成果を収めた結果であり、中南米地域でのパ

ートナーシップを促進するうえでも期待される施策と考える。

(3)農村開発と新型 PRT導入

グアテマラの警察官を主体とする新型PRT導入にあたっては、JICA

が中南米地域で重点形成してきた警察官教育を更に発展させる必要が

ある。それは、キャパシティビルディングを終えた警察官による民事

活動フィールドワークの実践である。農村開発において社会開発プロ

ジェクトが積極的に取り上げられており、日本のみならず各国の ODA

や各援助機関の支援は、 2000年の国連ミレニアム開発目標においても

貧困削減と農村開発プロジェクトへの取り組みに合意してきたところ

である。

農村開発で日本の ODAが得意とししてきたのが、技術協力におけ

るパイロット方式である。佐藤 (2008年)によれば、途上国の農村開

発案件でパイロット方式が好まれる理由として、短期間にある程度の

目に見える変化(女性の組織化、グループ活動の活性化、収入向上活

動による現金獲得など)を達成しやすいことを挙げている。反面、パ

イロット地域にドナーが資金・資材・政治力を投入しすぎると、当該

地域の住民に依存心が強まり、プロジェクト終了後の「持続性Jr自立

発展性j が損なわれる危険性もあると指摘している。

グアテマラも他の中米諸国同様に、経済援助に依存する傾向を持っ

ており、日本は持続可能な援助と将来的に援助からの卒業を誘導して

きている。グアテマラ警察への三角協力はその切っ掛けを作る役割を

することと為るであろうし、状況によってはグアテマラ側からパイロ
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ット方式で地域警察官の育成プログラムを実施することが可能である

と考える。西部高地のいずれかの地域を限定するか、または予め抽

した村落においてそデルケースをスタートさせることで、グアテマラ

察官のキャパシティビルヂィングの成果を自他共に確認、することが

で合れば、更にパイ口ット地域の拡大が望めるであろう。

新型 PRTを編成して同様のパイ口ット方式による挿入を図れば、シ

ナジ…効果的な農村開発と治安の改善が発展していくことができょう。

た現在実擁中の地域開発・観光開発プロジェクトにおいてかつて

の激戦地区を縦貫する国道沿いで、地域の誇りとなる観光資源を発掘

し、これを用いて民生の底上げを図ろうとする試みが注目される。地

域住民としての麗用や食品生産による腫用拡大、宿泊ビジネスの展開

伴う観光開発は、同時にかつて争った地域社会の諸集団を協織さ〕、

未来芯向のこヨミュニティを再建する契機を作為する。あわせて地域の

りを取り演し自忠心の強いコミュニチィ作りを進める側面もあり、

ここに地域のリーダ…層の一部として警察を参加させることで、より

永続的な治安改帯の仕組みを創造し、その意味から新型 PRTに実体

付加する国際協力ともなっている。

従来詰本の ODAについては、平和構築への真正面からの貢献につ

いては実質的な発言は少なく、ドナーグループの一員として応分の寄

与にとどめ他国の後方支援的な役割に終始してきたといわれることが

多かった。しかしそのような日本の姿勢も、中南米地域を見渡した南

南協力による響察の新しい役割の導入と展開支援、農村地域での産業

振興に現地警察を積接的に活用する地域開発への支援をつうじて平和

構築プロセスの最終段階である f平和の定蕃J，こ対する貢献をより

的に推し進める形に転じつつある。グアテマラに内在する人権侵害

や暴力の嘉延に対処するうえで、地域開発の促進を図るアクターとし

て警察を育成し、平和の定着を確保し、投資を呼び込んでさらなる経

済開発なもたらす好循環を形成するアブローチが存在惑を増している。
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第 5章結論

久的な平和と社会生活の安定は、全世界の国や人々の切なる願

ある。しかし、ある地域に平和が訪れても、他の地域で新たな紛争

が勃発している。これが 21世紀の現状である。係る情勢の中で日本は、

世界の平和にますます意欲的に貢献していこうと考えている。

2014年 9丹の国連総会において、安信晋三首相は日本の国際社会に

対する貢献を高めていくことを表明した。平和構築への貢献、特に

PKOに対する協力は今後増加していくことが予想される。平和構

築は、紛争予防等に始まり復興支援に歪るサイクルの繰り返しであり、

の活動に終わりがない。対象地域も日本の周辺に留まらず、アジア、

アフリカ、中近東及び中南米とカバー範囲は広大である。全ての紛争

に全力で関わっていくことは限界がある。

ODA白書において、その地域の自本の国際協力の在り方をトピック

しているが、今までに強く関わってきた地域に対する援助を急激に減

少させれば、援助した自の平和の定着を遅らせるだけでなく、新たな

不安定要因を生じさせる恐れがある グアテマラの平和構築に対する

日本の援助はその兆候が出ていた。自グ再国だけでなく、日本と中米

地域との関係、にも影響が広がらないように、特に政府要人レベルでの

交流を継続させる必要がある。

在グアテマラ日本大使館の資料によれば、日本からの要人訪問は大

統韻就任式参加がメインであるが 1987 年 ~2000 年まで間隔は疎らで

2000年以降も年 1回程度である。

一\グアテマラからの訪日は 1990 年 ~2000 年までは、会議出席

がメインで間隔は員本側と同様のペースであるが、 2000年以降は

2001 年 ~2004 年までの間がお回と極端に増加している。これはポル

ティージョ政権時の日本に対する異接な接近度が認められる。同大統

領は親日派として知られているが、後に資金洗浄疑惑や公金横笛の

いで逮捕起訴された経緯を見れば、日本との友好協力を築くだけでな

く公私混同や私腹を肥やす汚職のモデルケースとも見られ、日本領.IJの

十分な配慮が欠けていたように思われる。
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平和構築における経済開発や援助は、世界共通の国際貢献アレーム

であるが、 2国間の考え方や被援助国の態勢は十分に熟知する必嬰が

あり、他国との連携も必要不可欠であることから、その事前調査を

実に積み上げておくことが求められる。多くの年月と費用を費やした

結果、援助国が十分に復興できないのは援助国側の責任もあると考え

る。

1 .平和構築のグランドデザイン

グアテマラの和平プロセスは順調に推移したのであろうか。在グア

テマラ日本大使館の HPにおけるグアテマラ情勢において、 2010年の

段階でも和平プロセスが履行されておらず治安悪化傾向にあるとの

摘がされているJヨ国間で実施されてきた ODA政策会議については、

実施されていることへの評缶はあるが、裏を返せば平和構築への寄与

が十分でないとの指摘することも可能である。つまり ODAの実施が

の課題と敢離してしまって、必要な時期・対象に必要な ODAが

成されていないことへの改善のために、政策協議の必要性を迫られた

のではないかと考えられるのである。

平和構築のグランドデザインは、援助国、当事国、周辺国と様々な

立場で播かれることとなるが、その主体はどこであるか明確に認識す

る必要があるし、日本は独自の立場でのグランドデザインを持ってお

くことが肝要である。平和講築における ODAは、全般の段階や時期

判断したうえで、何に重点を置きどの位の速度で実施することが

きるのか検討しておくことが肝要である。

実績を求めるあまりに、十分精査しないまま規模とその累積だけを

ることは避けなければならない。限りある国家予算を、国益に合

しかっ効果的な のコンセンサスが得られる状態の ODAを案出し

ていくことが原則であろう グアテマラの和平プロセスに ODAが与

えた影響はあると思うが、治安回復等の遅れが指摘され和平合意の履

ができていないという現実を踏まえ、今後の復興支援の中で ODA

の関わりは従来の方法に因われない新たな方策を模索する時期に来て

いると考える。
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2. グアテマラの平和講築プ口セスの今後の方向性

和構築支援においては、治安を詔復させることが鍵となる。治安

凶復は岸戦、復興 開発という和平プ口セスの着実かっ段階的進行の

条件である。武装を解除してかつ生命の安全が保障されることで、

ょうやく武器を所定の時期、場前で回収することができる。戦開能力

のみを安易に取り上げることは現実的には反発があり困難である。

た、特定の集団のみの武装解除は成り立たないのである。伊勢崎に

れば、アフガニスタンにおける武装解除を例にあげ、日本は兵士の社

復掃事業だけを選択して援助した領向があると指擁している 2)。グ

アアマラの和平プ口セスも開様のアプ口一チをしていた可能性がある。

平和構築支援は各国、国際機関が役割分担をして進めてきたが、

前INUGUAを主体とする国連停戦監視団が武装解除を実施し、スペイ

ンや米国は警察等の再教育を実施した。日本は警察の機材整備や和

地域の道路整備こそ実施したが、これは日本の援助の中では一部にと

どまり、主要部分は社会基盤強化に向かい、病院・医嬢、給水・浄水、

エネルギ一、食糧増産等に註がれた。これは、グアテマラ社会に内在

する構造的暴力及び象徴的暴力の除去に貢献するという意味で中期的

な観点からは、平和捧築プ口セスの進展に貢献するものと言える。し

かし、治安回復に直結するプ口グラムの形になっていなかったことか

ら、平和構築プロセスの短期的な課題、即ち暴力の再発を防ぐための

条件を確保するという課題に対して十分な対応、となっていなかった。

被援助国のニーズに順次性を持って答えていくという観点からは、治

対策にあたる支援各国及び国際機関との協調をより緊密にしていく

とともに、社会基盤強化の対象の選定基準の中に、 i日紛争地区および

周辺地区を加えていくなどの工夫も求められよう。

グアテマラの治安は和平合意後の紛争の再発がないことや、経済発

展の景況は段階的に向上しつつあり一定の成功を収めている。ま~、

内戦終結の際に武器の詔収が十分に確認されないまま、軍の撤収と

成熟な瞥察の引き継ぎによって、都市部を中心に一般犯罪を増加させ

た一時的な混乱はあったものの、地方農村部は先住民のマヤ文化に婦
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属するコミュニティ回帰により、いわゆるコミュニティによる自治機

能が復活したことで徐々に一般犯罪を抑制する傾向にある。しかし、

中米地域にネットワークのある犯罪集団等のグアテマラ国内での拡

散・浸透の影響は、成長途上の PNCが組織的な犯罪組織への対処が

課題として残っている。

和捧築の第 3段階である平和の を確実にするために、各援助

クターはグアテマラの自助努力を最大限に引き出すような形かっ継

続性のある援助を捻出しなければならない時期に来ている。市民生活

を骨かす組織犯罪集団には、警察を軍のように武装強化するのではな

く、市民と一体化した警察官を育成するために、地域のパトョーノレや

犯罪捜査に留まらず、市民を直接的に支える公共任務を付加させる取

り組みは、今後グアテマラ瞥察が市民と一体化して組織犯罪に対処で

きるこコミュニティ自治を構築する布石となるであろう。

グアテマラ PNCは国家文民警察であり、まさに市民と一体化した

警察を自指そうとしている。紛争時に軍のジェノサイドや人権侵害が

トラウ?となり、完全な精神的和解を迎えるのには未だ多くの時間を

する。地方の農村開発に治安維持をリンクさせるためには、地方復

興の新型 PRT的な形が最も受け入れられ易く、新型 PRTの組織も定

に囚われることなく、それぞれのコミュニティの歴史、嵐士、経済、

教育等の特性に応じたフレキシブルな構成員の選定が必要である。

和構築の第 1段階(安定化)から第 2段階(移行段階)はアフガ

ニスタンの軍主体の PRT導入となったことは理解できる。しかし、和

平捧築の完成段階である第 3段賠(定着段階)においては、平和講

の基盤が根付き匝助努力で治安維持が持続可能な支援のメソッドを

えることが肝要である。警察を主体どした PRTを構成することは、

察官のキャパシティピルディングを同時並行的に行うこととなり、グ

アテマラの将来に有益な支援プロジェクトになり得ると考える。

3. 治安改善が経済発展に反映

グアテマラの和平プロセスは 2016年には戦後 20年目の節目を迎え

ようとしている。そして、内戦からの復興は各国の経済開発を通じて、
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国を発展途上の段階から脱却させようとしている。中米の一角を成

すグアテマラは、北米及び南米を始め中米・カヲブ等周辺諸国の影響

を受け、相互に関与しながら経済活動を行っている環境にある。経済

動や経済発援を妨げる主要因の一つに国内の治安悪化が挙げられる

が、グアテマラにおいても閣内治安と経済開発は、密接不可分な意味

で車の両輪に例えることができょう。両輪が双方向じバランスと田転

であれば、車はスムーズに動き、その速度の向上も期待できるが、片

の動きが鈍くなれば忽ち速度は低下し、ともすると真直ぐ進むこと

がで舎なくなる可能性もある。即ち、治安が確保されず経済開発も促

進させることができなければ、グアテマラの和平合意の一つである社

経済的側面と農業問題に関する協定等の進捗も危ぶまれる。

日本はグアテマラに対する経済援助を継続して行っている。今後も

その動向は基本的に変わらないであろう。その理由は、中米地峡が

北アメリカ大陸を結ぶ重要な政治・経済ルートであり、グアテマラは

中米最大の経済発展国であるからである。問地域においてグアテマラ

は経済的なポテンシヤノレが高く、将来的に日本の経済活動の中米カリ

ブ地域進出のための碁盤となる国の…つになり得る。グァチ?ラの治

安が改静されなければ、日本の経済的アプローチは達成できない。 日

本とグアテマラの関孫だけに留まらず、治安改善を経済援助の柱の

っとして、日本と他の援助関の利益に繋げていくことが必要である。

例えば、現在の日本の取り組みの中で JICAの三角協力は、コスト

パフォーマンスにおいて間期的なアイデアである。日本の ODAの動

向は量から震へ変わる大きな転換期を迎えている。日本独自の技術や

知見を日本悶内から持ち出し、他の閣で熟成発達させることで、利雄

を日本だけで するのではなく、他国と共有する ODAの取り組み

が望まれよう。

た、ポスト紛争国の平和講築から経済開発の段階において、治

の安定は必須条件であり、そのための努力と創意工夫は過去の康史を

から学ぶことができる。一仔iJとして、アブガニスタンで一定の成果が

あった PRTをそのまま他の地域に導入するのではなく、 PRTの成分
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組成をその土壌に適合させていくことが重要である。グアテマラには、

従来の軍主枠の PIミTではなく警察を主体とした PRTを導入して、そ

の中に日本の地域警察活動の三角協力をコンポ…ネントとして組み入

れることは、検討に値する創意工夫と考える。
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注

第 1

1 )漉辺科央 1939年生まれ拓殖大学学長 経済博士 ~ODA (政府開発援助リ中央公論新

社 2003年 p150第 6輩 2項 rODA改革j に詳しい。

2 ) 主主i埼知呂 1957年生まれ専修大学経諸学部教授、専攻昌際関係輪、ラテンアメザカ地域研

究、グアテマラ研究の第…入者であり同国の人権f愛護問題に深く取り組んでいる。

3 ) 日本政治学会編 r政治における暴力J年報政治学 2009、現代グアテマラにおける政治暴

カの変容 p87

4 ) J/ p88 

5 ) 本繍での治安とは、一般的に国家社会の秩序の状態を言い、治安維持は自由主義国家の安

定した里民生活の前提的な基盤である。また治安維持のために法律を定めて司法機関・警護合

組織することを前提とする。治安とは総合的・楼合的な現象形態であるため、客韓的に捉える

ことは難しいが、凶悪犯罪などが頻発する地域は概して治安が悪いといえるので犯罪発生件数

などに示されることが多い。

6 ) 飯島みどり、孤崎知己 fグアテマラ鹿殺の配1意』岩波書感 2000年 p.84第 3章「共同捧へ

の攻幣J~ニ詳しい。

r1980年代、一般市民をモデ、ノレ村に集中させ、議室は共同体を統制する戦略をとった。(中略)

政府議自体、あるいは軍務委員や PACを通じて敷かれる統制が共爵体の動きに計り知れない

影響及ぼした oJとしている。

7 ) 在グアテマラ日本大使館の月報によれば、 r2013キ 3月 14 日、政権発思 1停を迎えたそ

ワナ大統領は、文北宮殿において同政権発足 1年の擁政報告を行った。(中路)陪教権が掲げ

る f平和・治安・社会会正j、f凱餓ゼロト「財政・競争力 j の 3つの合意に加え、汚職、震

災復興、在外同胞 iこかかるこれまでの成果と 2013年の課鰭についても設及した。 J としてい

る。

8 ) ~世界開発報告 2011~ p. 4、多数の諸国や国内地域辻今でも、反復的な纂力、絞捨の粥さ、

不安定性などの連鎖に藍濁しているところ、その理曲を f第 1は継続的かっ反復的、第 2は新

しい形態の紛争と暴力、第 3は議々な形態の暴力は棺互に結びついている。Jとしている

9 ) グアテマラで見られる暴力・犯罪の特徴の一つに、農村部における集団暴行・リンチ{私

*，J)がある。リンチは、内戦下及び内戦後、政府iこよる法の統治能力が喪失し、市民への安全
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提供が確保されない状況の下、コミュニティもしくはラーダーが、コミュニティ全体にとって

負の行為であると判断した犯罪に対する紗罰の一環として成されてきた。(Geneva 

Declaration :Gatemala en la Encrucijada de una violencia Trandformada20 11) 

1 0) ①包括的人犠協定、②武力絵争により影響を受けた人々の再定往協定、 φグアテマラ国民

に対し苦痛を与えた人権侵害とき暴力的行為に関する真相究明委員会の設置協定、容先住民族の

アイデンティティと権利協定、舎社会経済的側面と農業問題に関する協定、告文民権力の強化

と民主持帝jにおける軍部の役割に関する協定、C:VURNGの合法性への復帰のための基盤協定。

1 1) 平和構築という発想、は、『平和への課題:予防外交、平和創造、平和雑持Jのなかで給争

終結後に f紛争の再発令還をけるために平和を強北し、堅固にする諸講遣を見つけ支えるための

作動iと定義されていた。間報告書のなかでブトロス-ガヲ事務総長は、予跨外交 (preventive

diplomacy) を f当事者間に抗争 (disputes)が生起することを防ぎ、現存する抗争が紛争

(conflict) ~こ発展する (escalating)のを務ぎ、紛争が勃発したときにはその拡大を制限する

(limit)ための行動j と症義して用いている。

1 2) アナン事務総長により、国連の平和・安全保時活動の見践しを行うための昌連平和活動検

討パネルを招集され、 2000年 8月 17段、平和維持活動 (PKO)のあり方について提案在仔っ

た報告である。アルジエリアのラフダール e ブラヒミ前外相が議長を務めたことから、ブラヒ

ミ報告と呼ばれる。由連の平和活動を、(1)紛争予防と平和創造、 (2)平和維持、 (3)平和構築に

分けた上、それぞれの分野で、の設革の必要性を訴えている。

1 3) 2005年ニュ クにおいて、「ハイレベル委員会j 報告書及び「ミレニアム・プロジェ

クト j 報告番を詰まえたコフィ・アナン国連事務総長の報告「より大きな自由を求めてJ(In 

Larger Freedom) が公表された。概要警は、 1.欠乏からの白出〈開発)、 2. 恐椋からの自由

{平和と安全)、 3. 尊厳をもって生きる自由(法の支配と窮者の保護)、 4. 冨連強化(思

連の機構改革〉からなる。

1 4 ) 等雄一郎 国立器会調書館調査及t}立法考査局 外交鵠語調査室主任

1 5) 1968年生まれ、東京外国語大学大学院総合間諜学研究院教授 2007年より広島平和構

築人材育成センタ… (HPC)を通じて、外務審委託 f平和構築人材脊成事業jの運営にあたる。

著書『平和構築と法の支配:園隣平和活動の曜論的・機能的分析』など

1 6) カルザイ議長も「統合地域チーム (JT豆)Jの展開を支持したが、単に部隊のアブガ、ニス

タン全土への展擦ではなく、政府支援、治安回復、復興が主目的であることを示す「地方復興

支援チ…ム (PRT:Provincial Reconstruction Te倒的j へ変えられ、アブガニスタン政宥支援
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と復興をチームの活動の主な目的とすることとなった。(川上 P5)

1 7) 川上は「日本が国際貢献として ISAFの PRTを担うとするならば、アメリカ型、イギリ

ス型、ドイツ型の 3つの型のうちどの型が最もふさわしいであろうか。国内機構、政府レベル

での習慣や考え方、国際貢献に対する姿勢、実績などを考慮、しなければならない。」としてい

る。(J 11上 P16)

1 8) パクティヤー州はパシュトゥーン人の強固な地盤であり、同州のパシュトゥーン人ナショ

ナリストには、ロヤ・パクティーカーを再結成しパシュトゥーニスタンを建国しようと言う主

張がある。同州はさまざまな問題を抱えているものの、同国南東部で最も安定した地域の 1つ

であり、社会資本を再構築するために着実な努力が払われ、成果が表れている。地域復興支

援チーム (PRT)がガルデズに基地を置き、治安と復興を支援している。

1 9) イラク南部の中心となる同国第 2の都市で、パスラ県の県都である。石油パイプラインの

終点で、石油製品の積出港。メソポタミア南部で生産された穀物やナツメヤシなどの輸出港で

もある。イラク戦争が勃発すると、 2003年 3月から 5月にかけてイギリス軍とイラク軍の間

で戦闘が行われた。 2005年 1月に新政権の下で選挙が行われ、 2007年に駐留していたイギリ

ス軍の段階的な撤退が始まった。イギリス軍の撤退後、 2008年に新イラク軍とマフディ一軍

との間で戦闘が行われた。

2 0) QIPsとは、国連 PKOが行う国連平和維持活動の一環で行われる小規模かつ$25，000とい

う低価格で、最長 3か月という短期間で実施されるプロジェクトを指し、主に国連 PKO職員

と地元住民や他の支援活動組織との「信頼構築」を目的に行われている。

2 1 ) 英国国際開発省 (DFID) は、 1997年 5月労働党のブレア政権の発足に伴い、外務省の下

部機関(海外開発庁(ODA:Oversea Development Administration)) から、「開発」を担当す

る独立した省として誕生した。 DFIDは閣内大臣の下で、援助の政策立案から実施までを一元

的に実施している。

2 2 ) ドイツ連邦経済開発協力省 (BM Z) は援助を所管する独立した省として 1961年に設立

され、二国間援助(技術協力・資金協力)や欧州諸国等の多国間援助、世界銀行等の国際金融

機関への拠出等を担当しており、ドイツの ODA予算のほとんどが BMZに計上されている。

職員数は現在約 650名で、 600名がドイツ国内で勤務し (500名はボン所在、 100名はベルリ

ン所在)、残り 50名が途上国等のドイツ在外公館等に出向している。

2 3 ) アフガニスタン北部の都市で、クンドゥーズ州の州都。 Kundus、Kunduz、Qonduz、Qonduz、

Konduz、Konduz、Kondoz、Qhunduzなどともアルファベット表記される。幹線道路によっ
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て、時のマザーワシャリーフ、海のカーブル、北のタジキスタン冨境と結ばれている。人口は

264，100人 (2006年の公式推計[)、マザ…リシャワープに次いでアフガニスタン第 5の都市で

ある。

2 4 ) アフガニスタンのほぼ中央部、カーブルの立密約 240kmに位置する、パーミヤン鮒の矧

都である。人口は 73，200人 (2006年の公式推計)。ノくーミヤンはハザラジャート最大の都市

で、ユネスコの世界遺産{文詑遺産)にま芝蝕されているパーミヤン議谷の文化的景観と吉代遺

跡群で知られる。発音の転mtにより、 fパーミアーンj 会どとも濃記される 1998年、ターヲ

ノくーンの攻勢の前にパーミヤンは陥落し、 2001年 3月にはターリバーンはパーミヤン遺跡の

2体の大仏{癒農仏)を操破して菌際的な非難を浴びた。

25) 2014年 7月 1詩に閣議決定された国家安全保障会議決定によれば、行中略) i国家又

は国家に準ずる組織jが散対するものとして霊場しないことを確保した上で、国擦連合平和維

持活動などの f武力の行使j を伴わない国際的な平和協力f活動におけるいわゆる f駆け付け警

議J~こ伴う武器使用及び f任務遂行のための裁器使用 j のほか、領域間の i湾意に基づく邦人救

出などの f武力の行使j を伴わない響織的な活動ができるよう、以下の考え方を基本として法

整備会進める。{以下略)J としている。

2 6) 2008年 6月 12詩パラにおいて、参加盟:68カ国及び 17の国際機関(共同議長であるサ

ルコジ仏大統領、カルザイ大統領、播由連帯務総長の能、 G8、Eむ、アブガニスタン近隣諸盟、

冨課金融機関、 ISAF参加盟等の閤穣レベル)。この他に、ブッシュ米大統領夫人が出席した。

目的は、アフガニスタン敦持の策定した 5 カ革計画であるアフガニスグン国家関発戦略

(ANDS)の完成を受け、アブガ‘エスタンの復興・需発に関する国際社会の政治的なコミット

メントを再確認、と、 ANDSの実施ための資金的なコミットメント(ブレッジ)を得ることであ

ったの

2 7 ) この事業i土、平お構築の現場で必要とされる実接的な知識および技諦さと習得する国内研f彦、

平和講築の現場にある菌際機関などの現端事務所で実際の業務iこ当たる海外実務研務、ならび

に修了生がキャリアを築くための支援を柱としており、 2012年までに 226名の日本人およが

その{患のアジア人が按修コースに参加した。その修了生の多くが、南スーダン、シエラレオネ

やアフガニスタンなどの平和携築の現場で蹄重きしている。

28) 2012年 7丹東京において、爵際社会が「変革の 10年J(2015年，...，__2024年)における，

アフガニスタンの自立に向けての開発話の努力を支援することにコミットし、支えていく(iア

フガエスタンを見捨てないJ) との戦略的メッセージを発出することを祖いとし、これを実質
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的に支えるものとして、出際社会とアフガニスタン政府の鰐のパートナーシッブを異体化や、

アフガニスタンの持続可能な開発に向付、アフガニスタン及び国際社会の鍔互責任を明雄イとす

るとともに、それを定期的に確認・検証するメカニズム(相互礎控に慢する f東京フレームワ

久J)を創設した。

2 9) UNDP によれば、南南協力 (SSC:South -South Cooperation) とは、「南(途上田)Jの

国・地域同士が政治、経詩、社会、文化、環境、技街などの分野において、幅広い枠組みのな

かで協力することを揺している。また、 2つ以上の国・地壌が開搬についての知識、技術、資

搬や南南協力の噂門知識の共存により、五いに揮発目標を譲成することを目指す。近年では、

途上国間での貿易 対外亘接投資 (FD口、地域統合、技櫛移転など 多様な形態で潮南協力

が行われている。

3 0 ) プエブラ*パナマ計爵 (PPP) は、メキシコの南東部 9~H からパナマまでを合訟メソアメ

リカ地域の社会・緩詩発展を推i践するため、ブオックス・メキシコ前大統額のりーダ…シップ

及び中米諸国の政府の支援によるイニシアティブである。現寵はメキシコ、ベリーズ、グアテ

γ ラ、エルサノレパドル、ホンジュラス、ニニカラグア、コスタリカ、パナマ及びコロンピアの 9

ヶ関が加盟国、 ドミニカ共和国及びエクアドルがオブザ…パー加盟として麗謹している G

3 1 ) 教員研諺担当者の能力;向上を通じて、 GUATEMATICA教材の{吏爵状況の改善及び小学校

教員の算数指導力向上を躍る算数指噂力向上プロジェクト・ブニに…ズ II(GUATE挺ATICAII)

に対する技術支援要請が、グアテマラ政府から日本政持へなされ、同国の現職教員研修は 2009

年 6月下旬より教員再教育ブログラム (PADEP-D) に一本fとされた。 PADEP-Dは 2017年ま

でに金田の現職教員に 2年間の課程を覆諺させるこ kにより、短大卒と同様の資格を付与する。

3 2 ) 日本人の専門家の派議やコロンピア人の日本での研修などの結果、コロン rアの医療機関

において、地雷被災による身体の切断時議および視覚陣容に対するリハピリマニュアルが完成

し活用されるようになり、医師、理学療法士、作業察法士等のりハピヲの専門家がチームにな

って、障謀者の個々のリハビリに取り組む体制が強化された。

3 3 ) 2002 年 4 月にアフガニスタン治安支援国会合 (Afghanistan Security Donors 

Conference) がスイスのジュネーブで開催された。ここで、アフガニスタンでは①新国軍創

設、 φ警事察改革、③司法改革、告麻薬対策、 @DDRの 5つの分野で SSRが必要であることが

定められた。そして、その後の G8会合の場で、各分野の F主導国(leadna tion) Jが決められ、

φ新国軍創設はアメリカ、。饗察攻革はドイツ、 9司法改革はイタリア、④麻薬対策はイギヲ

ス、 @DD豆は日本という投割分担が決主主された。
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第 2

1 ) 内戦期の後半に数北するグアテマラ富部高地への軍部による対反乱作戦は、先住民に対す

る虐殺と閣外難民を増加させたと言われているが、内戦期全体で 20万人の犠牲者と 45万人

の留外難畏を生んだと撞許されている。そして 2005年までの留外移員数は総計で 140万人に

及ぶとされている (MigrationPolicy Institute， Washington D.C.)。

2 ) グアテマラ内戦の難民は、メキシコ悶境にあった UNHCRのチアパス州やベラクルス剤の

難毘キャンブから、内戦後本国に帰還した者がほとんどだが、アメリカ合衆国に敦治難民化

した先住民もいる。グアテマラでの民政移管後の 1986年以韓、グアテマラでは経演的な理由

によるメキシコ経由でアメリカへの非合法移民が増加し、アメリカ国土安全保陣省

(Department of Homeland Security) の犠計では 2000年では 29万人であったものが 2009

年のグアテマラの合法移毘 18万人、非合法(unauthorized) 移民数は 48万人に増大した

(Hoefer et al. 2010)。

3 ) 委主熊 PhillipBourgois [The power of violence in war and peace]2001より

会) Fundacion Myrna Mack 1990年口舟人類学者のミノレナマックがグアテマラ誠人に殺害

され犯人は米留で逮捕された。 1993年に跡を継いだヘレンマックが理事長となり、人議保護

団体としての財団として発足した。

5 ) いわゆる内戦時の死の部隊 (DeathSquads :おquadoresde la muerte) 炭共、反テロの

暗殺作戦をしたグループと間接の意義を指す。

6) 2月に公表された人権組織 GAMの報告議事によると、ここ 14ヶ月で 155人の運転手が

殺害されたが、意識された容疑者は 3入にすぎないという。さらにマラスによるゆすりの対

象として教員が狙われるケ…スが出てきており、この 2ヶ月で 8入の教員が殺害されたとい

つ2

7) GAMの報告審によると、 2006年 1月から 2008年 10月のここ 34ヶ月間に公訴

された数は 67 1 889にのiまるが、裁判iで判決まで出された事件は 6パーセントにすぎな

し、。

8 ) 民間の警舗会長は 5万から 6万、非正規のものを入れると 15万にも議するといわれ、規

制やコントロー/レも十分ではない民間の警構会社の増加は、権利の保F章が不平等になるだけ

ではなく、容易に組簸猿罪と結びついていく撮床となり易い。

9) r 世界開発報告 2011~ p. 154第 5主主 f市民に安全・正義・職を器供するために制度会転
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挫する j に詳しい。

1 0 ) W 世界開発報告 20uJl p. 189第 7章「多数の禁止に向けた取り組み:南北アメヲカにお

けるコカインj に詳しし、。

1 1 ) 外務省 HP海外安全対策構報 fグアテマラ治安情報の取り纏めj

1 2 ) 正式にはマラ・サノレバトルチャ。エルサノレパドノレを中心にグアテマラ、ホンジュラスの

出身者で構成されアメリカをはじめ近年急速に設界各悶に勢力を拡大している。構成長は全

世界に 10万人とも震bれている。米員f務省は自国内のギャングに対して拐めて金融制裁を宣

した。現窓世界で最も危険な組織の一つ。

1 3 ) W 世界開発報告 2011Jlp. 69第 2章 f暴力に対する能弱性:マラの国外追放j に詳しい。

1 4 ) これは、路上の要点に立つ交通警綴の配量による抑止効薬、一般市民が自己防護のために

高の窓ガラスにスモークフィルム全員長り、内部透視対棄を常態化させていること等も努力

成果のー留であることが考えられる。

1 5 ) 筆者が 2013年 9月グアテマラ現地調査の際、裁判Hこ関わる関係者に対する在力や嫌がら

せも多くあった設現地の人々の話を聞く機会があった。

1 6 ) 思家文民警察は 1996年の和平合意に基づき、主要諒と警察が分離され、 1997年に内務省の

ドに創設された。

1 7) 新しい文民警察のそヂノレは「警察は市民の生活と安心及び人権と自由を守る j というスロ

ガンに繰戒された。 2009部コロン前大統韻政権下、文民警察の組織改革の委員会が設けら

れ、 2010年以降、再編成、犯弾壊査帯j境、警察官養成苦手3度、饗察官機能のスーパービジョン

制度の再生震設計が進められている。

1 8 ) W認:界開発報告 2011Jlp. 155第 3牽 f制度的な能力・垣容性・説明責詮j 参照

1 9 ) W世界館発報告 2011Jlp. 155第 5

20) 2013年 6丹 4-----6 日グアテマラ宇部サカテベケ県アンティグア市において第 43回 OAS

総会が隣接されたの同総会において、米州における世界的な麻薬開題に対する包括的政策に

関する fアンティグア宣言Jが採択された。

2 1 ) 中高来 12ヵ国で瞬成される政策協議機構。ラテンアメリカの多識な政策課題を協議する

ために 1986年に設立された。メンバーは，中米紛争の平和的解決を目指すコンタドーラ・グ

ループ(コロンピア，メキシコ，パナマ，ベネズエラ)と，コンタドーラ文様グループ(アル

ザンチン，ブラジノレ，ペルー，ウルグアイ)の 8ヵ国でスタートしたが，設にエクアドル，ボ、

リビア，チリ，パラグアイが参加。
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2 2 ) ピオレータ・チャモロ (Violeta Barrios de Chamorro， 1929年 10月 18!3鰍)は、ニ

カラグアの政治家。疫体制派新隣 fラ・プレンサJの社主だった夫ベドロ奪チャモロを、 1978

年にソモサ教権に暗殺された後、教治家となった。 1990年から 1997年までニカラグアの大

統領を務めた。チャモロ家はニカラグアで多くの政治家・軍人を輩出した家系。持閣に電信，

鉄道を初めて導入し，教育を按興した P.D.チャモロ〈在桂 1875年-.1879年九 1916年に米

国に議持建設と海草基地設量の権利合与えるブライアン・チャモロ条約を締結した E.チャモ

口(在紐 1917年-1921年)，その叔父 D.M.チャモロ(在託 1921年一1923部)などの大統

領を生んでいる

2 3 ) 1980年 10月刊誌、反米・皮極者政撲の在翼ゲリラ連合持として結成。ソピヱト、キュ

ーパ ニカラグアの共産闘の軍事支緩を受け、エルサノレパドノレの共産化を自指した。 1991年

にソ連が崩壊し、友好国からの援助が激減し、これ以上の戦闘が不可誌になると、 1992年 iこ

は内戦を終結させ、議会主義路線の合法政党として選挙に参加、 2009年大統鎮選挙で同党候

請の?ウリシオ・ブネスが勝利したことで、 2009年 6月 1日初めて政権に就いた。

2 4 ) rグアテマラ民族革金連合J(URNG) は，愛部的・革命的・民主的な人民教詩の樹立を

関揺して，テロ会実仔する在翼武装組識であった。 f武装人民革命機構J(OPRA)， r貨民ゲリ

ラ主義 j (EGP)， r武娘反乱軍J(FAR) ， rグアテマラ労働党 J(PGT) が結集した連合総識であ

り， 1982年 2月に設5之され、最高指噂者はセザ…ル・モンテスが務め、政治組識は fグアテ

マラ愛国者連合委員会J(GCUP) とした。エルサルパドルの「ブアラブンド・マルティ民援

解放戦繰j (FMLN) ど密接な関誌を持つとされる。

25) 1990年の漉挙では、連帯行動運動党 (MA S)のセラーノが大統領に選出された。セ

ラーノ政権はマクロ経済の改善iこ尽力したが、連立与党を組む由民準歩党 (pA N)と、 91 

部 9丹のベリ…ズ承認をめぐって対立し、これ以降は国民中央連合 (UC N)及びキリスト教

民主党 (DC G)との三党協調体制へ移行。 92年後半から、政府批判、人権関題等をめぐり、

マスコミ、宗教関係者、経諸国体及び市民団体とセラーノ大統領どの関係が悪化した。 93 

年 5丹、セラーノ大統領は憲法一時停止措震を宣首し、セルフ・クーデターを思ったが、閣

内外からの強い反発事どうみ、僅か 6!3間でパナマへ亡命した。

2 6) カナダ、メキシコどアメリカ合衆国によって署名され、北アメリカ iこおいて 3か患による

貿易圏を生み出した自由貿易協定である。 1992年 12丹 17!3 ~こ署名され、 1994 年 1 月 1 院

に発効した。 NAFTAの影響は、言定的なものも否定的なものも含め、経済学者によって定量

化され、世界銀行が発許した fラテンアメヲカとカリブj毎藷関のための NAFTAの教訓|、
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Lessons from NAFTA for Latin America and the CaribbeanJ、fNAFTAが最初の 10年間に

~t来に与えた影響、 NAFTA's Impact on North America The First DecadeJ や臨際経済問題

研究所が発行した fNAFTA再考、 NAFTARevisitedJなどの発行物において報告されている 0

2 7) 2006年 12月に摺速とグアテマラ政府の間で設躍が合意され、2008年 1月に正式発起し、

グアテマラ市内に事務所を開設、活動を開始した。 C 1 C 1 Gは、検察庁者技術的にサポー

トずることを閥的として、麻薬・人身取引、密輸等の組織・強罪や、これに絡む警察・刑務所・

税関・移毘局等の汚職に関する護査・訴訟関連手続きを行っている。

2 8 ) 途上国の能力構築。現在、泳上国は WTOのル…ルや規手撃を選守する上で、さまざ、まな国

難に直面しており、このことが新ラウンド交捗への参加を?酵踏する原因になゥている。しか

し、新ラウンドの成功には途上国の機権的参加が不可欠であるため、法上国に対し、協定に

ついてのセミナーの開催、成業膏成・中小企業人材育成としての研移設の受け入れや専門家

の派遣等の技術支援を行うことによって、途上国が交渉に参加できる能力安つけていくこと

が必要となっている。(外務省 HP用語解説より)

2 9 ) マチスモ[machismol ラテン・アメリカのメスティソ社会において男らしさを強謁する

言言葉。 γ チスモは男らしさを強調する生き方を意味し，メスティソ社会め{謀議緩を代語をする。

ロッパ期中海世界に共通にみられる，家族や社会的名誉をになう男らしさを重視する傾

向が，主としてスペインを通じてラテン・アメリカに入り定着したと推測される。決闘などの

習慣は γ チスモの名残である

3 0 ) 地問光穂(し、けだみつほ、 1956年金まれ 文化人類学者 大阪大学教授

1983・87年青年海外協力隊 (JOCV)縁員としてホンジュラス共和関係鍵省に派遣著書にfマ

ヤ学を学ぶ人のために』共著(八杉佳聴錨〉世界思想、社 2004年 4丹、『コンブザクトと移民』

大販大学出頴会 2012年 3月が為る。

3 1 ) ムニシピオは基礎鴎語体であり、地方自治体の最小単設をいう。また、アルカルデは一般

的じ市長や町長を指す。

3 2 ) 桜井三枝子大阪経語大学人間科学部・人間科学科教授博士{上智大学、地域研究)

によれば、スペイン語のカルゴ(Cargo) は f荷物、負担、職務、資任j を意味しており、伝

統的共毘誌の成員男性は一生を通じていくつもの役職を果たしていく過程で、その共同体の

中での威信を高めていく。この制震は政治行政的・宗教的措梯制度 (Civilreligious hierarchy) 

とか、 r皆換システム (Laddersystem)、カノレゴ・システム (Cargosystem)などど呼ばれる。

3 :~) 1980年 2丹に、タイの難民キャンプによって結成された間体であり、認定 NPO法人であ
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る。日本の技術の持ち込みや新しい機械の供与でなく、現地の知恵と自発的意思を生かす手

助けを拙うことを重視している。 日本悶外では輯鮮民主主義人民共和国、カンボジア、タイ、

ラオス、アフガニスタン、イラク、パレスチナ、スーダン、書アフリカ、以上の 9地域で活

動している。

3 4 ) より多くの富と社会的地位を持つものがその独占権を護得し、それに対して護もなく社会

的地位も抵い者が、その土地の伝統的な特権を失うこととなる。

3 5 ) r戦略村j 計画I士、 1962年森に開始され、南ベトナムの約 1li 1300の村落に警察や自撃を

回を配麓し、ゲリラの彰饗を受けた住民の抵抗運動を厳しく鷺視し、解放戦線の下部組織の

壊滅を図った。まず、全体的に安定した一連の村落を構築し、それを能の地域へ拡散し、軍

事的、行政的手段を用い住民を懐柔させた。

36) [5JJ 11日 AFP) 中米グアテマラの裁判所は 10日、 1960年代の内戦時iこ先住民を大量

殺害したとして、ジェノサイド{大量虐殺)や戦争認罪の罪に関われていた当時の強裁者、

エブライン・リオス・モント(日frainRios Montt)元将軍(86) に対し、禁鑓 80年の有罪

判決を苦い渡した。リオス・モント元将議まにはジヌノサイドで禁謀議 50年、戦争犯弗で禁揺 30

年のJflJが下されたが、上訴する意向を明確にしている。

第 3章

1 ) 小誤搭久 F百本の国際賞獣.n(動車書房、 2005年)第 3望者 P49

2 ) 間際協力総合研究所『平和構築支援.n(強立行政法人間際協力機講、 2001年)P4

3 ) r平和構築支援.n(強立行政法人国際揚力機構、 2001年)P14

4 ) この場合のリンケージとは外務省、 JICAが他の摺際機関や NGO等との間において、国際協

力施策の手法として毘際協力平和講築支援と開発援助、人道支援と開発援助、経済協力と開

発援助金どを相互に関連させて行うことにより、プログラムの補完強化や相乗務莱を狙うこ

とを指している。

5 ) iグアテマラ国別データブック j 外務省 HP、P781参照

6 ) r日本とグァテ γ ラの二国龍関孫j 世グアテマラ号本国大使館註P参熊

7 ) 向上

8 )筆者は 1998体 4月から 2001年 7月まで在グアテマラ日本大使館に勤務した。当時のグァテ

マラ復興支援には、治安回復が穫先課題であり新婦された国家市民警察の強化について、吾

本や歌米各悶(I日宗主毘〉が積極的iこ実殖していた。
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9 )第 3章 P71

1 0 ) ODA政策会議の詳細は明らかにされていないが、 2010年 ]ICAの事業展熊計画によれば f西

部高原地域のケツアルテナンゴ菜、ソロラ県、 トトニカバン県農村部における生活改善を回

る手段として、食糧の安全保障、安全な水の供給、保健サーピスと基礎教育の提供、また生

計向上のための農業及び地場産業振興など合通じ、人々の生活そのものに焦点、を当てた分野

横断的な支援を行う。Jを基本方針としている。

1 1) 内諾府 PKO事務詩 HPには、 2011年 12月現在派遣されている自毎隊の PKO部隊派遣と

して、 UNDOF(ゴラン高原)、 MINUSTAH{ハイチ〉、 UNMIT(東ティモール)、 UNMISS(南

スーダン}等の活動現況を公開している。

1 2) PRT は 2002年項アフガニスタン金政府の地方への影響の拡大、母治安の閥復、③t復興の

促礁を呂的iこ噂入され、躍践の一体化したチームで潜入及び国務省、米国開発庁等の文民で

縦戒され、地域の安定化作戦の中で援助案件(QIPs:即強プロジェクト)を活用して人心を掌

握した。その後、 ISAFでは広く鴻尽された平和維持活動

1 3) ODAは日本の税金を能うため、支援は B本からだとわかるように宣伝すること(日の丸

等)が戦略的に護主要であるとの外務省及び JICAの考え方の一つ。これに対し被接助成果の

蓄積が重要との批判jもある。

1 4) 2013年 6 月 13 日、ケツァルテナンゴ県サルカハ市にある PNCの派出所が 9 ミヲ経口

の拳銃を携行した少なくとも 10入緩め男性による襲離を受け、饗官 8名及び静j検査官 1名

が殺饗された事仲に関し、ポニニ…ジャ内務大臣は 21 日までに警察官 1名及び麻薬組議罷係

者 13名を逮捕したと発表した。殺害された 9名の警察模様者は、麻薬組織と関係があった

冒とから、同組議の資金をど嶺領したことが原鴎で殺饗された可能性が高いと見られている。

(在グアテマラ日本大使館の 6月月報)

第 4

1 ) 基本方針の中の官意事現にある「可能な範囲での支援を検討する j との文書は 2013年に

付加された文書

2 ) 三角協力とは、 2つの途上国と先進国もしくは間際機関の 3アクターで形成される、ドナ

や爵際機関など、途上間以外の協力機関から支援される南帯協力(南南議カとは、開発途

上国同士の協力を指し、協力の中でも技術協力と経済協力のこと)を指す。日本はこの分野

で 30年という長い経験を宥しており、ニ盟関協力の成果を誌の論上田に普及する三角協力に
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携わってきた。国際機関を通じた南南協力支援は、 1996年より、日本-UNDPパートナーシッ

プ基金を通じて、多国間協力機関を通じた南南協力を支援してきた。

3 ) 中南米各国の共通した問題は、警察官が絡む犯罪や汚職、麻薬組織との関係など、市民が

警察に対して抱いていた不信感の払拭である。ブラジルモデルの交番システムとその導入・

普及プロセスは、同様の背景と課題を抱えた各国にとっても格好のモデルとなっている。

4 ) r表 1 世界で最も危険な都市(2011年)J参照

5 ) 2011年時点で各 Departamentoに Comisariaが 26箇所、Estacionが 64箇所、Subestacion

が 321箇所設置されており、日本の交番に相当する施設はない。各州に地域警察活動を実施

する警察官が少なくとも 1人は配置されている。 (JICA資料)

6 ) r脱国際協力 j 第 2部 NGO市民社会と国際協力 p174------p181に詳しい。

7 ) ICRCとの調整によりアフガニスタンの米軍司令部は「米軍部隊は緊急時を除き、 NGOが

運営する資料施設での活動を禁ずる。 j との命令を発出

8 ) この活動は内務省が着手し、社会開発、健康、文化・スポーツにおいて、青少年協議会の

ような形で国家育成プログラムとして、約 11，900名の青少年に自覚を促すテーマとし目標と

している。公共任務に就いた職員は、 728時間、報酬は Q8.75/hで 1年半の期間であり、そ

の支出は担当各省庁が負担している。

9 ) 1946年にアメリカ陸軍航空軍が、軍の戦略立案と研究を目的としたランド計画 Project

RANDとして設立したのが始まりで、アメリカ合衆国の公益と安全のために、科学、教育、

慈善の促進を目的として j 設立された非営利組織。自ら宣言した目的は自らの「高い品質と

客観性jを使って「調査研究を通して政策や意思決定を改善することを助ける。 jとしている。

第 5章

1 ) グアテマラでは 1996年の和平協定締結以降、反政府組織の活動や国際的なテロ組織の細胞組

織の活動は確認されていないものの、犯罪組織による殺人、強盗、誘拐などの凶悪事件が頻

発し、国家文民警察によれば、 2010年の誘拐事件は 133件 (2009年は 162件、 2008年は

182件、 2007年は 98件)と引き続き多数発生している。

2 )伊勢崎賢治『国際貢献のウソ』筑摩書房 2010年 p193------p194
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